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【風水害】第１部 総則－1 

第１部 総 則  

 

第１章 計画の方針 

 

第１節 計画の構成                            

 

１ 横須賀市地域防災計画の全体構成 

  横須賀市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規

定に基づき、本市における災害に対処するための基本的かつ総合的な計画として、横

須賀市防災会議が策定する計画であり、災害の種類に応じて「地震災害対策計画」、「風

水害対策計画」、「都市災害対策計画」、「原子力災害対策計画」に区分し、４編で構成

している。 

なお、災害対策基本法第 42 条の２の規定に基づき、地区居住者等からその地区の特

性に応じた地区防災計画の提案があった場合は、別に定める手続きにより必要と認め

たものを、横須賀市地域防災計画に定めることとする。 

  また、各編に必要な資料を「資料編」として編集している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の修正 

  横須賀市地域防災計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、毎年検討を加え、

必要があると認めるときはこれを修正する。 

 

３ 他の計画及び他の法令等に基づく計画との関係 

  横須賀市地域防災計画は、神奈川県地域防災計画、横須賀市国土強靱化地域計画と

の整合性及び災害対策基本法第 41条に掲げる防災に関する計画との関連性を有する。 

 

地震災害対策計画編 

風水害対策計画編 

都市災害対策計画編 

原子力災害対策計画編 

資 
 

料 
 

編 

横須賀市地域防災計画 
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第２節 横須賀市地域防災計画「風水害対策計画編」の方針          

 

１ 計画の目的 

  横須賀市地域防災計画「風水害対策計画編」（以下、本計画）は、本市、指定地方行

政機関、警察、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関等の防災機関がその対策を

実施することにより、市民の生命、身体及び財産を災害から保護し、「安全で安心して

暮らせる社会の実現」を目的とする。 

 

２ 計画の構成・内容 

  本計画は、風水害対策に関して、総合的かつ基本的な性格を有するものであり、本

市が行うべき各種対策を、「予防」「応急対策」「復旧・復興」の時系列ごとに配するこ

とにより、各部局の業務に応じた活動細部計画及び関係機関等の防災計画の策定、諸

活動の実施等における基本体系となる構成になっている。 

  なお、本計画の構成及び主な内容は次のとおりとし、本計画に定めのない事項は「地

震災害対策計画編」の計画項目を準用する。 

構  成 主な内容 

第１部 総  則 
本市における風水害の被害想定、本市及び防災関係機関等

が行うべき業務の大綱等 

第２部 
災害予防 

計  画 

被害を未然に防止又は最小限に止めるために、本市、防災

関係機関、市民、事業者等が行うべき措置など 

第３部 
災害応急 

対策計画 

風水害への警戒から応急対策の終了に至るまでの間にお

ける、災害応急対策にかかわる体制・措置など 

第４部 
災害復旧・ 

復興計画 

市民生活の早期回復と生活安定を図るための措置、公共施

設の復旧及び復興事業など 

 

３ 活動細部計画 

各部局は、本計画に基づく対策の実施に関し、活動細部計画を策定する。 

なお、活動細部計画は随時検討を加え、必要があると認めるときはこれを修正する。 

 

 

 

 

 

４ 計画の習熟 

各部局及び防災関係機関等は、日頃から災害対策に関する調査・研究に努めるとと

もに、所属職員に対する災害時の役割などを踏まえた実践的な教育・訓練の実施など

を通して、本計画及びこれに関連する他の細部計画等の習熟に努め、災害への対応能

力を高めるものとする。 

（必要に応じて策定） 

風水害対策計画編 活動細部計画 

実施細目・行動マニュアル
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第２章 本市の概況 

 

第１節 自然的条件                            

 

１ 気候 

本市の気候は、広域的には太平洋側の気候区分に分類され、三方が海に囲まれてい

ることから、比較的平穏良好で温暖な気候である。 

年平均気温は16℃前後で、年間降水量は、概ね1,500mmから2,000mmの間でここ10年

間は推移している。 

 

２ 地形 

本市は、地形的に、北帯山地、中帯山地および南帯山地に大別され、標高 100 ～ 200 

ｍ程度の起伏の多い丘陵・山地からなり、この丘陵地の東側と南側に比較的上面が平

坦な台地が分布し、宅地や農地に利用されている。 

低地は、谷部と海岸部に分布し、比較的広い低地は小田和湾岸と平作川流域に広が

るにすぎず、東京湾岸などの海岸部には狭い低地と埋立地が点在している。 

一方、西側は相模湾に接しており、海蝕地帯が多く、その他は概ね砂浜と岬で構成

されている。 

 

３ 地質 

市域の基盤は、数 100 万年以前に堆積した葉山層群や三浦層群と、それよりやや新

しい本市北部に分布する上総層群からなっている。これらの基盤は泥岩、砂岩等の軟

らかい岩石から構成されている。 

丘陵や台地の一部にはやや新しい時代の相模層群がこれらの基盤を覆っている地域

もある。相模層群は砂礫や砂などからなり、本市東部の小原台台地や南部の宮田台地

に厚く分布している。また、台地の上部や丘陵の頂部には富士山や箱根火山の噴火に

よる火山灰から成る関東ローム層がところにより覆っている。 

山地や台地は浸食されて部分的に谷となり、新しい堆積物によって覆われ、さらに

川を流下した土砂が海岸部に堆積している。特に、平作川流域は厚さ 50m 以上に達し、

軟弱層の厚い地域となっている。 

  また、近年では海岸部や谷部を埋めた人工地盤から成る盛土地や埋立地が目立ち、

盛土は泥岩やローム（粘性質の高い土壌）などを材料として盛られ、埋立地は砂など

から形成されている。 

 

４ 河川 

本市域を流れる河川は、県管理河川である二級河川が４河川（総延長：11,130ｍ）、

市の管理河川である準用河川が９河川（総延長：14,645ｍ）、普通河川が 30 河川（総

延長：23,510ｍ）となっている。 
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第２節 下水道施設の概況                         

 
１ 管渠 

市内地区ごとの整備率を見ると、下町、追浜及び上町処理区については、整備率が

かなり高くなっているが、相模湾側の西処理区は整備率が低く、今後もさらに整備を

進める必要がある。 

 

２ ポンプ場 

下水道は自然流下による排水を原則としているが、地形上これが困難な地区につい

てはポンプ場を 19 箇所設置している。 

このうち、雨水排水を行うポンプ場は 11箇所である。 

 

３ 浄化センター 

浄化センターは３箇所が設置されている。 

追 浜 処 理 区 

西 処 理 区 

下 町 処 理 区 
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第３章 風水害による被害の想定 

風水害における被害の想定は、過去の風水害を基礎資料として被害の様相を想定す

るもので、風水害による被害の予防やその被害に応じた災害応急対策、復旧対策及び

復興計画の検討をより効果的に進めることを目的とする。 

 

第１節 想定気象状況                           

 

風水害の被害を想定する上での基準としては、過去に本土に上陸した最大級の台風

と、本市に最大の風水害被害をもたらした集中豪雨とする。 

 

１ 台風 

想定する風水害のうち、台風としては、過去に本土に上陸した最大級の台風を基礎

とするものとし、昭和 34 年の伊勢湾台風と同規模の台風が、昭和 24 年のキティ台風

よりやや東のコースを進むとした場合を想定する。 

 

台風の諸元 

中心気圧 929.5 hPa 

速  度 55 km/h 

暴 風 域 半径 300 km 

風  向 北北東（通過前）・南南東（通過後） 

最大風速 37 m/s（最大瞬間風速 60 m/s） 

総 雨 量 400 mm 

潮    位 東京湾：3.07 m、相模湾：2.87 m 

 

２ 集中豪雨 

想定する風水害のうち、台風によらない集中豪雨としては、概ね 10 年に１回の確率

で降る大雨 （１時間雨量 60mm） が２時間以上連続し、かつ、昭和 49 年の七夕水害

時の 24 時間雨量 250mm を超える場合を想定する。 

 

３ 大雪 

本市は温暖な気候のため、降雪は一年に数回程度であるとともに、積雪もほとんど

発生しない。 

しかし、気候条件によっては数十年に１回という大雪に見舞われる場合もあり、本

計画においては、平成 26 年２月の大雪を想定する。 

 

 

第２節 被害の想定                            

 

１ 被害想定 

風水害は、気象、地形・地質、都市構造等の複数の要因が重なり合って発生するこ

とが多く、更にはその発生も突発的なものもあるため、定量的に被害予測をすること

は困難である。 
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このことから、第１節に想定する気象状況下等での過去の被害状況を基礎資料とす

るとともに、これに起因して発生する可能性がある浸水、洪水、高潮、土砂災害、積

雪等を想定することとする。 

 

２ 風水害の履歴 

本市における戦後の主な災害の中で、災害救助法が適用された風水害は次のとおり。 

年月日 種別 被害状況 

S24.8.31～9.1 
台風 

（キティ台風） 
全壊 23 世帯、半壊１世帯、重傷１名 

S33.9.26～27 
台風 

（台風 22号） 

全壊 53 世帯、半壊 70 世帯、床上浸水 885 世帯、

床下浸水 3,758 世帯、死亡４名、重傷 11名 

S36.6.28 集中豪雨 
全壊 98 世帯、半壊 70 世帯、床上浸水 876 世帯、

床下浸水 3,358 世帯、死亡 16 名、重傷 11 名 

S49.7.8 集中豪雨 

全壊 113 世帯、半壊 64 世帯、床上浸水 3,402

世帯、床下浸水 3,384 世帯、死亡 13 名、重傷

10 名 
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第４章 降灰による被害の想定 

 

第１節 想定する火山噴火                         

 

１ 噴火による影響範囲 

気象庁では、富士山の噴火警戒レベルを「１（活火山であることに留意）」としてお

り（令和３年７月現在）、気象庁等において、監視・観測が行われているほか、関係市

町から成る富士山火山防災対策協議会が設置され、富士山噴火時の円滑な住民対策な

どの検討が進められている。 

また、富士山火山広域防災検討会において、神奈川県内は最大噴火の場合でも流下

物による危険はないが、降下物の影響が及ぶ可能性がある第５次ゾーンの範囲に該当

する。 

 

ゾーン 範囲の考え方 

第１次ゾーン 
天候・風向等にかかわらず、瞬時に降下物・流下物による危険の

及ぶ可能性がある。 

第２次ゾーン 
天候・風向等にかかわらず、短時間（３時間以内）で降下物・流

下物による危険の及ぶ可能性がある。 

第３次ゾーン 
天候・風向等にかかわらず、やや時間をおいて（３時間以上）流

下物による危険の及ぶ可能性がある。 

第４次ゾーン 
現状で想定される最大規模の噴火であれば、最終的に流下物によ

る危険の及ぶ可能性がある。 

第５次ゾーン 

現状で想定される最大規模の噴火でも、流下物による危険のおそ

れはないが、降下物による影響の及ぶ可能性がある。 

 

降下物危険 

ゾーン 

大量の火山灰等堆積により、堅固でない建物が

崩壊する可能性がある。（大量の火山灰（降灰

堆積厚約30㎝以上）・火山れき等が降下してい

る（またはそのおそれがある）範囲） 

 

降下物注意 

ゾーン 

飛来する火山れき等により、屋外にいる人に危

険が及ぶ可能性がある。（火山灰とともに直径

数㎝の火山れき等が降下している（またはその

おそれがある）範囲） 

 
２ 被害想定 

 神奈川県内は、富士山噴火時における避難対策の第５次ゾーンに位置付けられてお

り、風向きによっては２㎝以上の降灰が予想されている。 
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第５章 市民、自主防災組織、事業者の役割 

 風水害の被害を最小限に抑えるためには、市民、自主防災組織、事業者それぞれの

防災力を高め、連携することが重要である。それぞれが災害に対して適切な行動をと

るための、日頃からの心構えや役割等は次のとおりである。 

 

第１節 市民の役割                            

 

風水害は、市民の一人ひとりが正しい知識を持ち、普段からの備えと災害時の冷静

な行動により被害を最小限に抑えることが可能である。 

特に、台風接近や大雨が予測される場合には、事前から気象情報を入手し、自宅や

自宅の周囲の状況に応じた身を守る行動をとることが大切である。 

また、風雨が強い状況下での屋外を移動する避難行動（特に、夜間における行動）

は、かえって危険が伴う場合があることを鑑み、土砂災害や浸水のおそれがある場合

には、がけから離れた２階以上の階へ移るなど、自宅内での安全確保をすることや、

台風の接近上陸によって自宅が暴風雨による被害を受けるおそれがある場合には、天

候悪化前に自主的に避難を行うなど、状況に応じた行動が求められる。 

更には、実際に避難が必要な局面では、地域での協力が不可欠であることから、日

頃から地域で行われる防災訓練に参加するなど、風水害に対する防災力・対応力を高

める必要があるとともに、共助（地域の助け合い）を大切にし、高齢者、障害者等の

要配慮者を地域ぐるみで災害から守るように努めることも必要である。 

 

 

第２節 自主防災組織の役割                        

 

地域の防災力を向上するには、地域住民同士の組織的な行動が何よりも効果的であ

るため、災害時での助け合いを目的とする、地域の実情に即した自主防災組織を積極

的に結成し、「自分たちのまちは、自分たちで守る。」との認識のもと地域住民が連帯

感を持って主体的に参画できる防災協働体制の確立を図る必要がある。 

ついては、自主防災指導員が中心に自主防災訓練の実施や定期的に防災用資機材の

点検を行うなど、自主防災組織の活動を充実させることが必要である。 

さらに、災害による犠牲者をより少なくするためにも、高齢者や障害者等の要配慮

者を地域ぐるみで守るように努めることも必要である。 

 

 

第３節 事業者の役割                           

 

風水害については、事業者が被る経済的損害や事業継続の困難性は、震災に比べて

低いと思われるが、災害規模によっては、震災時と同様に、従業員や利用者の安全確

保、経済活動の維持、地域への貢献といった役割が求められる。 

そのため、震災対策を基本に日頃から防災体制の整備や防災訓練の実施に努めつつ、

風水害を想定した災害対策の見直しをすることが求められる。 
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第６章 本市及び防災関係機関等の業務大綱 

 

第１節 本市が行うべき業務の大綱                     

 

横 須 賀 市 

１ 横須賀市防災会議の事務 

２ 防災組織体制の整備 

３ 防災に関する調査研究、教育及び訓練 

４ 災害教訓の伝承に関する啓発 

５ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄並びに整備 

６ 消防活動、その他の応急措置 

７ 情報の収集・伝達及び広報 

８ 避難対策 

９ 被災者に対する救助及び救護の実施 

10 保健衛生対策 

11 文教対策 

12 被害調査 

13 復旧対策 

14 その他の災害応急対策 

15 その他災害発生の防御及び拡大防止のための措置 

 

 

第２節 防災関係機関等の業務の大綱                    

 

１ 指定地方行政機関 

関東財務局 

横浜財務事務所 

（横須賀出張所） 

１ 災害時における金融機関等に対する金融上の措置の要

請 

２ 主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会 

３ 地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付 

４ 災害発生時における地方公共団体等に対する国有財産

の無償貸付等 

神奈川労働局 

１ 工場等事業場における労働災害の防止の指導・援助 

２ 建設現場の総括安全衛生管理の徹底 

３ 復旧・復興工事の労働災害防止の指導・援助 

４ 被災者の雇用対策 

関東農政局 

神奈川県拠点 

１ 農業関係の被害状況の情報収集及び報告に関すること 

２ 応急用食料等の支援に関すること 

３ 食品の需給・価格動向等に関すること 

関東運輸局 

神奈川運輸支局 

１ 災害時における関係機関、輸送機関との連絡調整 
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関東地方整備局 

京浜港湾事務所 

１ 港湾施設及び海岸保全施設等の整備 

２ 港湾施設、海岸保全施設等に係わる応急対策及び復旧

対策の指導、協力 

３ 港湾施設、海岸保全施設の災害応急対策及び復旧対策 

４ 緊急を要すると認められる場合の緊急対応の実施 

関東地方整備局 

横浜国道事務所 

１ 防災上必要な教育及び訓練 

２ 水防に関する施設及び設備の整備 

３ 災害危険区域の選定 

４ 災害に関する予報並びに警報の発表及び伝達 

５ 災害に関する情報の収集及び広報 

６ 水防活動の助言 

７ 災害時における交通確保 

８ 災害時における応急工事及び緊急対策事業の実施 

９ 災害復旧工事の施工 

10 再度災害防止工事の施工 

第三管区 

海上保安本部 

横須賀海上保安部 

１ 大規模災害対策訓練の実施 

２ 関係者及び国民に対する海上防災講習会等による防災

思想の啓発 

３  港湾の状況等の調査研究 

４ 船艇、航空機等による警報等の伝達 

５ 船艇、航空機等を活用した情報収集 

６ 活動体制の確立 

７ 船艇、航空機等による海難救助等 

８ 船艇、航空機等による傷病者、医師等及び救助物資等

の緊急輸送 

９ 被災者に対する物資の無償貸与及び譲与 

10 要請に基づく、関係機関及び地方公共団体の災害応急

対策の実施に対する支援 

11 排出油等の防除等 

12 避難勧告、入港制限、移動命令等船舶交通の整理、指

導による海上交通安全の確保 

13 警戒区域の設定並びに船舶等の区域外への退去及び入

域の制限又は禁止の指示 

14 海上における治安の維持 

15 危険物等積載船舶に対する移動命令、航行制限若しく

は禁止及び荷役の中止等危険物の保安に関する措置 

16 海洋環境への汚染の未然防止及び拡大防止のための適

切な措置 

17  災害復旧・復興に係る工事に関する海上交通安全の確   

  保 
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東京管区気象台 

横浜地方気象台 

１ 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及

び発表 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地

震動に限る）及び水象の予報並びに警報等の防災気象情

報の発表、伝達及び解説 

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発 

関東総合通信局 

１  非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の

運営に関すること 

２ 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の

貸し出しに関すること 

３ 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、

無線局の開局、周波数等の指定変更及び無線設備の設

置場所等の変更を口頭等により許認可を行う特例措置

（臨機の措置）の実施に関すること 

４ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報

提供に関すること 

国土地理院 

関東地方測量部 

１ 災害時等における地理空間情報の整備・提供 

２ 復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言 

 

２ 指定公共機関 

東日本電信電話㈱ 

神奈川事業部 
 

㈱ＮＴＴドコモ 

神奈川支店 

１ 電気通信施設の整備及び点検 

２ 電気通信の特別取扱 

３ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

日本銀行横浜支店 

１ 銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

２ 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資する

ための措置 

３ 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

４ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

５ 各種措置に関する広報 

日本赤十字社 

神奈川県支部 

１ 医療救護 

２ こころのケア 

３ 救援物資の備蓄及び配分 

４ 血液製剤の供給 

５ 義援金の受付及び配分 

６ その他応急対応に必要な業務 
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日本放送協会 

横浜放送局 

１ 気象予報、警報等の放送周知 

２ 緊急地震速報の迅速な伝達 

３ 災害状況及び災害対策に関する放送 

４ 放送施設の保安 

東日本高速道路㈱ 

関東支社 

１ 道路の耐震整備 

２ 道路の保全 

３ 道路の災害復旧 

４ 災害時における緊急交通路の確保 

ＫＤＤＩ㈱ 
１ 電気通信施設の整備及び保全 

２ 災害時における電気通信の疎通 

東日本旅客鉄道㈱ 

１ 鉄道、軌道施設の整備、保全 

２ 災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

３ 災害時の応急輸送対策 

４ 鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

東京ガス㈱ 
１ ガス供給施設の災害予防措置 

２ 災害発生時の応急対策 

日本通運㈱ 

横浜支店 

１ 災害対策用物資の輸送確保 

２ 災害時の応急輸送対策 

東京電力パワー 

グリッド㈱ 

藤沢支社 

１ 電力供給施設の整備及び点検 

２ 災害時における電力供給の確保 

３ 被災施設の調査及び復旧 

日本郵便㈱ 

（横須賀郵便局） 

（田浦郵便局） 

（久里浜郵便局） 

 

㈱ゆうちょ銀行 

横須賀支店 

１ 災害時における郵便物の送達の確保 

２ 救援物資を内容とする小包郵便物及び救助用又は見舞

い用の現金書留郵便物の料金免除 

３ 被災者に対する郵便はがきの無償交付及び被災者が差

し出す郵便物の料金免除 

４ 被災者の救護を目的とする寄附金の送金のための郵便

振替の料金免除 

５ 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱 

６ 被災地域の地方公共団体に対する簡易保険積立金によ

る応急融資 

 



【風水害】第１部 総則－13 

 

３ 指定地方公共機関 

京浜急行電鉄㈱ 

１ 鉄道、軌道施設の整備、保全 

２ 災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

３ 災害時の応急輸送対策 

４ 鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

京浜急行バス㈱ 
１ 被災地の人員輸送の確保 

２ 災害時の応急輸送対策 

(一社)横須賀市 

医師会 

(一社)横須賀市 

歯科医師会 

(一社)横須賀市 

薬剤師会 

１ 傷病者に対する診察、治療、調剤、応急処置、保健・

服薬指導 

２ 病院又は診療所への転送の手配 

３ 死亡の確認及び死体の検案 

４ 医薬品等の優先供給 

５ 医薬品等の集積場所における医薬品等の仕分け及び管理 

６ その他必要と判断した処置等 

㈱アール・エフ・ 
ラジオ日本 

㈱テレビ神奈川 

横浜エフエム 

放送㈱ 

１ 気象予報、警報等の放送周知 

２ 緊急地震速報の迅速な伝達 

３ 災害状況及び災害対策に関する放送 

４ 放送施設の保安 

㈱神奈川新聞社 １ 災害状況及び災害対策に関する報道 

神奈川県 

住宅供給公社 

１ 災害時における住宅の緊急貸付 

（一社）神奈川県 

トラック協会 

１ 災害対策用物資の輸送確保 

２ 災害時の応急輸送対策 

（公社）神奈川県 

LPガス協会 

横須賀・三浦支部 

１ 応急燃料の確保に関する協力 

２ 復旧用資機材の確保及び復旧対策 
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４ 神奈川県 

神奈川県 

１ 防災組織の整備 

２ 市町村及び防災関係機関の防災事務又は業務の実施に

ついての総合調整 

３ 防災知識の普及及び教育 

４ 災害教訓の伝承に関する啓発 

５ 防災訓練の実施 

６ 防災施設の整備 

７ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

８ 地震に関する情報の収集、伝達及び広報 

９ 緊急輸送の確保 

10 交通規制、その他の社会秩序の維持 

11 保健衛生 

12 文教対策 

13 市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援 

14 災害救助法に基づく被災者の救助及び資源配分の連絡

調整 

15 被災施設の復旧 

16 その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

 

５ 神奈川県警察 

神奈川県警察 

（横須賀警察署） 

（田浦警察署） 

（浦賀警察署） 

１ 警戒体制の確立 

２ 災害に関する情報の収集及び伝達 

３ 避難誘導、被災者の救出、その他人命の保護活動 

４ 行方不明者の調査、死体の検視・調査等 

５ 交通規制及び緊急交通路の確保 

６ 犯罪の予防・取り締まり、その他治安維持活動 

 

６ 自衛隊 

自衛隊 

（陸上自衛隊東部

方面混成団・通

信学校） 

（海上自衛隊横須

賀地方総監部） 

１ 防災関係資料の基礎調査 

２ 自衛隊災害派遣計画の作成 

３ 横須賀市地域防災計画にあわせた防災に関する訓練の

実施 

４ 人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応

急救護又は応急復旧 

５ 災害救助のための防衛省の管理に属する物品の無償貸

付及び譲与 
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７ 消防団 

消防団 

１ 消火活動及び救助活動の実施 

２ 地域住民の避難誘導の実施 

３ 災害に関する情報の収集、伝達及び被害状況の把握 

 

８ その他の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

病院等医療施設の 

管理者 

１ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

２ 災害時における入院患者等の保護及び誘導 

３ 災害時における病人等の受入れ及び保護 

４ 災害時における被災負傷者の治療及び助産 

社会福祉施設の 

管理者 

１ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

２ 災害時における入所者の保護及び誘導 

学校法人 
１ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

２ 災害時における応急教育対策計画の確立及び実施 

農業協同組合 

１ 本市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

２ 農作物災害応急対策の指導 

３ 農業生産資材及び農家生活資材の確保及びあっ旋 

４ 被災農家に対する融資のあっ旋 

漁業協同組合 

１ 本市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

２ 被災組合員に対する融資又は融資のあっ旋 

３ 漁船、協同施設の災害応急対策及びその復旧対策の確

立 

産業経済団体 

（横須賀商工会議

所） 

１ 本市が行う商工業関係被害の調査及び応急対策への協

力 

２ 救助用物資、復旧資材の確保についての協力 

金融機関 １ 被災事業者等に対する資金融資 

危険物施設及び 

高圧ガス施設の 

管理者 

１ 安全管理の徹底 

２ 防護施設の整備 
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第２部 災害予防計画  

 

第１章 風水害に対する災害予防対策 

 

第１節 風水害に対する予防対策の方針                   

 

 近年、全国各地で台風や集中豪雨による洪水や浸水、土砂災害の甚大な被害が発生

しているが、風水害は地震や突発的な都市災害と異なりある程度の予測がされること

から、事前の対策次第で被害を軽減することが可能である。 

そのため、本市に発表される風水害に関する予報や注意報、警報を適切に理解する

とともに、被害が予想される場合の早期体制確立など、想定される気象状況や被害程

度に応じた予防対策を実施する。 
 
 

第２節 気象警報及び注意報等                       
 

１ 特別警報、警報及び注意報の種類と発表基準 

（１）特別警報 

区分 種 類 発表基準 

特 
別 

警 

報 

大雨 
台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が

予想される場合          【警戒レベル５相当】 

暴風 
数十年に一度の強度 

の台風や同程度の温 

帯低気圧により 

暴風が吹くと予想される場合 

高潮 
高潮になると予想される場合 

【警戒レベル４相当】 

波浪 高波になると予想される場合 

暴風雪 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により雪

を伴う暴風が吹くと予想される場合 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

 
（２）警報・注意報 

区分 種 類 発表基準 

警 
 

報 

大雨 
(浸水害) 表面雨量指数基準：20 

(土砂災害) 土壌雨量指数基準：90       【警戒レベル３相当】 

洪水 流域雨量指数基準：平作川流域＝15.6【警戒レベル３相当】 

暴風 平均風速 25m/秒 

暴風雪 平均風速 25m/秒で雪を伴う 

大雪 12 時間降雪の深さ 10cm 
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区分 種 類 発表基準 

警 
 

報 

波浪 東京湾側 3.0ｍ 相模湾側 5.0ｍ  

高潮 
東京湾側 1.7ｍ 相模湾側 1.2ｍ 

                  【警戒レベル４相当】 

注 
 

意 
 

報 

大雨 
表面雨量指数基準：14 

土壌雨量指数基準：54         【警戒レベル２】 

洪水 流域雨量指数基準：平作川流域＝12.4  【警戒レベル２】 

強風 平均風速 12m/秒 

風雪 平均風速 12m/秒 雪を伴う 

大雪 12 時間降雪の深さ 5cm 

波浪 東京湾側 1.5ｍ 相模湾側 2.5ｍ 

高潮 
東京湾側 1.5ｍ 相模湾側 1.0ｍ 

【警戒レベル３相当又は警戒レベル２】 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪 
現象による災害が極めて稀であり、災害との関係が不明確で

あるため具体的な基準を定めていない。 

濃霧 視程が陸上 100ｍ、海上で 500ｍ 

乾燥 最小湿度 35％で実効湿度 55％以下 

なだれ 
現象による災害が極めて稀であり、災害との関係が不明確で

あるため具体的な基準を定めていない。 

低温 最低気温が、夏期は 16℃以下が数日継続、冬期は－５℃以下 

霜 
最低気温が４℃以下 

発表時期は原則として４月１日～５月 20日 

着氷・着雪 著しい着氷（雪）が予想される場合 

記録的短時間大雨情報 

（※） 
１時間雨量 100mm 

 
 （※）大雨警報発表中の二次細分区域において、キキクルの「非常に危険」（うす紫）が出現し、かつ数

年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨が観測(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レー

ダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)されたときに、気象庁から発表される。 



【風水害】第２部 災害予防対策－19 

 
２ その他の注意情報等 

種 類 発表基準 

早期注意情報 

（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段

階で発表される。当日から翌日にかけては時間帯を区切っ

て、神奈川県東部、神奈川県西部を対象地域として、２日先

から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と

同じ発表単位（神奈川県）で発表される。 

【警戒レベル１(大雨に関して、[高]又は[中]が予想されている場合)】 

全般気象情報、関東甲

信地方気象情報、神奈

川県気象情報 

（「線状降水帯」に関

する情報） 

全国を対象とする全般気象情報、全国を 11 に分けた地方予

報区を対象とする「地方気象情報（関東甲信地方気象情報）」、

各都府県を対象とした「府県気象情報（神奈川県気象情報）」

がある。気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に

先立って注意を喚起する場合や、特別警報・警報・注意報が

発表された後の経過や予想、防災上の留意点が解説される場

合等に発表される。 

警戒レベル４相当以上の状況で、大雨による災害発生の危険

度が急激に高まっており、線状の降水帯により非常に激しい

雨が同じ場所で降り続いているときには、「線状降水帯」と

いうキーワードを使って解説する「顕著な大雨に関する〇〇

気象情報」という表題の気象情報が府県気象情報、地方気象

情報、全般気象情報として発表される。 

土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害

がいつ発生してもおかしくない状況となったときに、市町村

長の避難指示の発令判断や住民の自主避難の判断を支援す

るため、対象となる市町村を特定して警戒が呼びかけられる

情報で、神奈川県と横浜地方気象台から共同で発表される。

横須賀市内で危険度が高まっている詳細な領域は土砂キキ

クル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認すること

ができる。            【警戒レベル４相当】 

土砂キキクル（大雨警

報（土砂災害）の危険

度分布） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図上で１km

四方の領域（メッシュ）ごとに５段階に色分けして示す情報。

２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて

常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）や土

砂災害警戒情報等が発表されたときに、危険度が高まってい

る場所を面的に確認することができる。 

【色が持つ意味と相当する警戒レベル】 

・「極めて危険」（濃い紫）  ：      － ※ 

・「非常に危険」（うす紫）  ： 【警戒レベル４相当】 

・「警戒」   （赤）     ： 【警戒レベル３相当】 

・「注意」   （黄）     ： 【警戒レベル２相当】 

※警戒レベル５ 緊急安全確保の発令対象区域の絞り込みに活用 
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種 類 発表基準 

浸水キキクル（大雨警

報（浸水害）の危険度

分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地

図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。

１時間先までの表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごと

に更新しており、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、

危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

洪水キキクル（洪水警

報の危険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河

川及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測

を、地図上で河川流路を概ね１kmごとに５段階に色分けして

示す情報。３時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時

10 分ごとに更新しており、洪水警報等が発表されたときに、

危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

【色が持つ意味と相当する警戒レベル】 

・「極めて危険」（濃い紫） ：       － ※ 

・「非常に危険」（うす紫）  ：   【警戒レベル４相当】 

・「警戒」   （赤）    ：   【警戒レベル３相当】 

・「注意」   （黄）    ：   【警戒レベル２相当】 

※警戒レベル５緊急安全確保の発令対象区域の絞り込みに活用 

流域雨量指数の予測

値 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河

川及びその他河川）の、上流域での降雨による、下流の対象

地点の洪水危険度の高まりの予測を、洪水警報等の基準への

到達状況に応じて危険度を色分けした時系列で示す情報。６

時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を用いて

常時 10 分ごとに更新している。 

竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突

風に対して注意を呼びかける情報で、竜巻等の激しい突風の発

生しやすい気象状況になっているときに、神奈川県東部、神奈

川県西部を対象地域として気象庁から発表される。なお、実際

に危険度が高まっている場所は竜巻発生確度ナウキャストで

確認することができる。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった

地域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生する

おそれが非常に高まっている旨を付加した情報が神奈川県東

部、神奈川県西部を対象地域として発表される。 

この情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

土砂災害緊急情報 

大規模な土砂災害が急迫している状況において、特に高度な

専門的知識や技術が必要な場合（河道閉塞、火山噴火や河道

閉塞による湛水を起因する土石流）は国が、地滑りの場合は

県が緊急調査を行い、被害が想定される区域・時期を市に通

知する。 
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３ 警報及び注意報の発表地域の細分 

 

神

奈

川

県 

一次細分 

区分 

市町村等を 

まとめた地域 
二次細分区域 

東部 

横浜・川崎 横浜市、川崎市 

湘南 
茅ヶ崎市、平塚市、藤沢市、大和市、海老名市、

座間市、綾瀬市、寒川町、大磯町、二宮町 

三浦半島 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 

西部 

相模原 相模原市 

県央 秦野市、厚木市、伊勢原市、愛川町、清川村 

足柄上 
南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開

成町 

西湘 小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町 

 

（１）一次細分区域 

府県天気予報を定常的に細分して行う区域。気象特性、災害特性及び地理的特性によ

り府県予報区を分割している。 

 

（２）二次細分区域 

警報・注意報の発表に用いる区域。市町村（東京特別区は区）を原則とするが、一部

市町村を分割して設定している場合がある。 

 

（３）市町村等をまとめた地域 

二次細分区域ごとに発表する気象警報・注意報の発表状況を地域的に概観するために、

災害特性や都道府県の防災関係機関等の管轄範囲などを考慮してまとめた区域。 
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４ 警戒レベルと警戒レベル相当情報の一覧表 

 

警戒レベルと状況 
行動を市民に

促す情報 

警戒レベル相当情報（※１） 

洪水に関する

情報 

土砂災害に関

する情報 

高潮に関する

情報 

【警戒レベル５】 

災害発生又は切迫 
緊急安全確保 

大雨特別警報

（浸水害） 

 

 

 

大雨特別警報

（土砂災害） 

 

 

 

高潮氾濫発生

情報 

 

【警戒レベル４】 

災害のおそれ高い 
避難指示 

洪水キキクル 

（※２） 

危険度分布： 

うす紫（非常に

危険） 

土砂キキクル 

（※２） 

危険度分布： 

うす紫（非常に

危険） 

土砂災害警戒情報 

高潮特別警報 

高潮警報 

 

 

 

【警戒レベル３】 

災害のおそれあり 
高齢者等避難 

洪水警報 

 

洪水キキクル 

（※２） 

危険度分布： 

赤（警戒） 

大雨警報 

（土砂災害） 

土砂キキクル 

（※２） 

危険度分布： 

赤（警戒） 

高潮警報に切

り替える可能

性に言及する

高潮注意報 

【警戒レベル２】 

気象状況悪化 

洪水、大雨、

高潮注意報 

洪水キキクル 

（※２） 

危険度分布： 

黄（注意） 

 

 

土砂キキクル 

（※２） 

危険度分布： 

黄（注意） 

 

 

【警戒レベル１】 

今後気象状況悪化

のおそれ 

早期注意情報 

 

 

 

 

 

  

（※１）警戒レベル相当情報が気象庁などから発表されても、同時に同じ警戒レベルの避難情報を市が発

令するとは限らない。避難情報は、「第３部 第５章 避難対策」にあるとおり、時間帯や気象

状況等を考慮しながら総合的に判断して発令する。 

（※２）洪水キキクル：洪水警報の危険度分布 

    土砂キキクル：大雨警報（土砂災害）の危険度分布 
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第３節 噴火警報等                            

 

１ 噴火警報等の種類と発表基準 

（１）噴火警報・予報 

区 分 内   容 

噴火警報 

噴火に伴って発生し生命に危険を及ぼす火山現象（大きな噴石、火

砕流、融雪型火山泥流等、発生から短時間で火口周辺や居住地域に

到達し、避難までの時間的猶予がほとんどない現象）の発生が予想

される場合やその危険が及ぶ範囲の拡大が予想される場合に火山

名、「警戒が必要な範囲（生命に危険を及ぼす範囲）」等を明示して

発表する。なお、「噴火警報（居住地域）」は、火山現象特別警報に

位置付けられる。 

噴火予報 

火山活動の状況が静穏である場合、あるいは火山活動の状況が噴火

警報には及ばない程度と予想される場合に発表する。また、噴火警

報の解除は、噴火予報で発表される。 

 

（２）噴火警戒レベル 

火山活動の状況を噴火時等の危険範囲や市民がとるべき防災行動を踏まえて、５段階

に区分される。なお、レベル４以上の噴火警報は、「特別警報」に位置付けられている。 

種別 名称【略称】 対象範囲 噴火警戒レベル 火山活動の状況 

特別 

警報 

噴火警報 

(居住地域) 

 

又は 

噴火警報 

居住地域及

びそれより

火口側 

レベル５ 

（避難） 

居住地域に重大な被害を及ぼ

す噴火が発生、あるいは切迫し

ている状態と予想される。 

レベル４ 

（高齢者等避難） 

居住地域に重大な被害を及ぼ

す噴火が発生する可能性が高

まってきていると予想される。 

警報 

噴火警報 

(火口周辺) 

 

又は 

火口周辺 

警報 

火口から居

住地域近く

までの広い

範囲の火口

周辺 

レベル３ 

（入山規制） 

居住地域の近くまで重大な影

響を及ぼす（この範囲に入った

場合には生命に危険が及ぶ）噴

火が発生、あるいは発生すると

予想される。 

火口から少

し離れた所

までの火口

周辺 

レベル２ 

（火口周辺規制） 

火口周辺に影響を及ぼす（この

範囲に入った場合には生命に

危険が及ぶ）噴火が発生、ある

いは発生すると予想される。 

予報 噴火予報 火口内等 

レベル１ 

（活火山である 

ことに留意） 

火山活動は静穏。火山活動の状

況によって、火口内で火山灰の

噴出等が見られる。（この範囲

に入った場合には生命に危険

が及ぶ） 
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（３）降灰予報 

 火山噴火に伴う火山灰は、その量に応じて様々な被害をもたらすため、気象庁が降灰

量の予測を含め、噴火後に、どこにどれだけの量の火山灰が降るかについて発表するも

のである。 

 ① 情報発表の流れ 

   (ア) 降灰予報(定時) 

      噴火の可能性が高い火山に対して、想定した噴煙高を用いて、18時間先ま

でに噴火が発生した場合の降灰範囲や小さな噴石の落下範囲を計算し、定期

的に発表される。 

 

(イ) 降灰予報(速報) 

   噴火発生直後、事前に計算した想定噴火のうち最も適当なものを抽出し、

１時間以内の降灰量分布や小さな噴火の落下範囲を、噴火後５～10分程度で

速やかに発表される。 

 

(ウ) 降灰予報(詳細) 

   噴火発生後、観測した噴煙高を用いて、精度の良い降灰量分布や降灰開始

時刻を計算し、６時間先までの詳細な予報を、噴火後20～30分程度で発表さ

れる。 

 

２ 火山現象に関する情報 

情報等の種類 内  容 発表時期 

噴火速報 

周辺住民及び登山者等火山の周

辺に立ち入る人々に対して、噴

火の発生を知らせる情報 

随時 

火山の状況に 

関する解説情報 

火山性地震や微動回数、噴火等

の状況や警戒事項等について解

説する情報 

火山活動の状況に応じ

適時発表 

火山活動解説資料 

写真や図表等を用いて火山活動

の状況や警戒事項等を詳細にと

りまとめた資料 

毎月上旬及び必要に応

じ適時発表 

月間火山概況 

前月１ヶ月間の火山活動の状況

およびその解説をとりまとめた

資料 

毎月上旬 

噴火に関する 

火山観測報 

噴火が発生した場合、噴火の時

刻や噴煙高度等の情報を知らせ

るもの 

随時 
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第２章 風水害に強いまちづくりの推進 

 

第１節 風水害に備えた計画的なまちづくりの推進              

 

１ 基本的な考え方 

本市はその地勢上、急傾斜地に近接した住家、流域が狭く短い河川、長い海岸線な

どの特徴があり、大型台風や集中豪雨が発生した場合、がけ崩れ、河川の急激な増水

や内水氾濫、高潮など、さまざまな被害の発生が予想される。 

そのため、地震災害のみならず、水害、土砂災害、高潮災害に対しても強いまちづく

りを進め、地域の特性を考慮した各種事業・施策を体系的にとらえ計画的に推進する。 

 

２ 防災施設等の整備による風水害軽減の推進 

（１）水害の防止 

道路や公共施設等の整備にあたっては、緑地の確保、雨水浸透性の高い舗装や排水

施設の整備を推進する。 

また、新規の宅地開発においては、適切な雨水調整池の整備を推進する。 

 

（２）高潮災害の防止 

海岸保全施設の適切な維持管理と新設による防護水準の確保を図る。 

 

（３）土砂災害の防止 

急傾斜地崩壊危険区域、地すべり防止区域など、土砂災害の危険性の高い地区にお

いては、必要に応じた擁壁や排水施設の設置など、防災工事を推進する。 

 

 

第２節 河川洪水の予防                          

 

本市は、過去に河川洪水による大きな被害を受けたが、河川の護岸や下水道施設の

整備により、河川洪水が原因となる水害は大きく減少した。 

今後においても、豪雨時の破堤・溢水等による氾濫防止のため、河川に関係する水

防施設・設備の整備と水防監視体制の強化に努める。 

 

１ 河川の改修方針 

区 分 概    要 

二級河川 

県が維持管理を実施する。 

（平作川については、昭和 49 年 7月の集中豪雨で大災害を受けた 

ことから、国の災害復旧事業等による改修が実施されている） 

準用河川 浸水危険箇所の整備が完了したため、維持管理を実施する。 

普通河川 暫定整備は完了したため、維持管理を実施する。 
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２ 河川の浚渫及び維持補修 

公共下水道未整備区域の排水路及び土砂堆積や既設石積の崩落の著しい河川につい

ては、必要により浚渫及び補修を行うものとする。 

 

３ 重要水防区域（河川）及び箇所の指定 

県は神奈川県水防計画（以下「県水防計画」という。）に基づき、大雨等の風水害時

において、特に水防上警戒又は防御に重要性を有する区域及び箇所（ニ級河川）とし

て、重要水防区域及び重要水防箇所を次のとおり指定する。 

河川名 場所及び地先名 種別 延長等 

平作川 

久比里２丁目 
陸閘 

（りっこう） 
１箇所 

衣笠栄町２丁目～ 

衣笠栄町３丁目 
堤防高 200ｍ 

衣笠栄町２丁目 堤防高 200ｍ 

衣笠栄町３丁目 堤防高 100ｍ 

 

４ 水防警報を行う河川 

水防法第16条第１項に基づき、神奈川県が水防警報を行う河川（ニ級河川）を県水防計

画に定める。 

河川名 区 域 概 要 

平作川 衣笠栄町３丁目ＪＲ橋梁から海まで 

鷹取川 神応橋から海まで 

竹 川 
左岸：武３-329-１地先、右岸：武３-319-２地先に設置した標柱

から松越川合流点まで 

松越川 
左岸：長坂２-16-２地先、右岸：佐島 773-３地先に設置した標柱

から海まで 

 

５ 水位周知河川における水位到達情報 

県は、知事が指定した河川について、水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）【Ｄ】に

達したときは、水防管理者に通知するとともに、これを一般に周知するものとする。併せ

て、避難のための立ち退きの指示の判断に資するため、関係市町村の長にその通知にかか

る事項を通知するものとする。 

発表する情報の種類、発表基準を次に示す。 
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種類 発表基準 

氾濫警戒情報 基準地点の水位が避難判断水位【Ｃ】に到達したとき 

氾濫危険情報 
基準地点の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）【Ｄ】に到

達したとき 

 

６ 氾濫危険水位等の指定 

（１）氾濫危険水位等の指定 

県は、二級河川の各水位観測地点における、住民避難や水防活動の目安となる、水

防団待機水位【Ａ】、氾濫注意水位（警戒水位）【Ｂ】、避難判断水位【Ｃ】、氾濫危険

水位（洪水特別警戒水位）【Ｄ】を指定する。 

 

（２）河川の水位基準 

区 分 概    要 

水防団待機水位【Ａ】 

(通報水位) 
水防団が出動するために待機する水位 

氾濫注意水位 【Ｂ】 

(警戒水位)  
水防団が出動する目安となる水位 

避難判断水位 【Ｃ】 高齢者等避難の発令判断の目安となる水位 

氾濫危険水位 【Ｄ】 

(洪水特別警戒水位) 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫のおそれが

ある水位をいい、避難指示の発令判断の目安となる水位 

 

（３）水位観測所名及び洪水氾濫危険水位等一覧表 

河川名 
水位 

観測所名 

水防団待機 

水位【Ａ】 

（通報水位） 

氾濫注意 

水位【Ｂ】 

（警戒水位） 

避難判断 

水位【Ｃ】 

氾濫危険 

水位【Ｄ】  

（洪水特別警戒水位） 

平作川 根岸歩道橋 1.65ｍ 2.50ｍ 2.60ｍ 3.10ｍ 

鷹取川 神応橋 1.20ｍ 1.40ｍ 1.55ｍ 1.60ｍ 

竹川 大橋 0.50ｍ 1.80ｍ 2.00ｍ 3.00ｍ 

松越川 新佐島橋 0.75ｍ 1.45ｍ 1.90ｍ 2.35ｍ 
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第３節 内水氾濫の予防                          

 

都市構造の変化や降雨形態の変化によって雨水の流出量が増加しており、全国的に

浸水被害が頻発していることから、ハード対策及びソフト対策の両面から効率的で効

果的な浸水対策を推進する。 

 

１ 管渠の整備・維持管理 

上下水道局は、下水道整備の動脈である管渠に関しては、下水道計画区域内の未整

備地区において、整備の推進を行う必要がある。 

また、既設下水道管渠、水路及びその付帯施設のうち、閉塞、破損などのあるもの

については、清掃、浚渫及び修繕を行い、災害時にその能力を最大限に発揮できるよ

う維持管理を行う。 

 

２ 排水施設の整備 

関係部局は、現在、都市の集積等により浸水被害が生じている地域の浸水被害の解

消に向けて、排水施設の整備を推進する。 

 

３ 雨水流出抑制策の促進 

関係部局は、雨水調整池の整備、透水性舗装の促進、雨水浸透ますの設置等により

雨水流出抑制を行う。 

 

 

第４節 高潮災害の予防                          

 

東京湾沿岸は、その地形から台風などによる高潮の影響が大きく、風向きによって

は波浪も大きくなる。 

相模湾沿岸は、外洋に面しているため、台風などによる高潮及び波浪の影響が大き

く、浸水や海岸浸食のおそれがある。 

このことから、関係部局は、神奈川県策定の東京湾沿岸海岸保全基本計画及び相模灘沿

岸海岸保全基本計画で定める防護すべき地域及び防護水準に基づき海岸保全に努める。 

 

１ 東京湾沿岸海岸保全基本計画及び相模灘沿岸海岸保全基本計画 

（１）防護すべき地域 

防護すべき地域とは、海岸保全施設が整備されていない場合、海岸背後の人命や財

産に対して被害の発生が予想される地域であり、具体的には、防護水準として設定し

た潮位と波浪が同時に発生した場合の浸水区域とする。 
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（２）防護水準 

海岸に作用する高潮や波浪などの外力は、想定外のものが発生するなど大きさに幅

があり、またその対応方法にもソフト・ハード対策など種々考えられるが、防護の目

標とすべき外力水準は、次のとおりとする。 

区 分 概    要 

高 潮 
朔望平均満潮位に想定される最大の偏差を加えた計画高潮位に対

して防護することを目標とする。 

波 浪 

○港湾海岸は、原則として 50 年再現確率に対応する波浪に対して

防護することを目標とする。 

○一般及び漁港海岸は、原則として 30 年再現確率に対応する波浪

に対して防護することを目標とする。ただし、背後の土地利用の

状況等に応じて柔軟に対応する。 

 
２ 防潮扉等の維持管理 

県は、市内にある県管理の防潮扉の維持管理を適正に行う。 

 

３ 重要水防区域（海岸）及び箇所の指定 

県は、高潮等の風水害時において、特に水防上警戒又は防御に重要性を有する区域

及び箇所（海岸）として、重要水防区域及び重要水防箇所を次のとおり指定する。 

海岸名 場所及び地先名 延長等 

横須賀海岸 

（大崩浜田） 

秋谷 5,594 番地（字大崩 5,594 番地）から 

秋谷 5,295 番地（字浜田 5,295 番） 
1,333ｍ 

横須賀海岸 

（長井） 

長井１丁目 29 番地（字大木根 1,169 番地）から 

長井３丁目９番地（字岡崎 9番地) 
270ｍ 

防潮扉１号から２号  ２箇所(10ｍ) 

 

４ 水防警報を行う海岸 

水防法第 16 条第１項に基づき、県が水防警報を行う海岸は次のとおりである。 

海岸名 

地区海岸名 
区   域 

横須賀三浦海岸 

長浜地区 

横須賀市長井町字長浜 3,882 番地先に設置した標柱から 

三浦市初声町和田字赤谷 3,522-12 番地に設置した標柱まで 

横須賀海岸 

長井地区 

横須賀市長井町字大木根 1,169 番地先に設置した標柱から 

横須賀市長井町字岡崎 9番地先に設置した標柱まで 

横須賀海岸 

秋谷地区 

横須賀市秋谷字海老田 4,282 番地先に設置した標柱から 

横須賀市秋谷字後 321 番地先に設置した標柱まで 

横須賀海岸 

大崩浜田地区 

横須賀市秋谷字大崩 5,594 のイ番地先に設置した標柱から 

横須賀市秋谷字浜田 5,295 番地先に設置した標柱まで 

 



【風水害】第２部 災害予防対策－30 

 

５ 水位周知海岸における水位到達情報 

県は、知事が指定した海岸について、水位が高潮特別警戒水位に達したときは、水防管

理者に通知するとともに、これを一般に周知するものとする。併せて、避難のための指示

の判断に資するため、関係市町村の長にその通知にかかる事項を通知するものとする。 

また、県は、高潮特別警戒水位を下回り、氾濫のおそれがなくなった場合は、その旨の

情報（高潮氾濫発生情報の解除）を、可能な限り速やかに発表することとする。 

 

種類 発表基準 

高潮氾濫発生 

情報 

基準水位観測所の水位が高潮特別警戒水位に到した場合、または高

潮による氾濫若しくは高波による越波により浸水が発生した場合

又は氾濫したものと推測される場合（ただし、高潮特別警戒水位に

達した場合でも、台風や低気圧等による異常な海面の上昇により重

大な災害が発生するおそれがあると予想されない場合は除く） 

高潮氾濫発生 

情報解除 

基準水位観測所の水位が高潮特別警戒水位を下回り気象状況等か

ら水位上昇するおそれがないこと、氾濫又は浸水が発生・拡大する

おそれがないことを確認した場合 

 

６ 高潮特別警戒水位の指定 

（１）高潮特別警戒水位の指定 

県は、水位周知海岸の水位観測所における、住民避難や水防活動の目安となる、高

潮特別警戒水位を指定する。 

 

（２）水位観測所名及び高潮特別警戒水位等一覧表 

海岸名 
水位 

観測所名 

高潮特別 

警戒水位 
区域 

横浜港 

南部 
横須賀 

T.P. 

1.40ｍ 

横浜港海岸 
 根岸湾周辺地区、金沢地区、平潟湾周辺地区、 
横須賀港海岸 
 追浜地区 
堀割川、宮川、侍従川、鷹取川 

横須賀港 

北部 
横須賀 

T.P. 

1.70ｍ 

横須賀港海岸 
 追浜地区、深浦地区、長浦地区、本港地区、 
新港地区、平成地区、大津・馬堀地区、 
走水地区、観音崎地区 

鷹取川 

横須賀港 

南部 
横須賀 

T.P. 

1.80ｍ 

横須賀港海岸 
 鴨居地区、浦賀地区、久里浜地区、野比地区 
平作川 

金田湾 横須賀 
T.P. 

1.50ｍ 

北下浦漁港地区 
 長沢地区、津久井地区 
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海岸名 
水位 

観測所名 

高潮特別 

警戒水位 
区域 

相模灘 

東部 
油壷 

T.P. 

1.10ｍ 

横須賀三浦海岸 
横須賀海岸 
竹川・松越川 

※T.P.（Tokyo Peil）…東京湾平均海面。日本の標高の基準となる海水面の高さ。 

            よって、「T.P.1.10ｍ」は、東京湾平均海面より 1.1 メート

ル高い海面を意味する。 

 

 

第５節 土砂災害の予防                          

 

土砂災害は、地形や地質等を素因とし、集中豪雨や長雨などを誘因として発生する

ものであり、土砂災害の未然防止と発生した場合の被害最小化のため、危険箇所の把

握と平時からの防災対策の推進に努める。 

 

１ ハード対策の推進 

土砂災害を防止するため、県による急傾斜地崩壊危険区域や地すべり防止区域の指

定による土砂災害防止施設の整備を促進するとともに、危険ながけや擁壁の安全管理

の助言をし、個人が行うがけ崩れ対策工事を促進する。 

（１）急傾斜地崩壊危険区域の指定 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づき、急傾斜地の崩壊により相

当数の住家に被害が生じる地域を、市長の意見を聞いて県知事が指定する。 

項 目 概    要 

指定 

基準 

○傾斜度が 30 度以上、かつ高さが５ｍ以上のがけ 

○崩壊により危害が生じるおそれがある住家が５戸以上、又は５戸未満で

あっても官公署、学校、病院、旅館等に危害が生じるおそれがある区域 

 

（２）地すべり防止区域の指定 

地すべり等防止法第３条に基づき、現に地すべりを起こしている区域または地すべ

りをするおそれのきわめて大きい区域と、これと隣接する地域のうち地すべり区域の

地すべりを助長し、もしくは誘発するおそれのきわめて大きいもので、公共の利害に

密接な関連を有するものを、県知事の意見を聞いて国土交通大臣が指定する。 
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（３）がけの改善事業 

 

２ 土砂災害防止法による対策の推進 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下、土砂災

害防止法）は、土砂災害から住民の生命を守るため、土砂災害のおそれのある区域に

ついて危険の周知、警戒避難体制の整備、特定の開発に対する許可制、既存住宅の移

転促進等のソフト対策を推進することを目的とする。 

（１）土砂災害（特別）警戒区域の指定 

県は、土砂災害防止法に基づき、土砂災害のおそれがある区域として「土砂災害警

戒区域」を、土砂災害によって、建築物に損壊が生じ、住民等の生命又は身体に著し

い危害が生じるおそれがある区域として「土砂災害特別警戒区域」を指定する。 

種 別 災害種別 区    域 

土砂災害 

警戒区域 

急傾斜地の 

崩壊 

傾斜度 30度以上、高さ５ｍ以上の急傾斜地で、

斜面上部（斜面上端から 10ｍ以内）、斜面及び斜

面下部（斜面の下端から高さの２倍（50ｍを超える

場合は50ｍ）以内） 

土石流 
土石流のおそれのある渓流で、扇頂部から下流で

勾配が２度以上の区域 

地すべり 

地滑り区域（地滑りしている区域または地滑りす

るおそれのある区域） において、地滑り区域下

端から、地滑り地塊の長さに相当する距離（250

ｍを超える場合は、250ｍ）の範囲内の区域 

土砂災害 

特別警戒区域 

急傾斜地の 

崩壊、土石流、 

地すべり 

土砂災害警戒区域のうち、土石などの移動により

建築物に作用する力の大きさが、通常の建築物が

土石などの移動に対して住民の生命又は身体に

著しい危害が生ずるおそれのある損壊を生ずる

ことなく耐えることのできる力の大きさを上回

る区域 

 

事業等の名称 対象の概要 内  容 

県
の
事
業 

急傾斜地 

崩壊対策 

事業 

○角度 30度以上、高さ５ｍ以上

の自然がけ 

○崩壊により被害を受ける住居

が５戸以上密集している区域 

神奈川県が防災工事を実施 

市
の
事
業 

既成宅地 

防災工事等 

助成事業 

○角度 30度以上、高さ２ｍ以上

の自然がけ又は防災工事済み

であるが変状が著しいがけ 

○がけの上又は下に住居がある 

個人が行う既成宅地のがけ崩

れ防止のための防災工事の助

成を行うとともに、工事費の

市内の銀行、信用金庫等から

の融資を紹介する。 

そ
の
他 

宅地防災 

工事に係る 

融資制度 

宅地造成等規制法、急傾斜地法、

建築基準法に基づき防災工事の

実施勧告又は改善命令を受けた

者 

防災措置命令等を受け、市民

が自ら宅地防災工事を行う

場合、(独)住宅金融支援機構

により工事費の貸付を受け

られる。 
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（２）土砂災害特別警戒区域内における各種規制 

土砂災害特別警戒区域においては、非自己用住宅、社会福祉施設、学校、医療施設

などの開発行為に対する許可制（県知事）、新築建築物等の構造規制（市建築主事又は

指定確認検査機関）、建築物の移転などの勧告（県知事）がなされることとなる。 

 

３ その他の対策 

（１）都市計画法による特定開発行為の規制 

都市計画法は、都市計画区域内における一定の開発行為を規制するため開発許可制度

を設けており、法第 33 条第１項第７号により、地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要

な措置が講ぜられるように設計が定められていることが許可の基準の一つとして規定

されている。 

また、同項第８号においては、自己居住住宅や業務用の非居住建築物等以外の目的

での開発許可にあっては、開発区域内に次の土地を含まないこととされている。 
 
・ 建築基準法第 39条第１項の災害危険区域 

・ 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

・ 土砂災害防止法第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

 

（２）宅地造成等規制法に基づく防災の指導 

都市部は、宅地造成に伴うがけ崩れ災害を防止するため、宅地造成等規制法に基づ

く宅地造成工事規制区域として市域の約 80％を指定し、計画、構造、施工等について

指導する。 

 

（３）安全管理の啓発等 

建設部は、県と連携し、がけ崩れ災害を防止するため、がけの所有者に対して安全

管理に関するパンフレットを配布するなど、がけ崩れを誘発する行為の防止や日頃か

らがけの現況を把握するよう啓発する。 

また、毎年土砂災害防止パトロールを実施するほか、市民からの情報に基づき調査

を行い、必要に応じて改善工事の助言を行う。 
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第６節 その他都市施設の防災化の推進                   

 

１ 道路の防災対策 

（１）道路の安全性の確保 

関係部局は、都市計画道路をはじめとした幹線道路の拡充に努めるとともに、急傾

斜地に隣接する道路については、法面処理工や落石覆工などの対策を実施する。 

また、浸水時のマンホールや水路側溝蓋の浮上防止等、転落防止対策を推進する。 

 

（２）資機材、人員の確保 

関係部局は、災害時に備え、応急復旧に必要な資機材や人員が不足する場合を考慮し、

平常時から業界団体等との協定を締結し、道路の早期啓開を実施できる体制を整える。 

 

２ 建築物等の防災化 

（１）建築物の災害対策 

建築物における風水害への備えや災害危険箇所等について、所有者、管理者、占有

者等に周知し、自主的な防災工事への取り組みを促す。 

 

（２）公共建築物等の災害対策 

風水害時避難所や公共施設については、浸水や土砂災害に対する安全性を検証し、

必要に応じて対策を講じるなど、災害時においてもその機能を維持できるよう努める。 

特に、施設に地下空間を有している場合は、地下浸水による人的被害や施設の機能

停止を防止するため、必要な浸水被害防止策を講じる。 

また、施設に付属する設備や敷地内樹木、街路樹等の適切な維持管理を実施し、台

風等による倒壊や倒木等の予防に努める。 

 

（３）文化財等の災害対策 

管理者等に対する防災知識の普及を図り、管理・保護について指導、助言を行う。 

文化財指定の建物については、適時・適切な修理や周辺環境の整備を行い、風水害

に対する予防措置を図る。 
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第７節 ライフライン施設の強化                      

 

１ 水道施設の対策 

風水害時における水道施設の安全対策を次のとおり実施する。 

項 目 概    要 

施設の適切な 

維持管理 

風水害に対して安全な構造となるよう、必要な防護施設の整備

を行う。 

対応体制の強化 

○災害に備えた各種計画の向上 

○職員の被災時対応能力の強化 
○他都市、民間企業との連携強化 

 

２ 下水道施設の対策 

風水害時における生活環境保全のための対策を実施する。 

項 目 概    要 

ポンプ場・処理場 

における対策 

○風水害時に円滑に排水が行えるよう、下水処理場やポンプ場

等主要施設に防護設備を整備する。 

○自家発電装置の設置及び浸水対策を進める。 

対応体制の強化 

○災害に備えた各種計画の向上 

○職員の被災時対応能力の強化 
○他都市、民間企業との連携強化 

 

３ その他ライフライン施設の対策 

電気、ガス、電話・通信施設等のライフラインは、市民生活及び施設の機能維持に

欠かすことのできないものであることから、風水害時にもライフライン機能を確保で

きるよう、施設の安全性のより一層の向上を図るとともに、施設の多重化や耐水化、

代替設備の整備などの対策を実施する。 

なお、具体については、「地震災害対策計画編第２部第１章第３節 ライフライン施

設の強化」に準じる。 
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４ 鉄道施設の対策 

風水害時における旅客の安全と円滑な輸送を確保できるよう次の対策を実施する。 

項 目 概    要 

施設・設備の 

防災化 

○盛土、のり面、橋りょう、高架橋などの施設の点検を行い、

必要に応じて補強を行う。 

○あらかじめ、風水害時における要注意構造物を特定しておく。 

運行停止時の 

対応の検討 

○災害により運行停止した場合の旅客への対応について、事前

に検討する。 

○駅舎・駅周辺での旅客の混乱防止措置について、事前に検討

する。 

 
 
第８節 公共の空地、施設の事前把握                    

 

大規模な風水害の発生時においては、地震災害時と同様に防災関係機関による救援

活動や応急仮設住宅の建設、災害廃棄物の処理など様々な応急対策活動や復旧復興活

動が並行して行われ、これらの活動のために多くの公共空地や施設（以下、空地等）

が必要となり、更にはそのニーズは時系列で変化していく。 

そのため、地震災害に備えた空地等の情報を活用し、災害発生時には空地等を主要

対策のために利用する。 

 
 
第９節 円滑な復興・復旧のための事前対策                 

 

関係部局は、円滑な災害復旧・復興に資するため、あらかじめ地籍、建物、権利関

係、施設、地下埋設物等の情報や測量図面、情報図面等の各種データの整備及び保存

に努める。 



【風水害】第２部 災害予防対策－37 

第３章 防災力強化の取り組み 

 

第１節 消防力の整備・強化                        

 

１ 風水害への対応力の強化 

消防局は、風水害時の水防活動や避難誘導などの応急対策を実施するため、職員の

非常配備体制を整えるとともに、ゴムボート、船外機、ショベル、つるはし等の風水

害対応資機材を消防署所等に整備し、風水害への対応力強化を図る。 

 

２ 消防団の対応力強化 

消防団は、風水害対応資機材を整備するとともに、地域特性の理解や水防訓練の実

施等による活動技術の習得により対応力の強化を図る。 

 

３ 水災消防計画等の策定 

風水害時における水災の警戒、防ぎょ等の活動及び住民救出活動の効果的な実施を

図るため、水災警防規程等の事前計画を策定する。 

 

 

第２節 情報受伝達体制の整備                       

 

１ 風水害に関する情報収集・伝達体制の整備 

  関係部局は、関係機関が実施する気象予報・警報等の防災情報の質的向上のための

観測・測定施設の整備に協力するとともに、観測データ等の相互利用を進めるなど連

携強化に努める。 

  なお、情報伝達体制の整備については、「地震災害対策計画編第２部第２章第２節 

情報通信網の整備」から「第４節 行政情報管理システムの保護」に準じ実施する。 

 

２ 噴火に関する情報収集体制の整備 

  富士山が噴火した場合の本市への影響は、噴火の規模や風向、降雨等の状況に左右

されるため、情報収集が非常に重要となる。 

 このため、関係部局は、神奈川県及び関係機関との情報収集・連絡体制の整備を図

り、富士山噴火時における適切な判断が行えるようにする。 

 

 

第３節 防災備蓄の推進及び給水体制の整備                 

 

各部局は、風水害に対する必要な資機材を整備する。 

その他、防災備蓄及び応急給水については、「地震災害対策計画編第２部第２章第６

節飲料水等の給水体制の整備」に準じ実施する。 
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第４節 学校等の防災力の強化                       

 

１ 防災体制の構築推進 

教育委員会は、風水害時における児童・生徒・教職員の安全確保のため、「地震災害

対策計画編第２部第２章第７節 学校等の防災力の強化」に準じ、所管する学校及び

幼稚園（以下、学校(園)）における防災体制を構築するとともに、これらが各学校(園)

や地域の実態に即したものになるよう見直しや改善の指導・助言を適宜行う。 

また、学校(園)は、教職員並びに児童生徒に対し、大雨、強風、台風、高潮等の風

水害による被害防止のための防災教育を実施する。 

 

２ 私立学校や社会福祉施設、児童福祉施設等の安全対策の推進 

市内の私立学校は、県からの指導により安全対策を推進する。また、市内公立校学

校と同様の対応をとることも重要であるので、関係部局は、本市の防災対策に関する

情報を提供する等の支援を行う。 

また、高齢者や障害者等が利用する社会福祉施設や「児童福祉施設等における防災・

災害対応に係るガイドライン」で対象とする認可保育所、幼稚園、認可外保育施設、

学童クラブ等児童が通所して利用する施設や入所する児童養護施設等（以下、児童福

祉施設等）における安全対策については、「地震災害対策計画編第２部第 11 章第３節 

要配慮者対策の推進」及び「第４節 児童福祉施設等における防災対策の推進」に基

づき実施する。 
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第４章 避難体制の整備 

 

第１節 風水害時の避難                          

 

１ 風水害時の避難の考え方 

風水害は、地震とは異なり、被害の発生を予測することができるため、事前の避難

が有効である。 

特に、高齢の方や身体に障害を持つ方など、避難に手助けが必要な方がいる場合は、

より早い避難の判断をすることで、被害を未然に防ぐことができる。 

しかし、風雨が強まっている中での屋外を移動する避難行動により、かえって避難

中に被災してしまう可能性もあり、自宅などの屋内の安全な場所への退避等が適切な

場合もある。 

そのため、関係機関は、適切に災害に関する情報を発信するとともに、住民は提供

された情報及び周囲の状況に応じた的確な避難行動をとる必要がある。 

風水害時における避難体系 

避難場所等の選択フロー 行動の主体 それぞれの役割 

  ＜自助＞ 
◇各自で身の安全確保 
◇自主避難の判断 

 

＜共助＞ 

◇地域における災害への備えを充実 
 ・町内会館等の開錠 

 ・要配慮者への支援行動など 

 

＜公助＞ 

◇自主避難者の受入体制を整える 
◇災害の発生のおそれがある地域 
  の巡視を開始 

 

  ＜自助＞ 
※１ 屋内退避等の安全確保措置 
例）がけや法面から離れた部屋へ 

移動、１階から２階へ移動 

 

＜共助＞ 
◇行政の避難誘導に協力 

 

＜公助＞ 
◇避難対象区域・世帯を指定して

避難指示を発令 
◇指定した風水害時避難所を開設 
◇避難誘導を実施 
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２ 風水害時の避難に関する普及啓発方法 

風水害時に安全に避難を行うためには、風水害時避難所の意味合いの理解や場所を

日頃から把握することが大切であるとともに、状況に応じた適切な避難行動をとるこ

とが重要である。 

そのため、危機管理課は避難体系図や風水害時避難所などを掲載した防災マップを

作成し、配布又はホームページ等で公開することにより、普及啓発を実施する。 

 

 

第２節 風水害時避難所等                         

 

風水害時避難所とは、大雨や台風などの風水害により自宅が被害を受ける、又は被

害を受ける危険度が高まった場合など、避難が必要となった方が一時的に避難する施

設である。 

 

１ 風水害時避難所の指定及び指定解除 

危機管理課は、浸水や土砂災害からの安全性を考慮して風水害時避難所を指定する。 

また、指定した施設に変更があった場合や浸水想定区域などの警戒を要する区域指

定があった場合は、必要に応じて風水害時避難所指定の解除を実施する。 

項目 概   要 

風
水
害
時
避
難
所
の
選
定
基
準
（
概
要
） 

風水害時避難所として選定するには、原則として、次の各項に掲げる要素を

満たしていることを要する。 

ただし、従前から応急避難所（風水害）として選定されていた施設に限り、

地域状況を鑑みて、必要と認める施設にあっては、以下の基準に関わらず選

定することができる。 

１ 施設的要素 

(１) 避難者を収容するスペースとして合計 40㎡以上の床面積を有すること。

（避難者１人あたりの占有面積を２㎡として、20 人以上収容） 

(２) 固定電話を有すること。 

(３) 主たる施設管理者や鍵の管理者が定められており、無人の時間帯にあっ

ても市からの連絡に応じて施設を開放することができること。 

２ 立地的要素 

(１) 建物が各種浸水想定区域外であること。 

(２) 建物が土砂災害特別警戒区域外であること。 

(３) 建物が土砂災害警戒区域内にある場合は、下記項目を満たしているこ

と。ただし、学校施設（校舎・体育館）は除く。 
① 高さ５ｍ以上かつ傾斜角 30 度以上の自然がけ（土砂の崩落を防止する工事が施工され

ていないもの。）の下端に面している場合は、下記項目に示すような、土砂の崩落から
避難者を一時的に守るために有効な構造等を有していること。 
ア 斜面との間に他の建物や河川などの構造物があり、土砂崩落の影響を直接受ける

ことが少ない立地であること。 
イ 建物が鉄筋（鉄骨）コンクリート造であること。 
ウ 土砂崩落に対して有効な防護壁が整備されていること。 

② 他の避難所へ移動する場合の主たる経路が土砂災害特別警戒区域を通過せず、車や徒歩
により容易に移動できること。 
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２ 避難所の周知 

危機管理課は、避難が円滑に行われるようにホームページや防災マップ等を活用し、

市民にあらかじめ避難所を周知する。 

  また、避難時の諸注意についても合わせて周知を図る。 

 

３ 自主避難者受け入れ体制の整備 

危機管理課は、風水害時に自らの判断で避難を希望する方を受け入れる施設につい

て、コミュニティセンターと体育会館を自主避難所と定め、その中から気象の状況や

風水害の規模により、開設する施設を決定する。 

また危機管理課は、自主避難所を運営する職員をあらかじめ定め、研修を実施する

など必要な準備を行う。 

 

第３節 浸水想定区域等における警戒・避難体制の整備            

 

１ 浸水想定区域等の把握・周知 

本市及び関係機関は、大雨や高潮による浸水が予測される地域における浸水情報の

伝達、円滑かつ迅速な避難体制の確立を図るために必要な事項を次により定める。 

（１）浸水想定区域の指定等 

県は、水防法第 14条に基づき、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水害による

被害の軽減を図るため、想定最大規模降雨により、本市域の二級河川が氾濫した場合

に浸水が想定される区域を指定し、洪水浸水想定区域図を公表する。 

また県は、水防法第 14条の３に基づき、高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水

害による被害の軽減を図るため、想定し得る最大規模の高潮により、本市域の海岸に

ついて氾濫が発生した場合に浸水が想定される区域を指定し、高潮浸水想定区域図を

公表する。 

上下水道局は、水防法第 14 条に基づき、雨水出水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、

水害による被害の軽減を図るため、想定最大規模降雨により、本市域の公共下水道施

設が雨水を排除できなくなった場合に浸水が想定される区域を、雨水出水浸水想定区

域として指定する。 

 

（２）ハザードマップの作成 

危機管理課は、県作成の洪水浸水想定区域図に基づき、平作川、鷹取川及び竹川・

松越川の洪水浸水想定区域における水位情報の伝達方法、風水害時避難所その他洪水

時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項等を定めた洪水ハザードマッ

プを作成・公表する。 

また、県作成の高潮浸水想定区域図に基づき、東京湾沿岸及び相模灘沿岸の高潮洪

水浸水想定区域における水位情報の伝達方法、風水害時避難所その他高潮時の円滑か

つ迅速な避難の確保を図るために必要な事項等を定めた高潮ハザードマップを作成・

公表する。 



【風水害】第２部 災害予防対策－42 

 

上下水道局は、下水道の雨水排水能力を超える降雨により、雨を河川等の公共の水

域に放流できない場合に発生する浸水の予想区域、浸水に対する事前の備え、避難所

などの情報を示した内水ハザードマップを作成・公表する。 

 

２ 情報の伝達 

危機管理課は関係部局と連携し、浸水想定区域における情報の伝達体制を次のとお

り整備する。 

項 目 概  要 

防災行政無線 防災行政無線放送による伝達 

防災情報メール 防災行政無線の放送内容をメールにより配信 

防災情報テレホンガイド 防災行政無線の放送内容を自動音声により案内 

ＳＮＳ 市公式ツイッター、ＬＩＮＥにより配信 

テレビのデータ放送 防災行政無線の放送内容をテレビの文字情報により案内 

広 報 車 水位情報、避難指示を対象区域に伝達 

各戸への巡回 避難指示の対象世帯の巡回による避難呼び掛け 

 

 

第４節 土砂災害警戒区域等における警戒・避難体制の整備          

 

本市では、土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域等における避難情報等の伝

達方法、避難所、その他災害時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項

を次により定める。 

 

１ 土砂災害警戒区域等の指定 

県は、土砂災害防止法に基づき、土砂災害のおそれがある区域として「土砂災害警

戒区域等」を指定する。 

 
２ 土砂災害ハザードマップの作成 

市は、土砂災害警戒区域等における警戒避難体制の整備の一環として、土砂災害警

戒区域等や風水害時避難所等を地図上に示した「土砂災害ハザードマップ」を作成し、

公表することで、風水害時における避難の普及啓発を行い、市民の防災意識の向上を

図る。 

 

３ 情報の伝達 

土砂災害警戒区域等における情報の伝達体制は、「第３節 浸水想定区域等における

警戒・避難体制の整備」に準じ整備する。 
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４ 要配慮者利用施設への情報伝達 

要配慮者利用施設への情報伝達については、「第５節 地下街や要配慮者利用施設等

に対する情報伝達体制の整備」に準じ、関係部局が危機管理課と連携し整備する。 

 

 

第５節 地下街や要配慮者利用施設等に対する情報伝達体制の整備       

 

１ 地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等及びの範囲 

水防法に規定する地下街等及び大規模工場等の範囲、また、水防法及び土砂災害防

止法に規定する、主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要す

る者が利用する施設で、その利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図る必要

があると認められるもの（以下、要配慮者利用施設）の範囲は、次のとおりとする。 

 

項 目 概    要 

地下街等の範囲 ※１ 地下街、地下鉄駅、地下駐車場等 

大規模工場等の範囲 

 ※１ 

延べ面積が１万㎡以上で所有者又は管理者から申出があ

ったもの 

要配慮者利用施設の範囲 

○社会福祉施設（高齢者施設、障害者施設、児童福祉施設、

その他これらに類する施設）※２ 

○小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、 

幼稚園(幼稚園型認定こども園を含む) 

○病院、助産所、診療所（有床に限る） 

※１ 令和３年度において浸水区域内における地下街等及び大規模工場等の該当施設なし。 

※２ 土砂災害警戒区域、洪水及び高潮浸水想定区域内にあるその他これらに類する施設

は、別紙「地域防災計画に定める要配慮者利用施設の名称及び所在地」のとおり。 

 

２ 浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施設への情報伝達 

危機管理課は、水防法第 15 条に規定する洪水予報等を伝達しなければならない浸水

想定区域内の要配慮者利用施設に対して、「緊急通信ＦＡＸ」等を用いて避難情報や水

位情報などの情報伝達する体制を整備する。 

 

項 目 概    要 

伝達内容 

〇平作川、鷹取川、竹川・松越川における避難判断水位、

氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）到達情報 

〇東京湾沿岸、相模灘沿岸における高潮特別警戒水位到

達情報 

〇避難指示及び緊急安全確保 

〇その他、浸水対策上、有効な情報 
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第５章 災害対応組織の整備 

 

第１節 初動体制の強化                          

 

風水害時は、警戒、初動段階における気象警報等の伝達や事前の対策により被害を軽

減できる可能性があるため、次により風水害時における配備体制等の強化を推進する。 

 

１ 警戒期・初動期の連絡体制の確立 

警戒期・初動期における連絡体制を次のとおり整備する。 

連絡手段 概    要 

気象警報、水防 

警報等の受伝達 

関係部局は、気象庁が発表する気象警報や県が発表する水防

警報等を迅速・適確に受伝達できる体制を整備する。 

緊急情報メール 

危機管理課は、音声通話の規制や通信の輻輳がある状態でも

比較的通信が確保される電子メールにより、職員に配備体制

を一斉同報する体制を整備する。 

各部局における 

緊急連絡 

災害発生時には、通話が集中することによる通信の輻輳や、

通信事業者による通話規制が予想される。 

そのため、各部局は緊急情報メールの活用を図るとともに、

勤務時間外においても適切に職員間の連絡が行われるよう連

絡体制の整備を図る。 

 

２ 職務代行者の事前指定 

警戒・初動期において、幹部職員が参集するまでの間、または幹部職員の判断を仰

ぐことができない場合の意思決定を遅滞なく行うため、次のとおり市長及び各部局長

の職務代理者を、第３順位まで事前に定める。 

被代理者 職務代理者とその順位 

市長 

（災害対策本部長） 

第１順位 副市長 

第２順位 副市長 

第３順位 市長室長 

副市長 

（災害警戒本部長） 

第１順位 副市長 

第２順位 市長室長 

第３順位 危機管理課長 

各部局長 各部局活動細部計画で指定する。 

 
 

第２節 災害に対する組織体制                       

 

本市では、次の組織体制により風水害時の災害応急対策を行うものとする。 

 

１ 風水害対応に関する設置組織の区分 

（１）各部局対応 

通常業務の延長線上で、情報収集や各種（事前）対策を実施する。 
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（２）災害警戒本部 

災害対策本部の設置に至らない状況においては、横須賀市災害警戒本部設置要綱に

基づき「横須賀市災害警戒本部」（以下、災害警戒本部）を設置し、災害種別に応じた

関係部局が情報共有を行うことにより、本市域における災害対策等を推進する。 

 

（３）災害対策本部 

  大規模な風水害による被害が発生した場合や発生のおそれがある場合は、災害対策

基本法第 23 条の２の規定に基づき、「横須賀市災害対策本部」（以下、災害対策本部）

を設置し、本市域における総合的な災害応急対策等を推進する。 

 

２ 配備指令の発令基準等 

各部局対応、災害警戒本部及び災害対策本部は、次の配備指令発令基準に該当する

事象が発表または発生した場合に事態の推移に合わせて設置・配備する。 

設置 

区分 

配備指令 

種  別 

配備指令 

発令基準 

配備 

部局 

各部局 

対応 

部局 

配備 

大雪注意報又は大雨、洪水、高潮、暴風の警報の

いずれかが発表されたとき 

関係 

部局 

災害警戒

本部 

警戒 

配備 

○大雨、洪水、高潮、暴風等により市内で災害が発

生するおそれがあるとき又は発生したとき 

○大雪、暴風雪の警報のいずれかが発表されたとき 

○台風接近により災害発生のおそれがあるとき 

○富士山に対する噴火警報が発表されたとき

（※） 

全部局 

（※） 

災害対策

本部 

１号 

配備 

○風水害、火山噴火による被害が多発または継続

したとき、又はそのおそれがあるとき 

○本市に特別警報（火山噴火を除く）、または神

奈川県東部に「顕著な大雨に関する情報」が発

表されたとき。ただし、特別警報等が発表され

た段階において、２号配備または３号配備に該

当する被害が生じている場合は、その状況に応

じた配備体制とする 

全部局 

２号 

配備 

○台風、集中豪雨等により市域の複数カ所で甚大

な被害が発生し市域に被害が拡大したとき、又

はそのおそれがあるとき 

○災害救助法の適用を要する程度の災害が発生し

たとき、又はそのおそれがあるとき 

災害対策 

本部 

３号 

配備 

台風、集中豪雨等により市内全域にわたる大規模

な災害、又は特に甚大な局地的災害が発生したと

き、又はそのおそれがあるとき 

全部局 

※  富士山に対する噴火警報の内容によっては、危機管理課のみ又は危機管理課と関係部局による 

情報収集体制とする場合がある。 
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３ 配備職員の事前指定等  

（１） 配備職員の指定  

各部局長は、各配備指令が発令された場合において、円滑に職員が参集し応急対策

等を行うため、配備職員数の基準により配備する職員及びその配備場所を事前に指定

するものとする。 

設置組織及び配備内容 配備職員数の基準 

各部局対応 部局配備 各部局の活動細部計画により定める。 

災害警戒本部 警戒配備 
連絡・調整又は軽微な災害応急対策活動に必要な人

員数とし、各部局の活動細部計画により定める。 

災害対策本部 

１号配備 応急対策活動に必要な人員数とし、各部局の活動細

部計画により定める。 ２号配備 

３号配備 全職員 

 

（２）実践的な応急体制の構築 

各部局長は、配備職員の指定にあたっては、災害が発生した場合の災害応急対策が

迅速かつ的確に実施されるよう職員の居住地、災害規模、交通の途絶、職員又は職員

の家族等の被災等による参集困難等を勘案した実践的な配備体制となるよう考慮する。 

また、災害時の参集及び配備、自己の任務について認識させるとともに、参集途上

や初動時から適切な行動がとれるよう努める。 

 

４ 訓練等の実施 

風水害の発生を想定した参集訓練、災害対策本部の運営訓練など、実災害時に災害

対応組織が円滑に機能することを目的として、各種訓練を実施する。 

 

５ 指定管理者への監督等 

本市は、一部の公共施設の管理について、住民サービスの向上等を図るため、指定

管理者制度により民間事業者等に施設運営を委ねているが、公共施設は、災害時にお

いては応急活動拠点等の重要施設としての役割を果たすことになる。 

このことから、関係部局は指定管理者制度により施設を運営する場合は、災害発生

時に適切な安全管理及び施設の機能維持が行われるよう指定管理者と調整を図る。 
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第６章 災害に強い人づくり・地域づくりの推進 

 

第１節 防災意識の普及啓発                        

 

風水害による被害を最小限に留めるためには、行政機関と住民が連携して活動する

ことが重要である。 

そのため、行政機関の関係者及び自主防災組織、地域住民がともに正しい知識と経

験を持つことを目的として防災知識の普及啓発に努める。 

 

１ 本市職員への防災教育 

市民の生命、身体及び財産を災害から守るという、本市の最も重要な責務を遂行す

るため、本市職員に対して計画的に防災教育を行うことで、職員の防災に関する知識

を高め、災害時における適切な判断力や行動力を身につける。 

また、災害に対する本市の責務を遂行するため「地震災害対策計画編第２部第 10 章

第３節 防災訓練等の実施」により防災訓練を実施する。 

教育方法 教 育 事 項 

講習会、研修会の実施 ○風水害に関する知識 

○地域防災計画等の内容 

○職員のとるべき行動 

○応急救護の方法 

○その他必要な事項 

危機管理カードや 

啓発資料の作成・配布 

各種防災訓練への参加促進 

新規採用時の研修会実施 

 

２ 市民への防災知識の普及 

本市及び防災関係機関は、市民等を対象に下表による防災知識の普及・啓発や、「地

震災害対策計画編第２部第 10 章第２節 自助のための防災力の向上」及び「第３節 

防災訓練等の実施」に示す非常用備蓄品及び持ち出し品の周知や、訓練を行い、自助

のための防災力の向上を図る。 

なお、普及・啓発に際しては、要配慮者（外国人を含む。）への防災知識の普及につ

いて十分に配慮する。 

普及方法（例） 普 及 事 項 

自主防災組織等に 

対する防災講話 

○自主防災活動の重要性 

○気象や風水害に関する知識と日頃の備え 

○横須賀市をはじめとした防災機関の災害対策 

○自宅における安全確保の方法 

○風水害時における避難の判断方法 

○風水害時避難所の役割 

○応急救護、救出救助、安否情報の確認の方法 

○大雪時の外出自粛や自宅周囲の除雪等、住民自

らの雪への対応 

○災害教訓の伝承 

○その他必要な事項 

防災マップ、防災パンフレット

等の作成・配布 

テレビ、ラジオ、新聞等の活用 

広報紙の活用 

ＳＮＳ（市公式ツイッター、 

ＬＩＮＥ）の活用 
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第２節 災害ボランティア活動の環境整備                  

 

風水害後の家屋内の清掃や住宅周辺の清掃、廃棄物の運び出しなど被災者の多様な

ニーズにきめ細やかに対応し、生活の安定と再建を進めるには、ボランティアの協力

が不可欠である。 

そのため、災害発生時に被災者を支援するボランティアの活動が円滑に行えるよう、

「地震災害対策計画編第２部第 10章第４節 災害ボランティア活動の環境整備」に基

づき、関係団体と連携した環境整備や被害状況に応じたボランティアの受入体制を整

備する。 

 

 

第３節 災害に強い地域づくりの推進                    

 

１ 地域における防災活動の推進 

災害発生時においては防災関係機関による防災活動のみならず、地域における自発

的かつ組織的な防災活動が極めて重要である。 

とりわけ、風水害に関しては、事前に気象情報等の情報を収集することにより被害

の軽減が図れることから、「地震災害対策計画編第２部第 11 章 災害に強い地域づく

りの推進」に基づき風水害の特性を考慮した取り組みを着実に推進する。 

 

２ 事業者による被害軽減の取組み 

  事業者は、「地震災害対策計画編第２部第 11 章第２節 事業者の防災活動の促進」

に基づき防災活動を推進する。なお、事前に予想される風水害の被害予測時間帯によ

っては、従業員等の早めの帰宅を推進する等、帰宅困難者の発生防止のための必要な

体制を整備する。 

 

 

第４節 要配慮者対策の推進                        

 

１ 要配慮者対策の推進 

関係部局は、状況判断による避難行動が難しく、避難生活に支障が予想される寝た

きりや認知症の高齢者や障害者の方及びその家族、地域住民が安心して生活すること

ができるよう、「地震災害対策計画編第２部第 11 章第３節 要配慮者対策の推進」に

示す横須賀市災害時要援護者支援プランを運用するなど、風水害の特性を踏まえた要

配慮者対策を推進する。 

なお、自主的に避難することが難しい高齢者、身体障害者、知的障害者や精神障害

者が入所あるいは通所している社会福祉施設などの要配慮者利用施設管理者は、次の

とおり防災対策を実施する。 
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項  目 基 本 方 針 

設備等の安全化 

排水施設の適切な管理を行うとともに、重要施設については

防水対策を実施し、ライフライン停止時においても施設機能

を維持できるように努める。 

備蓄等の推進 

ライフライン等の停止の際にも、施設利用者の生活維持がで

きるよう、非常発電設備や非常用給水設備の整備、非常用食

料、医薬品や感染症対策品の備蓄に努める。 

防災教育、 

防災訓練の充実 

職員の風水害対応に関する知識や対応能力の向上を図ると

ともに、利用者の状況に応じた防災訓練を行う。 

緊急連絡体制の 

整備 

○保護者や家族等と確実に連絡が取れるよう、緊急連絡網や

安否確認の方法を整備する。 

○災害時における輻輳・通話規制時においても関係機関へ連

絡が行えるよう、携帯電話メール等による通信運用の整備

に努める。 

施設入居者への 

防災知識の普及 

施設の利用者に対して、管理者から災害時における対応を平

素から周知徹底する。 

防災計画の策定 

風水害時においては施設の立地条件等が大きく影響するので、

ハザードマップ等を参考に土砂災害警戒区域や浸水想定区域

等の災害リスクを把握し、職員の任務分担、動員計画、避難方

法等を定めた実効性のある防災計画を作成する。 

地域社会との連携 

災害時における避難行動を円滑に行うため、日頃から地域に

とけ込んだ施設となるよう、地域住民との連携を強め、災害

時においては協力が得られる体制づくりに努める。 

 

２ 避難確保計画の作成 

（１）避難確保計画の作成 

別紙「地域防災計画に定める要配慮者利用施設の名称及び所在地」に定める、土砂

災害警戒区域、洪水及び高潮浸水想定区域内にある要配慮者利用施設は、水防法第 15

条の３第１項又は土砂災害防止法第８条の２第１項に基づき、次に掲げる内容を定め

た避難確保計画を作成し、市長に提出する。 

ア 洪水時等又は土砂災害時の防災体制に関する事項 

イ 利用者の洪水時等又は土砂災害時の避難誘導に関する事項 

ウ 洪水時等又は土砂災害時の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

エ 洪水時等又は土砂災害時を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項 

オ 自衛水防組織を置く場合にあっては、当該自衛水防組織の業務に関する事項 

カ その他利用者の洪水時等又は土砂災害時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに必要な措置に関する事項 
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（２）避難訓練の実施、報告 

別紙に定める要配慮者利用施設は、水防法第 15条の３第５項又は土砂災害防止法第

８条の２第５項に基づき、洪水時等又は土砂災害に関する情報等の伝達や利用者の避

難誘導等に関する訓練を実施し、市長に報告する。 

 

（３）自衛水防組織の設置 

別紙に定める要配慮者利用施設は、水防法第 15条第１項に基づき、利用者の洪水時

等の円滑かつ迅速な避難の確保を行うため、自衛水防組織を設置するよう努める。 

 

３ 避難確保計画の作成等に係る支援・点検体制 

国、県、市は、協力・連携し、「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における避

難計画点検マニュアル（平成 29 年６月 国土交通省 厚生労働省）」を参考とした避難

確保計画の作成支援・点検等の体制を構築する。 

 

【参考】点検の際の役割分担の考え方 

非常災害対策計画の点検に際しては、民生主管部局等が施設の運営等に関する事項に
ついて、防災担当部局が避難先等に関する事項について次の例のように分担して点検す
る等により、効果的・効率的に進める。 

計画に記載される事項 民生主管部局等 防災担当部局 

（ア）防災体制、情報の収集・伝達 〇（施設内の体制） 〇（防災情報） 

（イ）避難誘導 〇（利用者の誘導方法） 〇（避難先、避難路） 

（ウ）避難施設 〇  

（エ）教育・訓練  〇 

（オ）自衛水防組織 〇（組織） 〇（業務内容） 

出典 「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における 避難計画点検マニュアル

（平成 29年６月 国土交通省 厚生労働省）」 

 

４ 外国人への支援 

市長室は、日本語を理解できず、また、日本の生活習慣に不慣れな外国人の災害時

における安全を確保するため、ＮＰＯ法人横須賀国際交流協会等関係団体及び関係部

局の協力のもと、次のとおり実施する。 

項  目 基 本 方 針 

外国人向けの防災・ 

災害情報の提供 

○在住外国人向けの多言語パンフレットの配布のほか、ひら

がな・英文による防災情報メールサービスを提供する。 

○外国人及び災害時外国人サポーター向けの講座を開催する

など様々な機会を通じて、防災・災害情報の提供を行う。 
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項  目 基 本 方 針 

情報提供時の配慮 

○多言語による情報提供を行うとともに、生活習慣等に違い

があることから、日本では常識である情報についても積極

的に提供する。 

○避難に関する案内や情報提供の際に、やさしい日本語やピ

クトグラム(絵文字)を使用する等の工夫を図る。 

国際交流 

ボランティアの活用 

平時から国際交流ボランティア団体の活動を支援し、在住外

国人への防災・災害知識の普及啓発に努める。 

外国人向け防災放送 
気象警報など緊急性の高い情報については防災行政無線で

日本語と英語の放送を行う。 

外国人を交えた 

防災訓練 

○地域に居住する外国人の状況を把握した上で、町内会・自

治会等の協力を得ながら、外国人を交えた防災訓練を実施

する。 

○外国人を雇用している企業では、外国人を交えた防災訓練

の実施を心がける。 

 

 

第５節 児童福祉施設等における防災対策の推進               

 

１ 施設等の防災対策の推進支援 

関連部局は、児童福祉施設等において、災害に対する安全対策が適切に図られるよ

う「児童福祉施設等における防災・災害対応に係るガイドライン」を策定し、防災環

境の整備や支援等を行う。 

 

２ 施設等における安全対策 

児童福祉施設等の施設管理者は、「第４節 要配慮者対策の推進」及び「児童福祉施

設等における防災・災害対応に係るガイドライン」に基づき、防災マニュアルの策定

や防災訓練の実施など、施設における防災対策の充実を図る。 

 

 

第６節 男女共同参画の推進と多様な性の尊重                

 

関係部局は、被災時における男女のニーズの違い等に十分に配慮し、避難所、応急

仮設住宅等において、被災者の良好な生活環境が保たれるよう県及び防災関係機関等

と連携し事前の対策に努めるとともに、防災に関する各種計画等の策定にあたっては、

男女共同参画の視点を意識した策定に努める。 

その際は、様々な性自認や性的指向があることを踏まえ、男女のみの性を前提とし

ない多様な視点を持つよう努める。 

また、住民への防災知識の普及啓発及び訓練の実施に際しては、被災時の男女のニ

ーズの違い等男女双方の視点に配慮して実施するものとする。 

. 
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. 
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第３部 災害応急対策計画  

 

第１章 災害応急対策の基本方針 

 

第１節 災害応急対策の概要                        

 

１ 風水害時における応急期の定義 

災害前後の時間経過から、風水害時における応急対策の実施時期を次のとおり定義

する。（ただし、被害の程度により数日前後することがある。） 

区 分 時間の目安 重点事項 

警戒期 
気象警報等の発表 

～災害対策本部設置 

職員の動員、情報収集、自主避難の受け入

れ体制、配備指令の検討、水防活動（発生

防止） 

初動活動期 
災害対策設置 

～３日間程度 

職員の動員、拠点・避難所の開設、被害情

報の収集、避難指示、人命救助、水防活動

（拡大防止） 

応急活動期 ４日～10日程度 避難所運営の安定化、インフラ等の復旧 

復旧活動期 11 日目以降 
被災者の生活再建、復興施策の計画及び実

行 

 

 

第２節 災害応急対策活動の方針                      

 

  風水害については、気象予報や気象警報などを総合的に判断し事前の対策を取るこ

とで、今後起こりうる災害の被害を軽減することが可能な場合がある。 

一方、災害発生後は、避難指示・緊急安全確保の発令及び避難誘導、救出救助など、

市民の生命、身体を災害から保護することを最優先とし常に状況把握を行い、その状

況に応じた的確な判断と迅速な行動を行うことで災害応急対策活動のその後の成否が

決まる。 

併せて、時間経過とともに必要となる避難措置、給水や物資供給、住宅対策など被

害状況に応じた応急対策を適切に実施するとともに、被災状況に応じて災害救助法の

適用要請を行うことが、後の被災者の生活再建支援及び住民生活の安定化につながる。 

そのため、本市、防災関係機関、事業者、自主防災組織、市民が一丸となり、状況

に応じた的確な判断と迅速な行動を取ることとする。 
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第２章 災害対応組織の設置 

 

第１節 風水害発生時の配備指令の発令                   

 

本市域に風水害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、市長等は配備指令を

発令する。 

配備指令は、「部局配備」、「警戒配備」、「災害対策本部１号配備」、「災害対策本部２

号配備」、「災害対策本部３号配備」に区分され、各対策部(部局)はその発令に応じた

災害活動組織を設置し、応急対策を実施する。 

設置組織 
配備 

指令 
基  準 

配備 

部局 

各部局 

対応 

部局 

配備 

大雪注意報又は大雨、洪水、暴風、高潮の警報のい

ずれかが発表されたとき 

関係 

部局 

災害警戒 

本部 

警戒 

配備 

○大雨、洪水、暴風、高潮等により市内で災害が発生

するおそれがあるとき又は発生したとき 

○大雪、暴風雪の警報のいずれかが発表されたとき 

○台風接近により災害発生のおそれがあるとき 

○富士山に対する噴火警報が発表されたとき（※） 

全部局 

（※） 

災害対策 

本部 

１号 

配備 

○風水害、火山噴火による被害が多発または継続し

たとき、又はそのおそれがあるとき 

○本市に特別警報（火山噴火を除く）、または神奈川

県東部に「顕著な大雨に関する情報」が発表され

たとき 

ただし、特別警報等が発表された段階において、

２号配備または３号配備に該当する被害が生じて

いる場合は、その状況に応じた配備体制とする 
全部局 

２号 

配備 

○台風、集中豪雨等により市域の複数箇所で甚大な

被害が発生し市域に被害が拡大したとき、又はそ

のおそれがあるとき 

○災害救助法の適用を要する程度の災害が発生した

とき、又はそのおそれがあるとき 

災害対策

本部 

３号 

配備 

台風、集中豪雨等により市内全域にわたる大規模な

災害、又は特に甚大な局地的災害が発生したとき、

又はそのおそれがあるとき 

全部局 

 
※ 富士山に対する噴火警報内容によっては、危機管理課のみ又は危機管理課と関係部局による 

情報収集体制とする場合がある。 
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第２節 災害警戒本部等の設置・運営                    

 

市長は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、その災害

の程度が災害対策本部を設置するに至らないときは、必要に応じて副市長を災害警戒

本部長（以下、警戒本部長）とする災害警戒本部を設置し、災害に関する情報を収集

し、関係機関との連絡調整を図る。 

 

１ 災害警戒本部の設置 

（１）災害警戒本部の設置基準 

災害警戒本部は、「第 1 節 風水害発生時の配備指令の発令」に定める基準により、

災害が発生し又は災害が発生するおそれがある場合において、その災害の程度が本部

を設置するに至らないときは、必要に応じて設置する。 

 
（２）設置権限の代行 

災害警戒本部の設置は、市長の権限により行われるが、市長の判断を仰ぐことがで

きない場合（市長が不在又は連絡不能な場合等）については、「第２部第５章第１節 初

動体制の強化」に定める職務代行者により行う。 

 

２ 災害警戒本部の設置通知 

災害警戒本部を設置した場合、危機管理課はその旨を各部局及び神奈川県に連絡す

る。 

 

３ 災害警戒本部の組織と運営 

災害警戒本部は、情報共有や軽微な災害に対する応急対策を目的とすることから、

組織構成及び事務分掌は平常時の行政組織による。 

（１）災害警戒本部の構成員 

区 分 指名職員 概  要 

警戒本部長 副市長 
災害警戒本部の事務を総括し、本部職員

を指揮監督する。 

警戒副本部長 市長室長 
警戒本部長を補佐し、警戒本部長に事故

があるときは、その職務を代理する。 

警戒本部員 関係部局長 
警戒本部長の命を受け、指示された事務

に従事する。 

関係部局職員 
各部局職員から 

部局長が指名 
本部員の指示に従い、業務を実施する。 

 

（２）運営権限の代行 

災害警戒本部の運営は、警戒本部長の権限により行われるが、警戒本部長の判断を仰

ぐことができない場合は、横須賀市警戒本部設置要綱に基づき職務代行者により行う。 
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（３）災害警戒本部運営の基本方針 

運営事項 概  要 

警戒本部員会議の

開催 

警戒本部長は、災害警戒本部を設置したときは、収集した災

害に関する情報を共有し、応急対策の方針決定を行うため、

警戒本部員会議を開催する。 

対応状況等の報告 

各部局は、措置事項等について警戒本部員会議で報告する。 

なお、緊急性を要する事項については、事前に危機管理課に

報告するものとする。 

被害情報の共有 
危機管理課は、被害状況や風水害に関する情報などをとりま

とめ、警戒本部会議で報告する。 

各部局の対応 
災害警戒本部設置時における各部局の所管事務の対応業務

内容は、各部局が定める活動細部計画等による。 

 

４ 災害警戒本部の廃止 

警戒本部長は、被害状況の把握が終了し、警戒対応が概ね完了したと認めるときは

災害警戒本部の規模を縮小又は廃止する。 

なお、災害警戒本部を廃止した場合は、上記「２ 災害警戒本部の設置通知」に準じ

て関係者に通知する。 

 

５ 災害応急活動への移行 

警戒本部長等は、災害が拡大し、又は拡大のおそれがある場合で、総合的な災害対

策を必要とするときは、災害対策本部を設置するよう市長へ具申する。 
 

 

第３節 災害対策本部の設置                        

 

市長は、災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合において、必要に応じ

て市長を災害対策本部長（以下、本部長）とする災害対策本部を設置し、災害応急対

策を総合的に推進する。 

 

１ 災害対策本部の設置 

（１）災害対策本部の設置基準 

災害対策本部は、「第 1節 風水害発生時の配備指令の発令」に定める基準により設

置する。 

 

（２）設置権限の代行 

災害対策本部の設置は、市長の権限により行われるが、市長の判断を仰ぐことがで

きない場合（市長が不在又は連絡不能な場合等）については、「第２部第５章第１節 初

動体制の強化」に定める職務代行者により行う。 
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（３）災害対策本部の設置場所 

災害対策本部は、次の場所に設置する。 

項 目 概  要 

設置場所 横須賀市小川町 11 番地 消防局庁舎４階 災害対策本部室 

代替設置場所 
本市消防局庁舎の機能停止等となった場合は、市役所本庁舎

５階正庁等使用可能な施設にて設置する。 

 

２ 災害対策本部の設置通知 

災害対策本部を設置した場合は、次により通知する。 

通知先 概  要 

各対策部及び 

関係機関 

総合対策部は、災害対策本部が設置された場合は、その旨を

各対策部、神奈川県、隣接市町及び警察署その他防災関係機

関に連絡する。 

報道機関 本部長は、報道機関に災害対策本部の設置を発表する。 

 
３ 災害対策本部の廃止 

本部長は、市域において風水害による被害が発生するおそれが概ね解消したと認め

られるとき、又は災害応急対策が概ね完了したと認めるときには、災害対策本部の規

模を縮小又は廃止する。 

なお、災害対策本部を廃止した場合は、上記「２ 災害対策本部の設置通知」に準じ

て関係者等に通知する。 

 

 

第４節 災害対策本部の組織と運営                     

 

  災害対策本部の組織と運営については、「地震災害対策計画第３部第２章第４節 災

害対策本部の組織と運営」を準用する。 



【風水害】第３部 災害応急対策－58 

第３章 職員の配備・参集 

 

第１節 職員の配備                            

 

１ 職員の配備 

各対策部長（部局長）は、「第２章第１節 風水害発生時の配備指令の発令」により

市長等が各配備指令を発令した場合、「第２部第５章第２節 災害に対する組織体制」

に基づきあらかじめ指定した職員の配備を行う。 

 

２ 配備の対象外職員 

災害発生時において、被災、急病、負傷等で応急活動に従事することが困難である者、

交通の途絶により参集が不可能なもの、その他本部長等が認める者は、配備から除く。 

  なお、配備に就くことが不可能な職員は、第３節「参集・配備の手順及び留意事項

等」に準じて対応する。 

 

 

第２節 職員の参集                            

 

勤務時間外において、配備指令発令基準に掲げる各事象が発生した場合は、職員は自ら

や家族等の安全を確保した後、上司等の指示を待つことなく指定された配備場所に参集す

る。 

なお、市民安全対策部避難所支援班は、市民安全対策部長等からの指示に基づき指

示された行動を取ることとする。 

 
 

第３節 参集・配備の手順及び留意事項等                  

 

職員の配備・参集については、「第１節 職員の配備」及び「第２節 職員の参集」

によるほか、その手順及び留意事項等を次に示す。 

項 目 概  要 

勤務時間内に 

おける気象警報、

情報等の覚知 

及び配備 

○危機管理課は、県防災行政通信網、テレビ、ラジオ等により

市域の気象警報や気象情報、及び水防警報の発表を覚知する。 

○職員は、総合対策部(危機管理課)による緊急情報メールや庁

内放送等による配備指令を確認後、各対策部長(部局長)等の

指示により配備に就く。 

○状況により、危機管理課又は関連部局のみで部局配備を敷く

場合は、庁内放送や緊急情報メール等でその旨の通知をする。 
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項 目 概  要 

勤務時間外におけ

る災害情報等の覚

知及び参集・配備 

○職員は、緊急情報メール、部局内の緊急連絡網、防災行政無線、

テレビ、ラジオなどにより、市域で発生した災害を覚知する。 

○職員は、各対策部の配備体制に基づき、自らや家族等の安全を

確保した後、指定された配備場所に参集し配備に就く。 

なお、市民安全対策部避難所支援班は、市民安全対策部長等

からの指示に基づき指示された行動をとることとする。 

○状況により、危機管理課もしくは関連部局のみで警戒配備を

実施する場合は、緊急情報メール等でその旨の通知をする。 

参集ができない 

場合の措置 

職員は、万が一の被災や道路交通の不通等で、あらゆる手段に

よっても指定配備場所に参集できない場合は、次により対応す

る。 
 
○通信連絡により、所属対策部もしくは平時における所属長に、

参集不可能の旨可能な範囲で連絡する。 

○参集途上で、橋りょうの損壊等により指定配備場所への到達

が不可能となった場合は、一時的に最寄りの行政センターに

立ち寄り、市の対策状況や被害状況の情報入手に努め、その

後の適切な対応ができるようにする。 

現に災害が発生 

している際の 

参集時の留意点 

○徒歩、自転車、バイクによる参集を基本とし、自動車は極力

利用を避ける。 

○食料、最小限の衣服、携帯ラジオ、懐中電灯等必要な物品を

携帯する。 

○自宅から参集する際は、特に指示があった場合を除き動きや

すい服装とする。 

○参集途上や対応現場への出向途上において、市民等から救助

要請を受けた場合は、次のとおり対応することを基本とする。 
 
① 消防職員、危機管理課職員及びこれらに準ずる緊急業務を 

担当する職員 

  ・参集や現場への出向を優先とする。 

② 上記①以外で緊急性のある業務を担当する職員 

    ・独力で対応が可能な場合は救助にあたる。 

    ・独力で対応が不可能な場合は、近隣の市民等に援助要 

    請し、集まった方からリーダー役を選出し、事情を説 

明した上でその後の救助は市民等に任せ、参集・出向に 

戻る。 

③ 上記以外の職員 

   ・近隣の市民等への援助要請までは②と同様とし、その 

後周辺の救助が一段落するまではその場に留まり救助 

活動を行う。 
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第４章 情報の収集と伝達 

 

第１節 情報受伝達等にかかる基本方針                   

 

１ 情報受伝達にかかる基本方針 

（１）基本方針 

地震災害発生時の情報受伝達活動と同様に、風水害時においても時期に応じた情報

の受伝達が求められるが、風水害はその発生までに時間的猶予がある。 

このことから、早期に的確な気象情報や避難関連情報を受伝達することによって、

大規模な被害を抑えることが可能である。 

また、風水害発生後においても、当然のことながら正確な情報に基づいた対応が求

められるため、風水害の特性を踏まえた防災関係機関との緊密な連携による情報の受

伝達活動を実施する。 

 

（２）情報官の配置 

各対策部で情報を扱う際には、情報受理の確実な確認と各方面から受理した情報の

真偽の確認が必要となる。 

そのため、各対策部は、情報処理を一元的・俯瞰的に行う「情報官」を配置し、災

害対策本部内全体での適切な情報処理を図ることとする。 

 

２ 住民への情報伝達にかかる基本方針 

災害時の広報は、住民の不安の解消や市内の混乱防止、市民生活の安定化などのた

めに重要であることから、実情に即した各種情報伝達手段を活用して、速やかに災害

に関する情報の伝達や広報を実施する。 

 

 

第２節 災害対策本部での情報の収集                    

 

災害対策本部での情報の収集は、「地震災害対策計画第３部第４章第２節 災害対策

本部での情報の収集」に基づき、風水害の発生状況に応じて行う。 
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第３節 情報の受伝達体制の確立                      

 

１ 情報の受伝達系統 

風水害時における情報の受伝達系統の概要を次に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 情報の受伝達体制の確立 

風水害が発生した場合、各対策部は、直ちに電話、ファクス、防災行政無線等の通

信機器の点検を行い、通信機器の利用に支障がある場合には応急復旧等の措置を講じ

て、庁内の連絡及び県、警察、ライフラインその他の関係機関との情報連絡体制を確

立する。 

 

 

第４節 気象警報等情報の収集及び報告等                  

 

１ 情報の収集及び伝達の実施 

各対策部及び防災関係機関等は、「地震災害対策計画編第２部第２章第２節 情報通

信網の整備」に記載する情報通信手段を活用し、災害情報の収集及び伝達を次により

実施する。 

県防災行政 通信網 
県災害情報管 理システム 

県警察本部 

横須賀海上保安部 

横須賀警察署 

田浦警察署 

浦賀警察署 

陸上自衛隊 
武山・久里浜駐屯地 

海上自衛隊 
横須賀地方総監部 

ライフライン等事業者 
(電気、ガス、通信、交通等) 

協定事業者等 

報道・放送各社 

関係団体 

支援団体等 

防災行政無線、テレビ、ラジオ、インターネット、ツイッター、 

ＬＩＮＥ、電子メール、電話、ファクス、広報車等 

市災害対策本部 

神奈川県横須賀土木事務所 

地区対策部 

消防部隊 

消防団 

方面隊 

地域支援 
対策部 

消防対策部 

市民安全対策部 

総合対策部 各対策部 建設対策部 

横浜地方気象台 神奈川県 

民間気象会社 

風水害時避難所 

市民・自主防災組織・事業者等 

自主避難所 
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項 目 概  要 

気象情報の伝達 

総合対策部は、気象庁が発表する警報や気象情報及び「第７

章第１節 水防活動の基本方針」に示す県横須賀土木事務所

が発表する水防警報などを総合的に分析することで配備体制

を決定し、庁内放送及び緊急情報メール等で直ちに各対策部

に伝達する。 

総合対策部による 

情報収集 

○総合対策部は、各対策部、警察、ライフライン関係機関、そ

の他防災関係機関との連絡を緊密かつ積極的に行い、テレ

ビ・ラジオを活用しつつ、被害状況の早期把握に努める。 

○総合対策部は、消防局庁舎３階の第２・第３会議室に情報整

理分析班を配置し、市民からの被害通報の受理体制を整え

る。 

所管施設等の被害

情報 

各対策部は、所管施設や設備等の被害の概況をとりまとめ、

第１報として、発災から１時間以内に総合対策部へ報告する。 

○人的被害、職員の参集状況 

○所管施設及び設備等の被害状況 

○事務室の被害状況及び通信の確保の状況 

ライフラインの 

被害情報 

○ライフライン関係機関は、所管事業に係る被害の概況をとり

まとめ、定時ごとに市災害対策本部総合対策部へ報告する。 

○総合対策部は、ライフラインの被害について、急を要するも

の及び応急対策のため即時に災害対策本部全体に情報共有

が必要な事項は、庁内放送等により伝達を行う。 

とりまとめ情報の

提供 

○総合対策部は、各対策部及び防災関係機関、ライフライン関

係機関等から報告された被害状況をとりまとめ、災害対策本

部員会議で報告する。 

○総合対策部は、関係機関への伝達が必要と判断される取りま

とめ情報について防災関係機関に提供する。 

伝令等の活用 

各対策部は、いかなる通信手段も用いることができない場合

には、伝令による情報伝達を検討するとともに、伝令のため

の人員確保ができない場合は、災害対策本部室への掲示も考

慮する。 

災害対策基本法

第 54 条に基づく

対応 

○各対策部は、市民等から災害発生のおそれのある異常な現象

(建物倒壊、異常水位、がけ崩れ、火災等)の発見について通

報を受けた場合又はその通報を受けた関係機関から報告を

受けた場合は、総合対策部に連絡する。 

○総合対策部は、上記連絡を受けた場合は、その旨を速やかに

県・気象台その他の機関に通報する。 
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２ 神奈川県及び消防庁への報告 

総合対策部及び消防対策部は、災害の状況とその措置の概要について、次により速

やかに県又は国へ報告する。 

項  目 概  要 

県への被害報告 

○被害の報告は、総合対策部が県災害情報管理システムに

より行うが、同システムが使用不可能な場合は県防災行

政通信網ＦＡＸ等を利用して行う。 

○通信の不通等により県に報告できない状況が発生した場

合は、直接国(消防庁)に報告する。 

火災・災害等 

即報要領による報告 

○前記とは別に、消防庁「火災・災害等即報要領」の即報

基準に該当する場合には、県に被害の状況を報告する。 

○災害により多くの死傷者が発生するなど、消防への通報

が殺到した場合はその状況を、直接即報基準に該当する

場合は被害の状況を、消防庁及び県に報告する。 

○発災後の第１報は消防対策部が行い、その後の報告は総

合対策部が行うことを原則とする。 

 

３ 災害情報等の記録 

災害情報の記録について、次のとおり規定する。 

項  目 概  要 

災害情報の記録 
各対策部は、災害情報の受伝達に際しては、緊急度・重要

度により整理し、正確に記録しなければならない。 

記録映像等の確保 
各対策部は、災害応急対策の実施に際しては、必要に応じ

て画像、映像の撮影を行い、災害画像等の確保に努める。 

 

 

第５節 市民等への情報伝達                        

 

風水害時における市民への情報伝達は、次により実施する。 

また、応急活動期や復旧活動期における災害広報及び公共施設等での広報、報道機

関への情報提供については、「地震災害対策計画編第３部第４章第５節 市民への情報

伝達」及び「第６節 報道機関への情報提供」に基づき、風水害の特性を踏まえ実施

する。 

項 目 概  要 

事前の情報伝達 

気象庁が発表する警報や気象情報のうち、市民が注意や警

戒をする必要があると判断するもの及び土砂災害警戒情報

など住民に早期に身の安全の確保を促すものについて、防

災行政無線及び防災メール等で伝達する。 
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項 目 概  要 

災害発生直後の 

情報伝達 

災害発生直後は、次に示す生存関連情報及び混乱防止情報

を中心に伝達を実施する。 

なお、伝達については「地震災害対策計画編第３部第４

章第４節 災害情報の収集及び報告等」にあるとお

り、被災状況に応じてあらゆる手段を活用し実施する。 

○発生した事案に関する情報 

○住民に対する避難指示に関する事項 

○市災害対策本部の運営状況、災害救助活動の状況 

○被害状況と被害拡大防止に関する情報 

○避難所、救護所等の支援情報 

○電話回線やライフラインの状況 

○その他混乱防止に関する情報 

災害に関する 

警報などの放送要請 

総合対策部は、伝達内容が緊急を要する場合には、災害対

策基本法第 57 条に基づき放送要請を放送事業者に行う。 
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第５章 避難対策 

 

第１節 避難対策にかかる基本方針                     

 

風水害は、地震やその他突発的な災害と比べて、災害発生までの猶予時間があるこ

とや危険地域の予測等がある程度できている等の違いがあるので、風水害時における

避難対策は、これらの特性理解や入手情報に基づき、適切な避難対策を講じ、人的被

害の軽減と避難者の援護を図る。 

なお、急激な降雨や浸水により屋外での歩行等が危険な状態において、浸水等によ

る建物への危険がない場合には、屋外での避難行動が危険を及ぼす場合もあるため、

自宅での安全確保措置など適切な行動を選択する。 

また、大規模な風水害により交通障害が発生した場合には、駅周辺等に帰宅困難者

が滞留することを想定し、関係機関と連携し帰宅困難者対策にあたる。 

 

 

第２節 避難情報の発令                          

 

１ 避難情報の類型 

災害の危険が迫っている場合に出される避難情報の種別と住民のとるべき行動等は

次のとおりである。 

避難情報等 住民がとるべき行動等 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

（市町村長が発令）

●発令される状況：災害発生又は切迫（必ず発令される情報で

はない） 

●住民がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 

・指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえって危険

である場合、緊急安全確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にとること

ができるとは限らず、また本行動をとったとしても身の安全

を確保できるとは限らない。 

【警戒レベル４】 

避難指示 

（市町村長が発令）

●発令される状況：災害のおそれ高い 

●住民がとるべき行動：危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内安全確保）す

る。 
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避難情報等 住民等がとるべき行動等 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

（市町村長が発令）

●発令される状況：災害のおそれあり 

●住民がとるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 

・高齢者等※は危険な場所から避難（立退き避難又は屋内安全

確保）する。 

※避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利用者の

高齢者及び障害のある人等、及びその人の避難を支援する者 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるなど

普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、自主

的に避難するタイミングである。例えば、地域の状況に応じ、

早めの避難が望ましい場所の住民は、このタイミングで自主

的に避難することが望ましい。 

【警戒レベル２】 

大雨・洪水・ 

高潮注意報 

（気象庁が発表） 

●発表される状況：気象状況悪化 

●住民がとるべき行動：自らの避難行動を確認 

・ハザードマップ等により自宅・施設等の災害リスク、指定緊

急避難場所や避難経路、避難のタイミング等を再確認すると

ともに、避難情報の把握手段を再確認・注意するなど、避難

に備え自らの避難行動を確認する。 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

（気象庁が発表） 

●発表される状況：今後気象状況悪化のおそれ 

●住民がとるべき行動：災害への心構えを高める 

・防災気象情報等の最新情報に注意する等、災害への心構えを

高める。 

 

２ 高齢者等避難の発令 

高齢者等避難は、住民に災害への備えを促すものであることを踏まえ、市内全域に

発令するものとする。 

また、高齢者等避難は、住民が自主的にかつ早期に身の安全を確保する行動をとる

ことを呼びかけるものであることから、時間帯や気象状況等を考慮し、次の基準を総

合的に判断して発令するものとする。 

種 別 概  要 

高齢者等避難 

発令基準 

○横須賀市に大雨警報が発表され、かつ１時間雨量 50mm 以上の

降雨が観測された場合 

○台風等の上陸接近が予想される場合 

○その他、今後の気象状況等により災害発生のおそれがある場合 

 

３ 避難指示の発令 

市長等は、災害が発生した場合において、市民の生命及び身体を保護し、その他災

害の拡大を防止するために避難の必要があると認めるときは、次により避難指示を発

令する。 
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（１）災害種別に応じた発令基準 

避難指示は、災害の危険度や切迫性の高まった状況で発令されるものであるため、

水位や雨量などの指標や土砂災害の前兆現象など、風水害における災害種別に応じた

具体的な発令基準を次のとおり定める。 

 

ａ．土砂災害 

避難すべき区域としては、土砂災害警戒区域等ごとに、必要に応じて避難すべき区

域を判断するものとする。 

また、土砂災害警戒区域外において土砂災害による被害が発生した場合、又はその

おそれがある場合には、状況に応じて避難すべき範囲を決定する。 

なお、避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 

種 別 概  要 

避難指示 

発令基準 

土砂災害警戒情報が横須賀市に発表され、かつ次のいずれかの条件が

あてはまる場合 

○神奈川県土砂災害警戒情報システムで「避難開始の目安（うす紫）」

となった場合。 

○土砂災害の危険が予測される箇所の巡視において、前兆現象（斜面

の亀裂、斜面のはらみ、擁壁・道路等にクラックが発生）が確認さ

れた場合 

○同区域内で、住民から小規模のがけ崩れの通報が複数あった場合 

○土砂災害防止法に基づき、国や県から土砂災害が急迫している区域

や時期に関する土砂災害緊急情報が提供された場合 

○近隣で土砂災害による人的被害もしくは住家の半壊以上の被害が

発生した場合 

○近隣で土砂移動現象、切迫度の高い前兆現象（山鳴り、流木の流出、

斜面崩壊、沢水の水位低下等）が確認された場合 

 

ｂ．河川洪水 

対象河川は、市内を流れる二級河川のうち、住家への浸水が想定されている平作川、

鷹取川及び竹川・松越川とし、避難すべき区域としては、洪水浸水想定区域図により、

浸水が予想されている範囲内とする。 

また、浸水想定区域外やその他の河川において洪水による浸水が発生した場合、又

はそのおそれがある場合には、状況に応じて避難すべき範囲を決定する。 

なお、避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 
種 別 概  要 

避難指示 

発令基準 

○氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に到達した場合 

○１時間雨量が 60mm を超え、かつ２時間降雨予測が 120mm を超える

場合 

○内水氾濫により、30㎝以上の浸水が発生し、気象状況等により、浸

水深が継続または増加することが見込まれる場合 

○今後の潮汐や気象状況により、河川洪水のおそれが明確にある場合 
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種 別 概  要 

避難指示 

発令基準 

○今後の潮汐や気象状況により、河川洪水の危険性が非常に高い場合 

○河川洪水が発生した場合 

 

ｃ．内水氾濫 

避難すべき区域としては、内水氾濫による浸水想定区域のうち、浸水深が 50cm を超

えると予想されている範囲内とする。 

また、浸水想定区域外やその他の地域において内水氾濫による浸水が発生した場合、

又はそのおそれがある場合には、状況に応じて避難すべき範囲を決定する。 

なお、避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 

種 別 概  要 

避難指示 

発令基準 

○１時間雨量が 60mm を超え、かつ 2時間降雨予測が 120mm を超える場合 

○30 ㎝以上の浸水が発生し、気象状況等により、浸水深が継続または増

加することが見込まれる場合 

○今後の潮汐、河川水位や気象状況により、50㎝以上の浸水が発生する

ことが見込まれる場合 

○家屋の床上浸水が発生し、浸水による人的被害の危険性が非常に高い

場合 

 

ｄ．高潮災害 

避難すべき区域としては、高潮浸水想定区域図により、浸水が予想されている範囲

内を対象とするほか、過去に高潮による越波や浸水が発生した地域については、その

時の風向・風速や潮位により個別に判断する。 

なお、避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 
種 別 概  要 

避難指示 

発令基準 

○高潮警報が発表された場合 

○海岸に係る水防警報が発令された場合 

○風向・風速などから、越波・越流の危険性が非常に高いと判断される

場合 

○高潮により人的被害の発生する危険性が非常に高いと判断される場合 

○海岸堤防の倒壊や決壊のおそれがある場合 

○異常な越波・越流が発生する場合 

 

（２）実施者 

市長は、住民の生命、身体に危険が及ぶと認めるとき、危険地域の住民に対して避

難を指示する。（災害対策基本法第 60 条） 

また、災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合において、避難のた

めの立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあり、

かつ、事態に照らし緊急を要すると認めるとき、危険地域の住民に対し、緊急安全確

保措置を指示する。（災害対策基本法第 60 条第３項） 

なお、市長不在時等の代行者については、下表によるものとする。 
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代行者 概要及び法的根拠 

職務代理者 

危険の切迫により市長の判断を仰ぐいとまがない場合や市長が不在

の場合には、副市長等の職務代理者（副市長又は市長室長）が市長の

権限を代行し実施する。 

なお、実施後直ちにその旨を市長に報告する。 

県知事 

災害により市長が避難指示・緊急安全確保の措置を実施できない場合

には、知事が市長の措置を代行する。知事は代行した旨を公示し、市

長に通知する。（災害対策基本法第 60 条第６項） 

警察官及び 

海上保安官 

警察官及び海上保安官は、市長等が避難指示・緊急安全確保の措置を

行ういとまがないとき、または市長等が要請したとき、もしくは住民

の生命、身体に危険が切迫していると自ら認めるときは、直ちに当該

地域の住民に対して避難指示・緊急安全確保の措置を行う。 

なお、実施後直ちにその旨を市長等に通知する。（災害対策基本法第

61 条、警察官職務執行法第 4条） 

自衛官 

災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害により危険な事態が生じ

た場合で、警察官がその場にいないときは、直ちに当該地域の住民に

対して避難指示・緊急安全確保の措置を行う。 

なお、実施後直ちにその旨を市長等に通知する。（自衛隊法第 94条） 

 

（３）避難情報の伝達 

実施者は、避難指示・緊急安全確保の措置を実施する際には、次の事項を住民等の

対象者に伝達する。 

なお、総合対策部は、避難情報が対象者へ的確に伝達されるよう関係部局及び関係

機関と綿密な連携を行う。 

項 目 概  要 

避難情報の 

伝達事項 

○実施責任者 

○避難事由(危険の状況)及び避難すべき対象区域 

○避難先（市長が必要と認めるとき) 

○避難経路 

○注意事項(服装、携行品、火気の始末、ブレーカーの遮断等) 

住民等への 

伝達方法 

○対象世帯数等に応じて、自主防災組織、警察、消防対策部、消防団

等との緊密な連携のもと、防災行政無線、防災情報メール、広報車、

各戸呼びかけ、FM 放送などを用いて実施する。 

○発令内容を市ホームページへ掲載する。 

○緊急を要する場合は、災害対策基本法第 57 条に基づき放送事業者

への協力要請を行う。 

関係機関等 

への連絡 

避難指示・緊急安全確保の措置を発令する場合は、警察、海上保安部、

自衛隊など必要な関係機関及び関係対策部にその内容を連絡する。 
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（４）県知事への報告 

市長は、避難指示・緊急安全確保の措置を発令したとき、もしくは警察官、海上保

安官や自衛官が避難指示を実施したと通知を受けたときは、速やかに次の事項を県災

害情報管理システムもしくは県防災行政通信網 FAX 等により県知事へ報告する。 

項 目 概  要 

県知事への報告

事項 

○避難指示・緊急安全確保の措置の発令者 

○発令日時 

○発令の理由 

○避難対象区域、避難対象世帯数及び人員数 

○避難先の名称及び所在地 

 

（５）避難指示・緊急安全確保の措置の解除 

市長は、避難の必要がなくなったと認めるときは、避難指示・緊急安全確保の措置

を解除し、直ちに公示その他の方法で対象区域の住民に伝達し、解除した旨を県知事

へ報告する。 

 

４ 警戒区域の設定 

市長等は、災害が発生した場合において、市民の生命及び身体を保護し、その他災

害の拡大を防止するため、特に必要があると認めるときは、次により警戒区域を設定

する。 

 
（１）実施者 

市長は、災害の状況により特に必要と認める場合に警戒区域を設定し、災害応急対

策に従事する者以外の立入りを制限又は禁止、及び退去を命じる。（災害対策基本法第

63 条第 1項） 

なお、市長不在時等の代行者は、下表により事前に定める。 

代行者 概要及び法的根拠 

職務代理者 

市長の判断を仰ぐいとまがない場合や、市長が不在の場合に

は、副市長等の職務代理者が市長の権限を代行し実施し、実

施後その旨を市長に報告する。 

県知事 

災害により市長が警戒区域の設定の措置を実施できない場合

には、災害対策基本法に基づき、県知事が市長の措置を代行

し、県知事代行の旨を公示し、市長に通知する。 
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代行者 概要及び法的根拠 

警察官及び 

海上保安官 

警察官及び海上保安官は、警戒区域の設定を行う市職員等が

現場にいないとき、又は市長等が要請したとき、もしくは住

民の生命、身体に危険が切迫していると自ら認めるときは、

災害対策基本法又は警察官職務執行法に基づき、警戒区域の

設定を行う。 

なお、実施後は直ちにその旨を市長等に通知する。 

自衛官 

災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害により危険な事

態が生じた場合で、警察官がその場にいないときは、災害対

策基本法又は自衛隊法に基づき警戒区域の設定を行う。 

なお、実施後は直ちにその旨を市長等に通知する。 

 

（２）警戒区域の明示 

総合対策部は、警戒区域を設定した場合は、ロープ張り、立看板等により設定区域

を明示する。 

また、避難に関する情報伝達と同様に、必要な情報を設定区域の居住者等に伝達す

る。 

 

（３）避難所への受け入れ 

総合対策部は、警戒区域の設定により一時的に居所を失った住民がいる場合は、必

要に応じて避難所を開設して受け入れを行う。 

 

（４）警戒区域の解除 

市長は、応急対策が終了するなど、警戒区域の設定を継続する必要がなくなったと

認めるときは、警戒区域を解除する。 

なお、総合対策部は、警戒区域が解除された場合は直ちに対象区域の住民に伝達す

る。 

 

 

第３節 風水害時避難所等の開設・運営                    

 

１ 自主避難所の開設 

自主避難所は風水害の状況に応じて、市内の体育会館やコミュニティセンターを開

設する。 

 

２ 自主避難所の運営管理 

自主避難所の運営にあっては、「地震災害対策計画編第３部第５章第３節 震災時避

難所の開設・運営」に定める震災時避難所の運用に準じて実施し、避難所支援班員に

あっては、市民安全対策部からの指示により指定された自主避難所にて対応すること

とする。 

 



【風水害】第３部 災害応急対策－72 

 

３ 風水害時避難所の開設 

風水害時避難所は被害規模に応じて、次の通り開設する。 

区 分 概  要 

局所的に 

開設する場合 

避難指示・緊急安全確保の措置が局所的に発令された場合、

市民安全対策部は安全かつ避難住民の居住エリアに近い風

水害時避難所を選定し、開設する。 

全市的に 

開設する場合 

○避難指示・緊急安全確保の措置が市内の広範囲に発令され

た場合、市民安全対策部は市立小中学校の風水害時避難所

を優先的に開設する。 

○町内会館・寺院などで避難所を開設した場合、住民による

運営を基本とする。なお、移動による二次被害の影響がな

い場合には可能な限り、前記の避難所へ避難者を集約させ

る。 

 

４ 風水害時避難所の運営管理 

  風水害時避難所の運営にあっては、「地震災害対策計画編第３部第５章第３節 震災

時避難所の開設・運営」に定める震災時避難所の運用に準じて実施し、避難所支援班

員にあっては、市民安全対策部からの指示により指定された風水害時避難所にて対応

することとする。 

 

 

第４節 要配慮者の避難対策                        

 

要配慮者に対する避難対策は、「地震災害対策計画編第３部第５章第５節 要配慮者

の避難対策」に準じて実施する。 
 

 

第５節 帰宅困難者等への対応                       

 

帰宅困難者が発生した場合における対応は、「地震災害対策計画編第３部第５章第６

節 帰宅困難者への対応」に準じて実施する。 
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第６章 消防・救急対策 

 

第１節 風水害時における活動指針                     

 

１ 消防活動の実施事項 

消防対策部及び消防団は、風水害の災害特性を考慮し、次の項目を基本として消防

活動を実施する。 

事 項 概  要 

情報収集 

的確な消防活動を行うため、気象情報、水位、潮位及び波高などの情

報、被害の発生状況、消防部隊等の活動状況、その他必要な情報を収

集する。 

警戒監視 

活動 

災害の早期発見と被害状況などの把握のため、浸水想定区域や近年が

け崩れが発生した箇所などの災害危険箇所を中心に、消防部隊等によ

り巡回警戒活動を実施する。 

広報活動 
避難指示・緊急安全確保の措置が発令された場合には、避難対象地域

の住民に対して避難指示・緊急安全確保の措置の内容を伝達する。 

避難誘導 
避難指示・緊急安全確保の措置が発令された場合には、避難対象地域

の住民の避難誘導を実施する。 

災害防除 

活動 

がけ崩れや河川の氾濫、堤防・護岸の決壊等が発生するおそれのある

とき、又は発生した場合は、人命の安全確保を基本とした二次災害の

発生に留意し、災害防除活動を実施する。 

 

２ 災害活動組織 

消防対策部は、台風や集中豪雨等の風水害に対処するための災害活動組織として、

次のとおり設置し、本章に定める対策を実施する。 

なお、警防本部、方面隊の編成及び任務は、別に定める災害活動組織編成計画によ

り定めるほか、消防部隊を増強し災害活動組織の増強を図る必要がある場合は、非常

配備体制を発令する。 

組 織 区 分 組織の長の名称 対 象 者 

警防本部 警防本部長 消防局長 

方面隊 方面隊長 消防署長 

 

 

第２節 救助・救急活動                          

 

風水害時における救助・救急活動は、震災時と比較して想定される倒壊家屋が少な

いことから負傷者数も膨大にはならず、浸水家屋からの救出、がけ崩れによる生き埋

めからの救出が中心と想定される。 

このことから、風水害による被災の規模に応じて、「地震災害対策計画編第３部第６

章第３節 救助活動」及び「第４節 救急活動」に準じて実施する。 
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 第７章 水防対策 

 
第１節 水防活動の基本方針                        

 

１ 水防活動の実施 

水防法により、市は水防管理団体として市域内の水防を十分に果たさなければなら

ない。 

このことから、関係対策部は、水防法の規定により県から次の水防警報発表の通知

を受けた場合には、事態に即応した水防活動を実施する。 

 

種類 発 表 基 準 内  容 

待 

機 

気象予警報等及び河川、海岸等の状

況により、特に必要と認めるとき 

○出水あるいは水位の再上昇等が予想さ

れる場合に、状況に応じて直ちに水防機

関が出動できるように待機する必要が

ある旨を警告するもの 

○水防機関の出動期間が長引くような場

合に、出動人員を減らしても差し支えな

いが、水防活動をやめることはできない

旨を警告するもの 

準 

備 

雨量、水位、流量その他河川、海岸

等の状況により必要と認めるとき 

水防に関する情報連絡、水防資器材の整

備、水閘門機能などの点検、通信及び輸

送の確保等に努めるとともに水防機関の

出動の準備をさせる必要がある旨を警告

するもの 

出 

動 

洪水注意報等により、氾濫注意水位

(警戒水位)を越えるおそれがある

とき。又は水位流量等、その他河川、

海岸等の状況により必要と認める

とき 

水防機関が出動する必要がある旨を警告

するもの 

指 

示 

洪水警報等により、又は既に氾濫注

意水位(警戒水位)を越え、災害の起

こるおそれがあるとき 

水位、滞水時間、その他水防活動上必要

な状況を明示するとともに、越水、漏水、

法崩、亀裂その他河川、海岸等の状況に

より警戒を必要とする事項を指摘して警

告するもの 

解 

除 

氾濫注意水位(警戒水位)以下に下

降したとき。又は氾濫注意水位(警

戒水位)以上であっても、水防作業

を必要とする河川、海岸等の状況が

解消したと認めるとき 

水防活動を必要とする出水状況が解消し

た旨及び一連の水防警報を解除する旨を

通知するもの 
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２ 水防警報の伝達 

県横須賀土木事務所から、県防災行政通信網ＦＡＸ等により水防警報発表の通知を

受けた建設対策部、消防対策部、市民安全対策部は、各対策部間で情報共有を行い、

水防活動の調整を行う。 

【水防警報の伝達経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市管理河川及び海岸における水防活動の取扱 

県が水防警報を発表した場合、関係対策部は、水防警報の対象となっている河川の

付近にある市管理河川及び同一海岸線にある市管理海岸について、水防警報の内容に

準じた活動を行うものとする。 

 
 
第２節 警戒監視                             

 

１ 河川水位・雨量・潮位・波高の監視 

関係対策部は、水防活動の判断を行うため、関係機関が提供する気象情報や雨量

水位情報、潮位、波高等を活用するとともに、これら機関と緊密に連携し状況監視

を行う。 

なお、各河川の水位観測所名と監視水位を下表のとおり示す。 

河川名 
水位 

観測所名 

水防団待機 

水位【Ａ】 

（通報水位） 

氾濫注意 

水位【Ｂ】 

（警戒水位） 

避難判断 

水位【Ｃ】 

氾濫危険 

水位【Ｄ】 

（洪水特別警戒水位） 

平作川 根岸歩道橋 1.65ｍ 2.50ｍ 2.60ｍ 3.10ｍ 

鷹取川 神応橋 1.20ｍ 1.40ｍ 1.55ｍ 1.60ｍ 

竹川 大橋 0.50ｍ 1.80ｍ 2.00ｍ 3.00ｍ 

松越川 新佐島橋 0.75ｍ 1.45ｍ 1.90ｍ 2.35ｍ 

 

  また、水防警報を行う海岸の水位観測所名と高潮特別警戒水位等を下表のとおり示

す。 

横須賀市（水防管理団体） 
・建設部 
・消防局 
・市長室 

各警察署 

神奈川県（県水防本部） 

県警察本部 

関係対策部（関係部局・行政センター） 

消防署所 

消防団 

県横須賀土木事務所（県水防支部） 
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海岸名 
水位 

観測所名 

高潮特別 

警戒水位 
区域 

横浜港 

南部 
横須賀 

T.P. 

1.40ｍ 

横浜港海岸 
 根岸湾周辺地区、金沢地区、平潟湾周辺地区、 
横須賀港海岸 
 追浜地区 
堀割川、宮川、侍従川、鷹取川 

横須賀港 

北部 
横須賀 

T.P. 

1.70ｍ 

横須賀港海岸 
 追浜地区、深浦地区、長浦地区、本港地区、 
新港地区、平成地区、大津・馬堀地区、 
走水地区、観音崎地区 

鷹取川 

横須賀港 

南部 
横須賀 

T.P. 

1.80ｍ 

横須賀港海岸 
 鴨居地区、浦賀地区、久里浜地区、野比地区 
平作川 

金田湾 横須賀 
T.P. 

1.50ｍ 

北下浦漁港地区 
 長沢地区、津久井地区 

相模灘 

東部 
油壷 

T.P. 

1.10ｍ 

横須賀三浦海岸 
横須賀海岸 
竹川・松越川 

 

２ 水位情報の伝達 

関係対策部は、神奈川県等から氾濫注意水位超過等の水位情報を受信した場合、総

合対策部と避難対策や水防活動の総合調整を行う。 

また、建設対策部は、量水標により把握した水位情報について、必要に応じて県横

須賀土木事務所に報告する。 

 

 

第３節 水防活動                             

 

１ 水防信号の伝達 

関係対策部は、水防団員（消防団員）の出動、又は住民の立ち退き等を知らせるた

め、神奈川県水防信号規則の規定に基づき、水防信号の発信を行う。 

 

２ 防潮扉、陸閘（りっこう）の操作 

県土木事務所は、水防警報（指示）を受信した場合や高潮警報が発表された場合な

ど、関係団体の協力のもと、防潮扉及び陸閘の閉鎖を行う。 

防潮扉、陸閘の場所を下表のとおり示す。 
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河川名・海岸名 場所名 種別 箇所 

平作川 久比里２丁目 陸閘 １箇所 

横須賀海岸 長井１丁目 防潮扉 ２箇所 

 

３ 活動用資機材の調達 

関係対策部は、防災資機材倉庫及び各部局が設置する倉庫等に備蓄した、水害、土

砂災害及び高潮災害を防除する資機材を使用し、災害防除活動を行う。 

また、資機材で不足する場合は、協定事業者等からの緊急調達を行うものとし、緊

急調達してもなお不足をきたし水防活動に支障がある場合は、県横須賀土木事務所に

資機材の提供を要請することとする。 

 

４ 決壊、越水等の通報 

各対策部は、堤防が決壊・越水し、又はこれに準ずべき事態の発生を覚知した場合

は、直ちにその旨を該当河川管理者に通報する。 

河 川 名 管 理 者 連 絡 先 

平作川 

神奈川県 県横須賀土木事務所 
鷹取川 

竹 川 

松越川 

上記以外の河川 横須賀市 建設対策部（河川・傾斜地課） 

 

５ 決壊、越水後の措置 

堤防が決壊・越水し、又はこれに準ずべき事態が発生した場合は、総合対策部、消

防対策部、地区対策部は、住民の避難及び救出活動を第一に行い、建設対策部、消防

対策部及び消防団は、災害緊急協力事業者等と協力し、決壊箇所の状況に応じた水防

工法を行い、できる限り氾濫による被害拡大の防止に努める。 
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第８章 土砂災害対策 

 

第１節 警戒期における対策                        

 

大雨警報や土砂災害警戒情報の発表直後において、土砂災害による被害が発生して

いない段階での主要な対策は次のとおりとする。 

 

１ 前兆現象の早期把握 

建設対策部、消防対策部、及び関係対策部は、積極的な危険箇所へのパトロールや、

市民からの通報への対応により、土砂災害の前兆現象及び災害状況の早期把握に努め

る。 

なお、土砂災害の発生が予想される場合は次の箇所を重点に警戒・巡視体制を強化

する。 

事 項 概  要 

重点的に警戒・ 

巡視すべき箇所 

○最近土砂災害が発生した箇所 

○急傾斜地崩壊危険区域の内、施工前及び施工中の箇所 

○宅地造成中の箇所 

○土砂災害特別警戒区域 

 

２ 避難情報の伝達 

土砂災害警戒情報が発表された場合又は土砂災害の発生が予想される場合には、総

合対策部は関係対策部と連携し、防災行政無線、防災情報メール等により住民に対し

注意・警戒を喚起し、状況に応じて「第５章 避難対策」に基づき避難指示・緊急安

全確保の発令、伝達を行う。 

なお、各対策部はこれらの情報を必要に応じて所管施設や関係機関、施設利用者等

に周知する。 

 

３ 住民が行う安全確保行動 

住民は、市から大雨警報、土砂災害警戒情報などの伝達があった場合は、それぞれ

の自宅等の立地条件や世帯の状況等に応じて、２階以上の階やがけから離れた部屋へ

の退避、より安全な親戚・知人宅もしくは町内会館等への自主避難を行う。 

なお、各対策部は住民から所管・関連施設への自主避難の希望があった場合は、こ

れらの自らが行う安全確保を支援するために自主避難所を開設するなど、自主避難者

の受け入れ体制を確保する。 
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第２節 二次災害防止対策                         

 

１ 監視活動等による二次被害の防止 

各対策部は、行方不明者の捜索活動や応急工事の実施に際しては、降雨等の気象状

況に十分注意しつつ、崩壊面、その周辺斜面及び堆積土砂等について監視を行う。 

また、崩落面への防災シート被覆や応急排水路等の措置により、被害拡大の防止に

努めるとともに、崩落土砂の放置により人命・財産等への被害拡大のおそれがあるも

のや生活道路の封鎖により日常生活に重大な影響が及ぶものについては、必要箇所の

除去を行う。 

 

２ 被災宅地危険度判定の実施 

都市対策部は、土砂災害や豪雨等により広範囲な宅地が被害を受けた場合は、必要

に応じて、被災宅地危険度判定士に協力を求め、調査を実施する。 

 

３ 警戒区域の設定 

市長は崩落現場及びその周辺において、安全が確認されるまで、居住者の避難指示

を継続するとともに、警戒区域の設定による立ち入り規制等の必要な措置を実施する。 
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第９章 雪害対策 

 

第１節 基本方針                             

 

大雪による都市機能の阻害、交通の途絶、孤立など雪害による人的被害を最小限に

抑えるとともに、都市機能のいち早い回復に向けた対策を実施する。 

 

 

第２節 応急活動体制                           

 

１ 大雪注意報等の発表に基づく体制構築 

関係対策部は、横浜地方気象台が大雪注意報を市域に発表した場合は、積雪に備え

た準備を実施する。 

なお、大雪警報等の発表や雪害が発生、又は発生する恐れがある場合は、第2章に

定める体制に移行する。 

 

２ 帰宅困難者対策 

（１）市の対応 

総合対策部及び市民安全対策部は、状況に応じて駅周辺に帰宅困難者の一時滞在施

設を民間施設の協力を仰ぎながら開設し、帰宅困難者への開設状況の広報、鉄道事業

者への情報提供等を行う。 

 

（２）鉄道・バス事業者の対応 

鉄道・バス事業者は、利用者へ運行状況等の情報提供に努めるとともに、それぞれ

が有する施設・機能を十分に活用し、駅周辺における混乱防止に努める。 

また、市が帰宅困難者用の一時滞在施設を開設した場合は、市と連携し一時滞在施

設の案内を行う。 

 

（３）企業・事業所等の対応 

企業・事業所及び不特定多数の者が利用する施設の管理者は、大雪に関する情報を

収集した上で、組織内に的確に伝達し、「地震災害対策計画編第２部第４章 帰宅

困難者対策の推進」及び「地震災害対策計画編第３部第５章第６節 帰

宅困難者等への対応」に準じて、帰宅困難者の発生抑止に努める。 

 

３ 応援要請 

総合対策部は、市域全域における積雪により既存の体制では孤立者や被災者の救

助・救出が不可能と認めた場合は、神奈川県知事に対し、自衛隊の災害派遣要請の要

求を行う。 
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４ 除雪・排雪対策 

（１）除雪対策 

自宅及び自宅周囲の生活道路などの除雪は住民によることが原則であるが、除雪が

困難であり、かつ住民の救助・救出が必要な場合には、消防対策部を中心に関係対策

部及び関係機関が連携し、自主防災組織や近隣居住者等から協力を仰ぎ活動にあたる

こととする。 

 

（２）排雪対策 

道路管理者は、雪捨場の設定の際は、交通の障害にならないよう配慮する。 

 

 

第３節 交通・ライフライン対策                      

 

１ 道路交通対策 

道路管理者は、その管理する道路について関係機関と連携し早急に被害状況を把握

し、降雪による交通事故防止のため、必要に応じて交通規制を実施する。併せて、主

要な道路に関しては除雪等を実施するとともに、大雪等の災害時において道路上の放

置車両により緊急車両の通行や除雪作業に支障がある場合は、災害対策基本法に基づ

き、関係機関と連携して車両を移動するなどして道路機能の確保に努める。 

 

２ 鉄道対策 

鉄道事業者は、利用者への適切な情報提供に努めるとともに、鉄道施設等の被害状

況について早急に把握し、除雪の実施、応急復旧等を行う。 
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第 10章 火山灰対策 

 

第１節 基本方針                             

 

神奈川県及び関係機関から火山噴火に関する情報を迅速かつ的確に収集し、市民等

に伝達するとともに、火山活動の長期化や降灰等の活動状況に応じた対策を実施する。 

 

 

第２節 応急活動体制                           

 

１ 情報収集及び伝達 

関係対策部は、富士山の噴火が確認された場合、「第３部第４章 情報の収集と伝達」

に基づき、神奈川県、横浜地方気象台、警察署及び防災関係機関との情報収集・伝達

を密に行い、降灰に備える。  

 

２ 避難対策 

総合対策部は、国から伝達される下表のゾーン区分に基づき、噴火時の避難、警戒

範囲を設定する。 

また、降灰とともに大雨警報が発表された場合には、土石流が発生するおそれのあ

る危険区域の住民等に対して、避難の指示を行う。 

 

避難等の範囲 噴火の状況 ゾーン区分 避難の考え方 

降下物危険範囲 
大量の降灰、 

火山れき等の降下 

降下物危険ゾーン 

（第５次ゾーン） 

風下にあたる地域

の住民等に対して、

堅牢な建物等への

屋内避難の呼び掛

け 

降下物注意範囲 
比較的多くの降灰、 

火山れき等の降下 

降下物注意ゾーン 

（第５次ゾーン） 

風下にあたる地域

の住民等に対して、

屋内避難の呼び掛

け 

土石流警戒範囲 火山灰堆積時 土石流危険ゾーン 

危険区域の住民等

に対する避難の指

示 

 

３ 応援要請 

総合対策部は、降灰による被害が発生し、人命または財産の保護のため必要である

と認めた場合は、他の市町村長に対し応援要請を行い、若しくは神奈川県知事に対し、

自衛隊の災害派遣要請の要求をする。  
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４ 災害広報 

総合対策部は、関係対策部及び関係機関と協力し、噴火警戒レベルに応じた安全情

報の提供、降灰による健康被害防止、その他必要な事項について広報を実施する。  

 

５ 健康相談  

健康対策部は、県及び関係機関から火山灰による健康への影響等に関する情報を収

集し、状況に応じて健康相談窓口を開設するなど、市民からの健康に関する相談を受

け付ける。  

 

 

第３節 交通・ライフライン対策                      

 

１ 上下水道施設の点検  

上下水道対策部は、火山灰による施設への影響について調査・点検し、必要な対策

を実施する。  

 

２ 交通・ライフライン対策 

（１）交通対策 

道路管理者は、降灰による交通事故防止のため、必要に応じて交通規制を実施する。 

なお、降灰により、道路、その他の道路施設が被害を受けた場合は、速やかに被害

を調査し、関係機関に周知するとともに、応急復旧対策を講ずる。 

 

（２）鉄道対策 

鉄道事業者は、降灰により鉄道施設が被害を受けた場合は、速やかに応急復旧対策

を講ずる。  

 

（３）電気・通信施設等の対策  

電気通信事業者は、各施設の機能維持を図るとともに、降灰により障害が発生した

場合は、速やかに応急復旧対策を講ずる。 
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第 11章 医療救護対策 

 
第１節 医療救護活動にかかる基本方針                   

 

風水害時において各医療機関は、可能な限り通常の診療を継続し、救護が必要な被

災者等への医療及び助産の提供実施を原則とする。 

 
１ 医療救護体制 

風水害時において通常の医療体制で対応が可能なときは、救急隊による患者搬送を

行い救急告示病院等における医療救護活動を実施する。 

なお、負傷者の多数発生や受け入れ可能病院が不足する場合は、次により医療救護

を実施するほか、被害規模に応じて、「地震災害対策計画編第３部第７章 医療救護対

策」に準じて実施する。 

事 項 概  要 

医療機関の体制 

災害拠点病院及び応急二次病院に指定されている医療機

関は、災害の状況に応じて、それぞれが定める災害対策

計画に基づき災害医療体制の準備を整える。 

地域医療救護所の設置 

健康対策部は、被害状況により医療機関で対応できない

と認められる場合は、市医師会との連携により地域医療

救護所を設置する 

 

第 12章 保健衛生・防疫対策 

 

第１節 保健衛生・防疫対策にかかる基本方針                

 

被災地域においては、上下水道などのライフラインの被害等で衛生状態が悪化し、

感染症がまん延するおそれがあるほか、避難生活の長期化による健康状態の悪化など

も懸念される。 

特に水害時においては、下水やし尿の氾濫、腐敗物の漂着や散乱、長時間の浸水な

どにより環境状態がより悪化する可能性がある。 

このことから、「地震災害対策計画編第３部第８章 保健衛生・防疫対策」に準じ、

被災状況に応じた感染症の防止措置等を的確に実施するとともに、被災者の心身の健

康の維持を図る。 
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第 13章 緊急輸送・交通規制対策 

 

第１節 緊急輸送・交通規制対策にかかる基本方針              

 

風水害時においては、様々な社会的混乱による交通混乱の発生が予測される。 

この混乱状態の中で、負傷者の搬送、人員・物資の輸送のための緊急輸送道路及び

緊急輸送手段を確保することが重要となるため、警察等関係機関と協力して緊急輸送

及び交通規制対策を的確に実施する。 

 

１ 緊急輸送の実施  

関係対策部は、災害の応急対策に必要な人員及び物資の輸送並びに被災者の避難輸

送等を円滑に実施する。 

なお、緊急輸送は、「地震災害対策計画編第３部第 12 章第２節 緊急輸送の実施準

備」から「第３節 緊急輸送の実施」に準じて実施する。 

 

２ 交通規制の実施 

風水害による道路施設等の浸水や土砂崩落等により被害が及ぶおそれがある場合に

は、道路利用者等の安全確保を図るため、必要に応じて迂回路の選定や通行規制措置

等を事前に実施し、被害の拡大防止に努める。 

また、災害発生現場周辺における交通渋滞は、緊急車両の通行妨害となり、応急対

策活動の実施に著しい障害が生じる。 

このため、災害発生現場及びその周辺においては警察官と連携を図り、「地震災害対

策計画編第３部第 12 章第４節 交通規制の実施」に準じて、効果的な交通規制を実施

する。 
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第 14章 障害物の除去・災害廃棄物等の処理 

 

第１節 障害物除去にかかる基本方針                    

 

風水害により道路や河川、港湾に堆積した土砂やがれき等については、その状況を

把握し、緊急時に使用する道路等の優先度、市民生活の早期回復を考慮し関係機関と

連携し、「地震災害対策計画編第３部第 13 章 障害物の除去」に基づき、風水害の特

性を踏まえて実施するものとする。 

 

第２節 災害廃棄物等の処理にかかる基本方針                

 

大規模な風水害が発生した場合、被災住宅等からの粗大ごみ、損壊家屋等からの廃

材、流木等の廃棄物が大量に発生する。 

これら廃棄物の処理にあたっては、「地震災害対策計画編第３部第 14 章 災害廃棄

物等の処理」及び国の「水害廃棄物対策指針」に基づき実施し、市民の生活基盤の早

期回復と生活環境の改善を図る。 

 

 

第 15章 学校等の応急対策 

 

第１節 災害時の学校教育実施等にかかる基本方針              

 

１ 災害時における学校教育の実施にかかる基本方針 

各学校(園)は、「第２部第３章第４節 学校等の防災力の強化」に基づき、風水害時

における児童・生徒の安全確保及び学校教育の確保を各学校（園）の特性や立地場所、

天候の状況を考慮して図るものとする。 

  また、教育対策部は、児童・生徒の安全のための的確な指示や報告を実施するため、

学校(園)との連絡手段を確保する。 

 

２ 災害時における児童福祉施設等の対応にかかる基本方針 

児童福祉施設等の施設管理者は、各施設の防災マニュアル等に基づき、施設の特性

や立地場所、天候の状況等を考慮して災害時における児童の安全確保を図るものとす

る。 
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第 16章 公共施設対策 

 

第１節 公共施設の応急対策にかかる基本方針                

 

不特定多数の利用者がある公共施設や公園などの指定管理者を含む施設管理者は、

風水害時における各施設の特性や立地場所、天候の状況等を考慮し、「地震災害対策計

画編第３部第 17章 公共施設対策」に準じ利用者の安全確保を優先に適切な対応を迅

速に実施する。 

 

 

第 17章 被災宅地の危険度判定 

 

第１節 被災宅地の危険度判定の実施                    

 

都市対策部は、風水害により宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、二次災害を

防止し住民の安全を確保するため、被災宅地の危険度判定を迅速に実施する。 

なお、被災宅地の危険度判定は、「地震災害対策計画編第３部第 23 章第２節 危険

度判定の実施」に基づき実施する。 

 

 

第 18章 被災者の生活支援 

 

第１節 被災者の生活支援にかかる基本方針                 

 

風水害により住家を失うなどした被災者が、応急仮設住宅の提供や各種の被災者支

援制度を受けるに当たって必要とされる罹災に関する証明書の発行を災害対策基本法

第 90 条の２に基づき行うとともに、被災者の居住及び生活の安定化のための支援・対

策を「地震災害対策計画編第３部第 24 章 被災者の生活支援」に準じて実施する。 
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第４部 復旧・復興計画  

 

第１章 復旧・復興事業の推進 

 

第１節 風水害時における復旧・復興事業推進のための基本方針         

 

風水害時における復旧・復興事業については、総合的なまちづくりを中心とする震災復

興とは異なり、公共施設の災害復旧事業と被災者の生活再建の個別対策が中心となるため、

風水害時においては、復興推進会議等、特別な復旧・復興体制を規定しない。 

なお、被害が全市域にわたって甚大であり、長期的な視点でかつ計画的に復旧・復興事

業を実行するために必要と認められる場合は、地震災害対策計画編第４部に準じて、災害

対策本部において復興推進会議を設置し、復興基本指針及び復興基本計画の策定等を決定

し、また、復興事業の調整等を行うものとする。 

 

 

第２節 激甚災害の指定                           

 

１ 激甚災害の指定手続き 

「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（以下、激甚法という。）

は、著しい激甚災害が発生した場合における地方公共団体の経費負担の適正化及び罹災者

の復興意欲を高めることを目的としたものである。 

指定にあたっては、県が施設等の被害額、復旧事業に要する負担額、その他激甚法に定

める必要な事項を調査し、早期に激甚災害の指定を受けられるよう措置を講じるので、財

務対策部及び関係対策部は連携を図り、県が行う激甚災害に関する調査などについて協力

する。 

 

＜激甚災害指定の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

※「激甚災害」には、地域を特定せず災害そのものを指定する「激甚災害指定基準による指定（本激）」と市町村

単位で災害指定を行う「局地激甚災害指定基準による指定（局激）」の２種類がある。 

本部長（市長） 
災 

害 

発 

生 

知   事 

指定行政機関の長 

（調査）→ 

（協力・報告）↓ 

（調査）→ 

（調査）→ 
（報告）→ 

 
内閣総理大臣 

中央防災会議 

↑（協力）↓（答申） 閣 

議 

決 

定 

政 

令 

公 

布 

→ → 
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２ 激甚災害にかかる財政援助の種類 

財務対策部は、激甚災害の指定を受けたときは、特別財政援助額の交付にかかわる調書

を作成し、県の関係部局に提出する。 

なお、激甚法による特別の財政援助及び助成等の種類は、「地震災害対策計画編第４部第

１章第２節 激甚災害の指定」を参照する。 

 

 

第３節 災害復旧の推進                           

 

 各対策部は、公共施設の復旧にあたっては、被災した施設の原形復旧を基本としながら、

再度の災害による被害を防止するため、必要な改良事業を積極的に取り入れて施行する。 

 

１ 被害状況の調査と災害復旧の体制整備 

災害が発生した場合、各所管施設について被害状況を速やかに調査し、緊急に災害査定

が行われるよう対処するとともに、災害復旧の迅速な実施が図れるよう、必要な職員の配

備、応援、派遣等の体制の整備に努める。 

 

２ 災害復旧事業計画 

各種施設の災害復旧計画、原因となった自然的、社会的諸要因について検討し、総合的

な見地において策定し、緊急度の高いものから直ちに復旧に当り、速やかに完了するよう

施行の促進を図る。 

なお、国又は県が費用の全部又は一部を負担又は補助するものについては、復旧事業費

の決定を受けるための計画を立て、査定を速やかに実施する。 

 

３ 災害復旧事業の促進 

災害復旧事業が決定したものについては、速やかに実施できるよう措置し、復旧事業の

実施効果をあげるように努める。 
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第２章 復旧・復興財源の確保 

 

第1節 財政需要見込額の算定                        

 

応急・復旧事業、復興事業にかかる財政需要見込みは、風水害後の予算措置、財源対策、

さらに国等への各種要望、激甚災害適用の前提となる基礎資料である。 

このことから、財務対策部は、復興事業に関する事業概要及び財政需要見込額について、

各対策部に照会・集約し、災害対策本部員会議に報告するとともに、以後、復興事業の進

捗状況に応じて、財政需要見込額の見直しを行う。 

 

 

第２節 財源確保対策                            

 

復旧・復興対策に関する財源は、市自らの確保するものと、国へ要望することにより確

保するものがあり、具体的には、自主財源の確保、市債の発行、地方交付税、国庫補助金、

復興交付金等によるものがある。 

 
１ 自らの取り組みによる財源の確保 

財務対策部は、財政調整基金等の活用や他の事業の抑制等により自主財源の確保を図る

とともに、財政需要見込額の照会とあわせて災害復旧事業債の起債所要額をとりまとめ、

起債協議等の手続きを行う。 

 

２ 特例措置の要望 

財務対策部は、本市において大規模な風水害が発生した場合には、復旧・復興のための

国庫補助金や復興交付金、地方交付税の繰り上げ交付など、速やかな財政措置が図られる

よう、県を通じて国に強く働きかけ、財源の確保に努める。 

 

３ 公共施設の被災にかかる財政援助 

公共施設が災害により被害を受けた場合の災害復旧事業について、一定の要件に該当す

るものは、国が経費の一部を負担又は補助する制度が設けられている。 

なお、主な災害復旧事業とその根拠法令等は、「地震災害対策計画編第４部第３章第２節 

財源確保対策」を参照する。 

 

４ その他地域復興のための必要な措置の実施 

（１）農林漁業災害資金 

経済対策部は、被災した農林漁業者又はその組織団体に対し、生産力の維持増進と経営

安定化を図るため、「天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置

法」に基づく利子補給及び損失補償を実施する。 
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（２）中小企業復興資金 

経済対策部は、被災中小企業が早期に経営の安定が得られるよう、㈱日本政策金融公庫

及び㈱商工組合中央金庫が行う融資制度の周知・あっ旋を行うとともに、地域の金融機関

に対して、中小企業向け融資の配慮について協力を求める。 
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第３章 生活再建支援及び地域復旧対策計画 

 

第１節 被災者の生活再建支援対策                      

 

風水害により被害を受けた市民の自力再建を促し、安定した生活の早期回復を図るため、

各対策部は住宅対策、経済的支援、雇用対策等を実施する。 

なお、実施にあたっては、「地震災害対策計画編第４部第５章第１節 住宅対策から第５

節 要配慮者対策及び第８節 復興広報及び被災者支援窓口」による。 

 

 

第２節 その他地域復旧のための対策                     

 

市民生活の安定、社会経済活動の早期回復のため、各対策部は医療機関、社会福祉施設、

社会教育施設の復旧・支援を進めるとともに、必要に応じて地域経済回復のための対策を

実施する。 

なお、実施にあたっては、「地震災害対策計画編第４部第５章第６節 医療・社会福祉施

設の復興」から「第７節 文化・社会教育施設等の復興」及び「第６章 地域経済復興支

援対策計画」による。 
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・ 



※高潮・・高潮浸水想定区域 　　　　

1 介護老人福祉施設　玉成苑 長浦町5-80-1 ○

2 介護老人福祉施設　湘南ホーム 太田和5-500 ○

3 介護老人福祉施設　横須賀愛光園 武3-39-1 ○

4 介護老人福祉施設　横須賀愛光園（ユニット型） 武3-39-1 ○

5 衣笠ホーム 芦名2-4-1

6 共楽荘　特養ホーム 衣笠栄町4-14 ○

7 高齢者総合福祉センターヒューマン 佐島3-12-15 ○

8 さくらの里山科 太田和5-86-1 ○

9 サニーヒル横須賀 長井6-21-7 ○

10 太陽の家 西浦賀6-1-1 ○

11 太陽の家二番館 西浦賀6-1-2 ○

12 特別養護老人ホーム　恵徳苑 日の出町1-9-1

13 特別養護老人ホーム　興寿苑 池上6-5-21 ○

14 特別養護老人ホーム　シャローム 走水1-35 ○

15 特別養護老人ホーム　塚山ホーム 吉倉町2-24-1 ○

16 特別養護老人ホーム　やまびこ荘 武3-39-2 ○

17 特別養護老人ホーム　ゆうあいの郷　衣笠 衣笠町44-7 ○

18 特別養護老人ホーム　横須賀グリーンヒル 大矢部1-9-30 ○

19 特別養護老人ホーム　横須賀椿園 太田和2-3-21

20 横須賀あじさい園 粟田2-20-1 ○

21 横須賀老人ホーム 野比5-5-6 ○

22 介護老人保健施設　衣笠ろうけん 小矢部2-23-1

23 介護老人保健施設　しんわ走水荘 走水2-5-6 ○

24 介護老人保健施設　ソレイユカーマ 西浦賀5-32-1 ○

25 介護老人保健施設　野比苑 野比1-41-1 ○

26 介護老人保健施設　ハートケア湘南・芦名 芦名1-16-12 ○ ○

27 介護老人保健施設　フィオーレ久里浜 神明町1028-7 ○

28 湘南グリーン介護老人保健施設 大矢部1-9-32 ○

29 第三湘南グリーン介護老人保健施設 太田和5-85-20 ○

介護老人保健施設

土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

介護老人福祉施設

令和４年４月現在

（別紙）地域防災計画に定める要配慮者利用施設の名称及び所在地
※土砂・・土砂災害警戒区域（急傾斜地・土石流・地すべり）
※洪水・・洪水浸水想定区域
　　　　　　該当する河川・・平（平作川）、鷹（鷹取川）、竹（竹川・松越川）

●「対象災害」に○又は平、鷹、竹が記載されている施設はその災害種別に応じ、
　以下の事を実施する。
１．避難確保計画を作成し、横須賀市へ提出する。
２．１に基づいた避難訓練を実施し、横須賀市へ報告する。
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

30
第三湘南グリーン介護老人保健施設（ユニット
型）

太田和5-85-20 ○

31 第二湘南グリーン介護老人保健施設 太田和5-85-1 ○

32 花織よこすか中央 米が浜通1-5-5

33 サポート横須賀くごう 公郷町3-92-10

34 サポート横須賀さの 佐野町3-14-11

35 小規模多機能なかよし 鴨居2-80-37 ○

36 小規模多機能ホーム　チェリーホーム森崎 森崎1-1-21 ﾏﾙｴﾑﾋﾞﾙ1階 平

37 小規模多機能ホームゆりの花　南武 武4-17-20

38 太陽の家　逸見倶楽部 東逸見町2-4-9

39 太陽の家馬堀倶楽部 馬堀町1-1-7

40 太陽の家安浦倶楽部 安浦町2-27-2

41 ミモザ久里浜セントポーリア 佐原5-28-33

42 愛加那 津久井4-19-11 ○

43 太田和湘南ホームショートステイ 太田和5-500 ○

44 介護老人福祉施設　玉成苑 長浦町5-80-1 ○

45 衣笠ホーム短期入所生活介護事業所 芦名2-4-1

46 共楽荘短期入所生活介護福祉サービスセンター 衣笠栄町4-14 ○

47 恵徳苑短期入所生活介護サービス 日の出町1-9-1

48 高齢者総合福祉センターヒューマン 佐島3-12-15 ○

49 さくらの里山科 太田和5-86-1 ○

50 サニーヒル横須賀 長井6-21-7 ○

51 シャローム短期入所センター 走水1-35 ○

52 ショートステイ　ＴＡＫＥ 長坂3-10-55

53 ショートステイ　ケアサポートよこすか 佐原5-25-23 ○

54 ショートステイ　みうら富士 長沢6-45-6 ○

55 太陽の家 西浦賀6-1-1 ○

56 太陽の家　短期入所サービスセンター 西浦賀6-1-1 ○

57 太陽の家二番館　短期入所サービスセンター 西浦賀6-1-2 ○

58
特別養護老人ホーム　興寿苑　短期入所生活介
護事業所

池上6-5-21 ○

59 特別養護老人ホーム　やまびこ荘 武3-39-2 ○

60 特別養護老人ホーム　ゆうあいの郷　衣笠 衣笠町44-7 ○

61 特別養護老人ホーム（短期入所）塚山ホーム 吉倉町2-24-1 ○

62 横須賀愛光園　短期入所事業 武3-39-1 ○

63 横須賀あじさい園　ショートステイセンター 粟田2-20-1 ○

64 横須賀グリーンヒルケアセンター 大矢部1-9-30 ○

65 横須賀椿園ケアセンター 太田和2-3-21

66 横須賀老人ホーム　短期入所生活介護 野比5-5-6 ○

小規模多機能型居宅介護事業所

短期入所生活介護事業所

短期入所療養介護事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

67 介護老人保健施設　衣笠ろうけん 小矢部2-23-1

68 介護老人保健施設　しんわ走水荘 走水2-5-6 ○

69 介護老人保健施設　ソレイユカーマ 西浦賀5-32-1 ○

70 介護老人保健施設　野比苑 野比1-41-1 ○

71 介護老人保健施設　ハートケア湘南・芦名 芦名1-16-12 ○ ○

72 介護老人保健施設　フィオーレ久里浜 神明町1028-7 ○

73 湘南グリーン介護老人保健施設 大矢部1-9-32 ○

74 第三湘南グリーン介護老人保健施設 太田和5-85-20 ○

75
第三湘南グリーン介護老人保健施設（ユニット
型）

太田和5-85-20 ○

76 第二湘南グリーン介護老人保健施設 太田和5-85-1 ○

77 愛加那 津久井4-19-11 ○

78 あすりはデイサービス 浦郷町3-64 ○

79 アボンド追浜デイサービスセンター 浜見台1-13-5

80 彩葉デイサービス 岩戸1-8-4 ○

81 彩葉デイサービス　弐番館 岩戸1-8-3 ﾗｽﾀｰﾙｰﾑC ○

82 えびすデイサービスセンター 上町1-40 長瀬ﾋﾞﾙ1階

83 えびすデイサービスセンター２号館 上町1-39-4

84 大津ケアステーション元気 大津町2-14-10

85 オリーブデイズ 森崎1-14-19 平 ○

86 かもい名倉堂リハビリセンター 鴨居2-40-16 MSﾋﾞﾙ1102 ○

87 機能回復訓練強化型　マッスル　デイサービス 池上2-10-15

88
機能回復訓練強化型　マッスルデイサービス　追
浜

追浜本町2-1-123 鷹 ○

89 ケアライフ風樹 秋谷1-3-40

90 けいすいデイサービス　北久里浜 根岸町3-9-9 平 ○

91 高齢者総合福祉センターヒューマン 佐島3-12-15 ○

92 サロンデイ池上 池上3-8-11

93 サロンデイ根岸 根岸町3-16-35 平 ○

94 さんふらわぁデイサービス根岸店 根岸町4-26-17 1階A号室 平 ○

95 セカンドアルバムこころね 佐原5-6-13

96 セカンドアルバムさいかの家 浦賀1-8-11 ○

97 セカンドアルバムそら 大矢部2-1-12 二見ﾋﾞﾙ1階

98 セカンドアルバムとりむ 坂本町5-1 ○

99 セカンドアルバムひなた 池上2-10-13 石渡ﾋﾞﾙ2階

100 セカンドアルバムみなくら 鷹取2-14-6 ○

101 セントケア衣笠 平作8-19-14

102 だんらんの家　ＯＨＡＮＡ　平成町 安浦町1-9

103 だんらんの家　北久里浜 岩戸5-27-22

104 津久井浜ケアセンターデイサービス 津久井1-2-3

105 デイ　まちにて 安浦町1-1

106 デイサービス　ウェーブ 平作6-16-1 ○

地域密着型通所介護事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

107 デイサービス　えみふる 長浦町1-25

108 デイサービス　さわやまテラス 東逸見町4-16-35

109 デイサービス　サンライフ三春町 三春町6-85-39

110 デイサービス　ジョイクラブ 林1-22-8

111 デイサービス　にこ ﾊｲﾗﾝﾄﾞ4-11-3

112 デイサービス　のぞみ 長坂2-9-36 赤羽ﾋﾞﾙ2F

113 デイサービス　はち 船越町4-24-36 ○

114 デイサービス　ひだまり 追浜町1-53-2 ○

115 デイサービス　ひなたぼっこ 久里浜2-20-1 3F 平

116 デイサービス　ふる里 池上4-17-21 ○

117 デイサービス　ふる里ハイランド ﾊｲﾗﾝﾄﾞ1-21-7 ○

118 デイサービス　みうら富士 長沢6-45-6 ○

119 デイサービス　ももんが 西浦賀5‐23‐25

120 デイサービスセンター天真館　衣笠 平作8-20-5

121 デイサービスセンターのびのび接骨院 上町3-9

122 デイサービス天真館テラス 平作8-20-5

123 デイサービス二羽のうさぎ 芦名2-30-1

124 デイサービス花栞 馬堀町2-18-14 ○

125 デイサービスふくふく亭 鴨居2-19-3大井ﾋﾞﾙ ○

126 デイサービスふくふく亭プラス 小矢部3-7-9 ｱﾋﾞﾀﾋﾞﾙ3号館 ○

127 デイサービス宝夢 武3-5-17 ○

128 デイサービス唯の風横須賀林 林4-3-8

129 デイサロン武１番館 武1-29-14

130 といろ 小矢部2-2-20

131 中島内科デイサービス 米が浜通1-17 YMﾋﾞﾙ3階

132 ぱわりはでい・久里浜 久里浜4-11-15 平 ○

133 ひすいデイサービス 浦賀1-11-1 ○

134 ホームケアセンター大津 大津町1-13-16 ｵｰｼｬﾝﾊｲﾂ1F

135 リハビリステーション　つう快 汐入町2-1 ｻﾝﾏﾘｰﾅ汐入1F

136 リハビリデイケアサロン　ゆうも 池上4-16-15

137 リハビリデイケアサロンすずの木 安浦町3-25

138 リハビリデイケアサロンすずの木　みはる 三春町1-20 小川ﾋﾞﾙ1階

139 リハビリデイサービス　アニュー 三春町2-4 ｴｸｾﾙﾊｲﾑV1階

140 リハビリデイサービス　チェリーホーム田浦
田浦町4-9-16 OTAKENSO
BLD1F

141 リハビリデイサービスｎａｇｏｍｉ久里浜店 久里浜7-30-12

142 リハビリデイセンター悠　久里浜 舟倉1-16-17 平 ○

143 リハビリデイセンター悠　第２ 根岸町4-20-1 平

144 リハビリデイセンター悠　ハッピーマウス 野比2-4-15

145 リハビリデイセンター悠　学び館 根岸町4-35-4 平

146 リハビリデイセンター悠　学び館　衣笠 金谷2-3-29 ○

147
リハビリ特化型デイサービス　カラダラボ横須賀
衣笠

衣笠栄町2丁目16-3 ﾋﾞｯｸｻｰｸﾙ
ﾋﾞﾙ1F

平
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

148 レコードブック久里浜 根岸町4-2-1 平

149 ローズホール 光風台35-33 ○

150 太田和湘南ホームデイサービスセンター 太田和5-500 ○

151 追浜老人デイサービスセンター 追浜東町1-32 追浜ｹｱｾﾝﾀｰ内 ○

152 衣笠病院長瀬ケアセンター 長瀬3-6-2 ○

153 喜望の園デイサービスセンター 田浦町2-80-7

154 共楽荘通所介護福祉サービスセンター 衣笠栄町4-14 ○

155 クラールデイサービス 久里浜3-10-2 MKﾋﾞﾙ2階

156 クラールデイサービス　長沢 長沢1-6-33

157 けいしんデイサービスセンター＆Ｏrang 佐野町5-11

158 恵徳苑デイサービスセンター 東逸見町4-16-70

159 さくらの里 小矢部4-19-4 ○

160 サニーヒル横須賀 長井6-21-7 ○

161 さんふらわぁデイサービス 野比3-10-21

162 シャローム在宅ケアセンター 走水1-35 ○

163 しんわデイサービス佐原 佐原4-8-23

164 スマイル池上 池上3-3-3

165 スマイル住まいる走水 走水1-1-6 ○

166 スマイルデイサービス彩歳１号館 三春町1-22-2 ○

167 スマイルデイサービス彩歳２号館 三春町1-22-2 ○

168 太陽の家デイサービスセンター 西浦賀6-1-1 ○

169 ツクイ横須賀森崎 森崎1-2-30 平

170 デイサービス　ＡＲＫ　ＴＡＫＥ 長坂3-10-55

171 デイサービスセンター　あしたの風 佐原3-4-22

172 デイサービスセンター　大矢部接骨院 大矢部3-1-3

173 デイサービスセンター　ケアサポートよこすか 佐原5-25-23 ○

174 デイサービスセンターさくらんぼ　湘南野比 長沢6-7-1 ○

175 デイサービスセンター湘南荒崎 長井5-25-1 ○

176 デイサービスセンター塚山ホーム 吉倉町2-24-1 ○

177 デイサービスセンター福寿よこすか武 武1-20-18

178 デイサービスちろりん村横須賀 武1-20-15

179 デイリハセンター　花の里　さくら 浦郷町4-12

180 デイリハセンター　花の里　すみれ 追浜本町2-14 鷹 ○

181 特別養護老人ホーム　やまびこ荘 武3-39-2 ○

182 ニチイケアセンター湘南山手 吉井4-20-10

183 ニチイケアセンター横須賀佐原 佐原1-4-20 ○

184
パナソニック　エイジフリーケアセンター横須賀佐
原・デイサービス

佐原1-11-5

185 ひまわりケアサービス 汐入町2-38

186 横須賀愛光園　デイサービスセンター 武3-39-1 ○

187 横須賀あじさい園　デイサービスセンター 粟田2-20-1 ○

通所介護事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

188 横須賀グリーンヒルケアセンター 大矢部1-9-30 ○

189 横須賀市立粟田老人デイサービスセンター ﾊｲﾗﾝﾄﾞ2-41-1 ○

190 横須賀市立鴨居老人デイサービスセンター 鴨居3-11-11 ○

191 横須賀市立北下浦老人デイサービスセンター 長沢2-6-40

192 横須賀市立鷹取老人デイサービスセンター 湘南鷹取4-7-1 ○

193 横須賀市立本町老人デイサービスセンター
本町2-1 横須賀市立総合福祉
会館3階

194 横須賀椿園ケアセンター 太田和2-3-21

195 横須賀老人ホーム　通所介護 野比5-5-6 ○

196 リハビリセンター　アイ・ウィッシュ追浜 追浜東町3-28 ○

197 リハビリデイサロン「海」 根岸町3-3-16 平 ○

198 リハビリデイサロン「海」ＭＩＨＡＲＵ 三春町1-17-1

199 リハビリデイセンター悠 根岸町4-13-6 ｺｰﾎﾟつかごし1階

200 リハビリデイセンター悠　林 林2-1-31

201 リハビリデイセンター悠　馬堀海岸 馬堀町1-2-5 ○

202 老人デイサービス　興寿苑 池上6-5-21 ○

203 あきやま医院
根岸町1-9-9 久里浜ｽｶｲﾏﾝｼｮ
ﾝ2階

平

204 介護老人保健施設　衣笠ろうけん 小矢部2-23-1

205 介護老人保健施設　しんわ走水荘 走水2-5-6 ○

206 介護老人保健施設　ソレイユカーマ 西浦賀5-32-1 ○

207 介護老人保健施設　野比苑 野比1-41-1 ○

208 介護老人保健施設　ハートケア湘南・芦名 芦名1-16-12 ○ ○

209 介護老人保健施設　フィオーレ久里浜 神明町1028-7 ○

210 黒坂整形外科医院 港が丘2-21-4

211 湘南グリーン介護老人保健施設 大矢部1-9-32 ○

212 白ゆり総合リハケアクリニック 野比2-2-6

213 第三湘南グリーン介護老人保健施設 太田和5-85-20 ○

214 第二湘南グリーン介護老人保健施設 太田和5-85-1 ○

215 武　整形外科 武3-5-36

216 パシフィックホスピタルデイケアセンター 野比5-7-2 ○

217 あずみ苑　津久井浜 津久井1-16-57 ○

218 グループホーム　アイ・ウィッシュ 大矢部3-1-3

219 グループホーム　あしたの風 佐原3-4-22

220 グループホーム　あんずの家 浦郷町4-1-2 ○

221 グループホーム　梅の郷 長浦町5-2-3 ○

222 グループホーム　浦上台 浦上台3-2-3

223 グループホーム　古街の家 佐野町6-14-3

224 グループホーム　サンライフ三春町 三春町6-85-39

225 グループホーム　チェリーホーム 馬堀町2-13-1

226 グループホーム　チェリーホーム森崎 森崎1-1-21 ﾏﾙｴﾑﾋﾞﾙ2･3階 平

通所リハビリテーション事業所

認知症対応型共同生活介護事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

227 グループホーム　ちゃばしら 坂本町5-5-18 ○

228 グループホーム　とまと 西浦賀5-33-7ｼｰｻｲﾄﾞ池上 ○

229 グループホーム　なごみ 根岸町4-10-10

230 グループホーム　はるかぜハウス 長沢1-8-23

231 グループホーム　ひなたぼっこ 津久井2-2-51 和賀ﾋﾞﾙ2階

232 グループホーム　ふれんど 大矢部3-30-6 ○

233 グループホーム　みうら富士 長沢6-45-6 ○

234 グループホーム　ゆう愛 三春町1-9-34

235 グループホーム　吉井の郷 吉井1-9-3 ○

236 グループホーム　来夢の家 西逸見町1-38 ○

237 グループホーム・美咲の家 津久井1-17-7

238 グループホーム秋谷 秋谷1-7-22

239 グループホームいずみ 平作8-20-20

240 グループホーム観音崎 走水1-6-3 ○

241 グループホームこころ 追浜東町1-32 追浜ｹｱｾﾝﾀｰ内 ○

242 グループホームつばき 太田和2-10-3

243 グループホームゆりの花 衣笠栄町1-27

244 グループホームゆりの花・武 武1-10-5

245 グループホームゆりの花･森崎 森崎1-13-11 平 ○

246 高齢者グループホーム　かもいの家 鴨居3-87-31 ○

247 さくらの家一番館 小矢部4-17-4

248 さくらの家三番館 小矢部4-15-7 ○

249 さくらの家二番館 小矢部4-15-8 ○

250 小規模多機能ホームゆりの花　南武 武4-17-20

251 スマイル住まいる走水 走水1-1-6 ○

252 スマイル住まいる横須賀大矢部 大矢部3-18-5

253 ツクイ津久井浜グループホーム 津久井2-17-23

254 ツクイ横須賀光風台グループホーム 光風台29-18

255 ニチイケアセンター衣笠 平作5-10-7

256 ニチイケアセンター横須賀佐原 佐原1-4-20 ○

257 はくおうの里 長沢1-34-15 ○

258 花物語はまゆう 二葉2-26-2

259 花物語よこすか北 船越町1-39-3

260 花物語よこすか中央 米が浜通1-5-5

261 花物語よこすか東 馬堀町1-11-5

262 やすらぎの杜 浜見台2-14-1 ○

263 ローズホーム 長瀬1-13-3 ○

264 グループホーム　あんずの家 浦郷町4-1-2 ○

265 グループホーム　とまと 西浦賀5-33-7ｼｰｻｲﾄﾞ池上 ○

266 グループホームいずみ 平作8-20-20

267 スマイル鷹取 鷹取2-19-6 ○

認知症対応型通所介護事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

268 スマイルデイサービス長坂 長坂3-9-7

269 スマイルデイサービス野比海岸 野比2-5-14

270 田浦高齢者デイサービスセンター 田浦町2-80-1 ○

271 デイサービス　リビングルーム 浜見台1-5-6 ○

272 デイサービスあんず 船越町1-18-8

273 デイサービスセンター　興寿苑池上 池上6-5-19 ○

274 デイサービスセンター　チェリーホーム北久里浜 根岸町4-16-1 田中ﾋﾞﾙ1F 平

275 デイサービスセンター椿 太田和2-10-3

276 デイサービスつばさ 野比1-44-5

277 デイサービスひまわりの家 光風台8-13

278 デイリハセンター　花の里　あさがお
追浜東町3-65 追浜会館ﾋﾞﾙA
棟

279 ニチイケアセンター衣笠 平作5-10-7

280 まるなかデイサービス 馬堀町1-19-15 ○

281 悠の家 佐原5-22-5 ○

282 ローズハウス 長沢1-27-27

283 ローズハット 日の出町3-12-8

284 看護小規模多機能型居宅介護　はるかぜハウス 長沢1-8-23

285 セントケア看護小規模衣笠 平作8-19-14

286 太陽の家浦賀　看護小規模多機能型居宅介護 浦賀2-3-20 ○

287 Ｍｙ・Ｈｏｍｅ 東逸見町4-36-1 ○

288 ＳＯＭＰＯケア ラヴィーレ衣笠山公園 小矢部4-8-15 ○

289 ＳＯＭＰＯケア ラヴィーレ久里浜 久村672-1 ○

290 ＳＯＭＰＯケア ラヴィーレ横須賀 安浦町2-23-1

291 愛加那リハリゾート 津久井4-21-8 ○

292 ヴィンテージ・ヴィラ横須賀 西逸見町1-38 ○

293 オーシャンビュー湘南荒崎 長井5-25-1 ○

294 丘の里 浜見台2-10-2

295
介護付き有料老人ホーム　アシステッドリビング
浦賀

二葉1-8-30 ○

296
介護付き有料老人ホーム　アシステッドリビング
湘南佐島

佐島の丘1-2-10

297 かしこ長沢 長沢1-2-10

298 かもめ 津久井1-14-3

299 グループハウス　森の里 須軽谷字天王谷967

300 交欒　湘南佐島 佐島1-14-1

301 サニーステージ野比海岸 野比3-24-11

302 サニーステージ野比弐番館 野比5-3-2

303 住宅型有料老人ホーム　太陽の家　公郷 公郷町1-55-2 平

304 住宅型有料老人ホーム　和の里 追浜町3-17-1

305 しんわホーム小原台 小原台22-2

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

有料老人ホーム

8



土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

306 しんわホーム佐原 佐原4-8-23

307 しんわホーム武山館 武1-30-24

308 しんわホーム長坂 長坂3-3-5

309 しんわホーム望洋台 望洋台8-6

310 すみれ 長坂3-6-35

311 太陽の家　安浦 安浦町2-27

312 トレクォーレ横須賀 西逸見町1-38-30 ○

313 ネクサスコート湘南鷹取 湘南鷹取2-35-5 ○

314 はなことば追浜 追浜町1-1-11 ○

315 花珠の家よこすか 浦郷町3-10-5

316 ハビタスカーマ 西浦賀5-32-2 ○

317 葉山湘南国際村シニアライフセンター 湘南国際村1-5-3

318 福寿よこすか池上 池上4-4-1 ○

319 福寿よこすか武 武1-20-18

320 プラージュ・シエル湘南長沢 長沢1-30-8 ○

321 ゆうゆうassistナーシングホーム北久里浜 根岸町3-2-14 平 ○

322 有料老人ホーム　ききょう 大矢部5-12-7

323 有料老人ホーム　サニーライフ横須賀 長坂3-9-20

324 有料老人ホームみとみ 久里浜2-27-17

325 ラ・ナシカ　よこすか 平作5-7-8

326 ラ・ナシカ　よこすか弐番館 根岸町1-1-12

327
ライフコート湘南野比　住宅型有料老人ホーム
さくらんぼ

長沢6-7-1 ○

328
ライフコート横須賀武山　住宅型有料老人ホーム
さくらんぼ

武1-20-15

329 リアンレーヴ横須賀 米が浜通1-18-2

330
サービス付き高齢者向け住宅はなことば横須賀
衣笠

衣笠町44-5 ○

331 住まいるＣｌａｓｓ池上 池上3-3-3

332 ハッピーホーム銀翼の森 長沢1-50-8

333 福寿よこすか佐原 佐原5-28-34

334 ミモザ久里浜セントポーリア 佐原5-28-33

335 ミモザ久里浜はまゆう苑 森崎1-6-3 平 ○

336 リビングケア唯の家　横須賀林 林4-3-8

337 ローズハイツ 光風台35-33 ○

338 生活支援ハウス　あずま 追浜東町1-32 ○

339 養護老人ホーム共楽荘 衣笠栄町4-14 ○

340 横須賀養護老人ホーム（盲養護老人ホーム） 野比5-5-6 ○

341 ケアハウスあっとホーム 武3-39-2 ○

サービス付き高齢者向け住宅

生活支援ハウス

養護老人ホーム

軽費老人ホーム（ｹｱﾊｳｽ）
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

342 シャロームケアハウス 「ルツの家」 走水1-35 ○

343 横須賀グリーンヒル　ケアハウス 大矢部1-9-31 ○

344 秋谷老人福祉センター 秋谷3-6-25 ○

345 池上老人福祉センター 池上4-6-1 ○

346 鴨居老人福祉センター 鴨居3-11-11 ○

347 北下浦老人福祉センター 長沢2-6-40

348 公郷老人憩いの家 公郷町6-1 ○

349 本町老人福祉センター 本町2-1

350 ＬｉＧのいえ　田浦 田浦町3-34

351 ＮＰＯ法人むげんグループホーム空 久里浜2-35-3

352 WING21 小矢部2-9-4北ｳｲﾝｸﾞ101号 ○

353 あすなろの家 小矢部4-18-11

354 あんしんの家　ひまわり 荻野2-2

355 いちばん星ケアホーム慧 太田和2-3-18

356 いちばん星生活ホーム銀河 太田和1-12-7

357 いちばん星生活ホーム宙 太田和2-19-3

358 海風会ケアホーム昴 太田和2-14-6 ○

359 海風学園ケアホームKAI 馬堀町2-28-16 ○

360 海風学園ケアホームシンフォニー 長坂3-34-6

361 海風学園ケアホームハーモニー 吉井2-7-14 ○

362 かもめはうす 佐野町4-49 ○

363 きらめきの家 西浦賀2-24-14

364 グループホーム えくぼ 武1-1-11 ○

365 グループホーム ほほえみ 林1-30-12 竹

366 グループホームあうん
船越町3-15-3 ｼﾞｭﾈﾊﾟﾚｽ横須
賀402号

○

367 グループホーム一歩 長沢3-1-13 102号

368 グループホームかがやき 武1-1-7 ○

369 グループホームたすく
久里浜3-34-1 ﾊﾝｽﾞ久里浜Ⅱ
701号

○

370 グループホームデュエット 武1-28-8

371 グループホームどすこい部屋 林1-12-6

372 グループホームひだまり 林2-5-28 竹

373 グループホームみうらんど 久村203 ○

374 グループホームやすらぎ 根岸町4-1-4ﾌﾟﾗﾝﾀﾝ和泉201 平

375 くれよんはうす 三春町5-82-54

376 ケアホームすまいる 小原台31-26-102

377 ケアホームはなあかり 芦名2-22-7

378 ケアホームはなえみ 芦名2-14-11 ○

379 こっとんはうす 池上4-1-10

380 こもれび 舟倉1-13-10 平 ○

共同生活援助事業所（グループホーム）

老人福祉センター
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

381 坂の上の家 長沢3-7-8

382 ステップハウス 長沢4-31-11

383 すまいるEnn 長瀬1-16-6 ○

384 生活ホームマリオ 安浦町2-19

385 セラヴィ横須賀 船越町4-21 ○

386 たけのこ会アイエルホーム 佐野町1-20

387 知恵の光荘 公郷町2-19-4 平

388 てのひらホーム 長浦町4-2 ○

389 にじいろのパレット 小矢部1-7-5 平

390 はなめ 野比2-1-14 1階

391 はやし生活ホーム 長井1-4-27ﾌﾟﾗｻﾞ963 101･102

392 ふれあいホームうらら 安浦町3-30

393 ペリー 久里浜7-19-8

394 ほっと・ホット 大津町2-19-7 ○

395 横須賀清和ホーム 津久井3-14-3

396 横須賀第三清和ホーム 岩戸3-12-13

397 横須賀第二清和ホーム 津久井3-11-26

398 Cocorport　横須賀Office 小川町13-1 ｱｻﾋ横須賀ﾋﾞﾙ5F

399 Cocorport　横須賀第2Office
小川町13-20 横須賀中央ﾋﾞﾙ
4F B号室

400 ウェルビー横須賀中央駅前センター
若松町3-14-10ｲﾃﾞｱｰﾚ横須賀
中央1階

401 かがみ田苑 野比5-5-5 ○

402 フードプランニング 森崎1-19-12 平 ○

403 プレップワークス堀ノ内
三春町3-25湘南信用金庫堀ﾉ
内支店2F

404 ペガサス横須賀センター 日の出町1-12-11 小林ﾋﾞﾙ2階

405 ミラークよこすか
大滝町2-15-1 横須賀東相ﾋﾞﾙ6
階

406 あすなろ学苑 小矢部4-19-4 ○

407 エルオーエル 根岸町4-9-15 熔材ﾋﾞﾙ1階 平

408 カフェドルチェ 安浦町2-24-3

409 さくらマート 久里浜4-15-12 平

410 仕事探しクラブ 坂本町4-2 ○

411 社会福祉法人清光会　清光園 武1-2074-2 ○

412 就労継続支援B型事業所つばさ 三春町2-4 EMIAS203号 ○

413 就労継続支援B型事業所つばさ第二 船越町1-50 山田ﾋﾞﾙ2階 ○

414 スペース・ほっと 船越町1-57

415 田浦障害者活動センター 田浦町2-80-1 ○

416 なかよし広場 佐原5-19-20

417 なごみ 米が浜通2-16

就労移行支援事業所

就労継続支援事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

418 虹工房　横須賀中央 若松町2-7 藤田ﾋﾞﾙ6F

419 はまゆう 舟倉1-31-2 平

420 ピケマルシェ３６５日 野比3-26-35 ○

421 陽だまり 安浦町2-23

422 フードプランニング 森崎1-19-12 平 ○

423 フローラ 太田和4-2426 ○

424 フロムワン福祉園 公郷町3-69-1 ○

425 ベルナ 汐入町2-2澤田ﾋﾞﾙ2階

426 めいあい衣笠 衣笠栄町1-27-2

427 メイアイグリーン 追浜町3-5

428 横須賀市立福祉援護センター第１かがみ田苑 野比5-5-5 ○

429
よこすか中央障がい者福祉センター　はやぶさ工
房

本町2-21 ○

430 いちばん星 太田和4-2213 ○

431 神奈川後保護施設 吉倉町1-無番地 ○

432 シャローム浦上台 浦上台1-11-1 ○

433 重度神奈川後保護施設 吉倉町1-無番地 ○

434 清光ホーム 武1-1977 ○

435 三浦しらとり園 長沢4-13-1

436 横須賀へーメット 長井1-14-1 ○

437 田浦障害者地域リハビリセンター 田浦町2-80-1 ○

438 三浦しらとり園 長沢4-13-1

439 Ｄａｙｚ　かしこ 長沢1-2-7

440 ＷｉＳＨ 根岸町4-10-8 ﾎﾜｲﾄｺｰﾎﾟ1階

441 アクティブプレイス虹 太田和2-11-24

442 アトリエかもめ ﾊｲﾗﾝﾄﾞ4-50-8 ○

443 あまね共同作業所 舟倉1-12-1 平 ○

444 いずみ作業所 長井1-18-56 ○

445 いちばん星 太田和4-2213 ○

446 神奈川後保護施設 吉倉町一丁目無番地 ○

447 けいしんデイサービスセンター＆Ｏｒａｎｇｅ 佐野町5-11

448 ＣｏＳｕ－ＭｏＳｕ　清光園 武1-2074-2 ○

449 サポートセンターかいふう 馬堀町2-17-33 ○

450 サポートセンターかおる 岩戸2-10-1 ○

451 サポートセンターまぼり 池上2-14-10 田中ﾋﾞﾙ

452 シャローム浦上台 浦上台1-11-1 ○

453 シャローム浦上台デイサービスセンター 浦上台1-11-1 ○

454 重度神奈川後保護施設 吉倉町一丁目無番地 ○

455 生活介護事業所ゆずりは 林1-23-7

障害者支援施設

自立訓練事業所

生活介護事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

456 清光ホーム 武1-1977 ○

457 茜洋舎 久里浜6-1

458 第2かがみ田苑 野比5-5-5 ○

459 田浦障害者デイサービスセンター 田浦町2-80-1 ○

460 たけのこ会協同作業所 佐野町1-36 ○

461 トライ 上町2-2-12

462 長沢ベーカリー 長沢1-34-13 ○

463 ピュアナチュラル 米が浜通2-13 GFｽﾉｰﾎﾜｲﾄ101

464 ぶどうの木 池上5-3-2

465 フロムワン福祉園 公郷町3-69-1 ○

466 ぼくのくれよん 三春町5-95-14

467 三浦しらとり園 長沢4-13-1

468 ゆう 芦名2-8-17

469 横須賀愛光園　デイサービスセンター 武3-39-1 ○

470 横須賀ヘーメット 長井1-14-1 ○

471 ライフゆうラボ 湘南国際村1-4-6

472 ワーカーズデイ虹の音 安浦町3-25 市川ﾏﾝｼｮﾝ1階

473 ワークセンターしぇる 佐島2-3-21 ○

474 ワークハウスあまね 舟倉2-10-11 平

475 わたげ 西浦賀3-13-21 ○

476 ライフゆう 湘南国際村1-4-6

477 いちばん星 太田和4-2213 ○

478 神奈川後保護施設 吉倉町1丁目無番地 ○

479 きかわ 野比2-1-14 1階

480 清光ホーム短期入所事業所 武1-1977 ○

481 シャローム浦上台短期入所サービスセンター 浦上台1-11-1 ○

482 重度神奈川後保護施設 吉倉町一丁目無番地 ○

483 ショートステイ・ライフゆう 湘南国際村1-4-6

484 ショートステイゆう 芦名2-8-17

485 セラヴィ横須賀 船越町4-21 ○

486 Ｐｅａｃｅ　Ｃｏｌｏｒ 武1-2074-2 ○

487 三浦しらとり園 長沢4-13-1

488 横須賀愛光園　短期入所事業 武3-39-1 ○

489 横須賀ヘーメット短期入所 長井1-14-1 ○

490 CCF（ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ・ﾌﾚﾝｽﾞ） 池上2-10-18

491 il Gruppo パレッタ 坂本町4-2 ○

492 アトリエ夢喰虫 汐入町2-40-1 青柳ﾋﾞﾙ2F

493 あんしん農園 林1-18-10 竹

494 ウィニング・ウィンド 汐入町2-1 ○

療養介護事業所

短期入所事業所

障害者地域作業所等（地域活動支援センターを含む）
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

495 浦上台地域作業所 浦上台2-31-15

496 オフィス・ユニコーン 舟倉1-9-17 ﾃｲｸｵﾌ1-301 平 ○

497 風 林2-16-15

498 喫茶レゼル 船越町1-50 ○

499 公郷かりがね作業所 公郷町4-11-6 ○

500 こまめの会 田浦町2-80-1 ○

501 下町作業所
日の出町1-8-7 ﾌﾟﾗｰｽﾞ日の出
町101

502 すずらん 公郷町4-11-6 ○

503 第二はまゆう
舟倉1-32-1 ｺｰｴｲﾏﾝｼｮﾝ久里
浜101

平 ○

504 チームブルーよこすか
米が浜通1-4 Flos横須賀601号
室

505 どすこい横須賀 林4-4-6 ○

506 パン工房ピーターパン 東逸見町1-54

507 北部あおぞら作業所 追浜町3-39 ○

508 マイフレンド・こころん 池上4-5-13

509 みなみ地域活動支援センター 池田町5-8-11 ﾀｶﾊｼﾋﾞﾙ1F 平

510 やすらぎ作業所 根岸町4-4-23 平

511 やすらぎ第二作業所 公郷町4-11-6 ○

512 ゆんるり
久里浜4-2-4 ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞ久里浜
1F

平

513 ワークショップひまわり 米が浜通2-18

514 わたぼうし作業所 坂本町2-32

515 WiSH
根岸町4-11-18前原ﾋﾞﾙ102､
103号室

516 笑み笑みらんど 佐野町6-8 ○

517 エミタスアフタースクール 公郷町2-11-8 平

518 かもSUNランド 長沢4-16-12

519 きっずかしこ 長沢1-2-7

520 キッズ原っぱ 西浦賀1-17-5 ○

521 希望のひかり 武1-2074-2 ○

522 くすくすの森 芦名1-31-26

523 子育て支援　和美　横須賀中央教室 若松町1-8泉ﾋﾞﾙ5階

524 こどもひろば風／風キッズ 馬堀町2-17-33 ○

525 こどもプラス横須賀教室 根岸町4-16-1田中ﾋﾞﾙ2階 平

526 こぱんはうすさくら　横須賀平作教室 平作1-2-22 ｱﾌﾟﾄ2 A号室

527 コペルプラス　横須賀教室 日の出町1-12 浜野ﾋﾞﾙ2F

528 SUN放課後等デイサービス 森崎1-3-12 平

529 Joy 池田町2-11-13 ○

530 湘南国際アフタースクール久里浜 舟倉1-32-1-102､103 平 ○

531 湘南国際アフタースクール野比 野比1-11-8

532 スタジオみらい逗子田浦 船越町5-1 TKﾋﾞﾙ2階

障害児通所支援事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

533 第３ＭＩＭＯの家 武3-5-35 ○

534 トータスキッズ
長沢1-32-11第5新星ﾋﾞﾙ302号
室

○

535 ハーティーパーチ池上
池上7-13-5 ｻﾝｸﾚｲﾄﾞﾙ湘南池
上

○

536 ハッピーテラス衣笠教室 衣笠栄町3-2-2ｴｽｹｲﾋﾞﾙ3階 平

537 ハッピーテラス久里浜教室 久里浜5-15-10HSK2nd201号 平

538 はなぷぷ 池上4-10-11

539 ピュア児童ディサービス
小川町13-3 なかむら不動産ﾋﾞ
ﾙ3･4階

540 風キッズコッコロ 馬堀町3-1-30 ○

541 プレップ　サポートセンター浦賀 東浦賀1-1-1 渡辺ﾜﾝｽﾞﾋﾞﾙ4階 ○

542 プレップ　サポートセンター久里浜 ﾊｲﾗﾝﾄﾞ4-5-5 平塚ﾋﾞﾙ2階

543 プレップ学習サポートセンター 平成町 安浦町2-11 湘南信用金庫2階

544 プレップサポートセンター県立大学 安浦町2-27ｱｯﾄﾏｰｸD号

545 放課後児童デイきゃろっと 公郷町4-7-6 平

546 放課後児童デイしぇる 佐島2-3-21 ○

547 放課後デイサービス　toiro　大津 大津町1-16-7 ﾋﾟｵﾓﾝﾃﾋﾞﾙ2階 ○

548 放課後等デイサービス　いちごいちえ 久比里1-18-10 平 ○

549 放課後等デイサービス・きりんグループ 田浦町2-80-1 ○

550 放課後等デイサービスあっぷっぷ 久里浜4-19-3 加藤ﾋﾞﾙ1F

551 放課後等デイサービスふれんど 大矢部3-30-6 ○

552 みうらんど 長坂3-18-3

553 Ｙｏｕ’ｓくらぶ 馬堀町3-3-1 前田ﾋﾞﾙ3階 ○

554 横須賀市療育相談センター 小川町16 ○

555 ライフゆう学齢デイ 湘南国際村1-4-6

556 れいんぼー ﾊｲﾗﾝﾄﾞ4-3-9

557 ＹＢＳにじのそら保育園
大滝町2-6 ｻﾞ･ﾀﾜｰ横須賀中央
3F

558 池上愛育園 池上7-6-6

559 うさぎ保育園 根岸町3-16-2 平

560 上町保育園 佐野町1-20 ○

561 大楠愛児園 芦名1-31-17

562 追浜保育園 追浜本町2-1 ○

563 鴨居保育園 鴨居3-1-6 ○

564 衣笠愛児園 平作8-14-1 ○

565 衣笠保育園 小矢部1-4-2 平

566 玉成保育園 三春町5-32

567 ぎんのすず保育園 追浜町2-71 ○

568 コアラ保育園 安浦町2-11

569 心育保育園
久里浜6-4-1ｼｰﾌﾛﾝﾄ久里浜1
階

保育所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

570 小光子愛育園 佐野町3-15

571 小光子愛育園 分園（きらきら星）
日の出町1-6-8 ﾘｱﾗｲｽﾞ横須賀
3階

572 しんわピノキオ保育ランド 安浦町3-16

573 田浦保育園 長浦町1-1597 ○

574 武山保育園 武4-17-1

575 津久井保育園 津久井2-14-22 ○

576 鶴が丘保育園 鶴が丘2-3-1 ○

577 長井保育園 長井5-9-5 ○

578 にじいろ保育園久里浜コスモス 久里浜4-7-8 叶ﾋﾞﾙ4F 平

579 にじいろ保育園久里浜ポピー 久里浜4-12-23 ﾜｶﾌｼﾞﾋﾞﾙ1･2F 平

580 のばら保育園 追浜町2-16-7 ○

581 ハイランド保育園 ﾊｲﾗﾝﾄﾞ2-12-17 ○

582 ハッピープリスクール 大津町1-12-20

583 はなまる保育園 久里浜5-12-15 平

584 パンダ保育園 追浜町3-1ｴﾙｼｬﾝﾃ追浜1･3階

585 パンダ保育園　分園　こぱんだ 追浜町3-5-2

586 日の出保育園 桜が丘1-47-1

587 平作保育園 平作6-4-33

588 富士保育園 久里浜5-3-9 平

589 船越保育園 船越町6-69

590 ベネッセ汐入保育園
本町3-23-7 横須賀汐入ﾊｲﾑ1-
2F

591 ベネッセ逸見保育園 西逸見町1-37 ○

592 森崎保育園 森崎3-8-1

593 岩戸こども園 岩戸3-37-5

594 浦賀こども園 浦賀6-3-1 ○

595 太田和こども園 太田和3-733

596 太田和こども園分園 太田和3-1177-3

597 キッズアカデミーぎんのすずこども園 追浜町2-70 ○

598 公郷こども園 公郷町6-7-1 ○

599 佐野こども園 佐野町5-7 ○

600 三和こども園上町分園 上町2-31ﾌﾟｴﾙﾄ上町

601 しらかばこども園 池田町1-22-12

602 しらかばこども園池田分園 池田町1-19-18 ○

603 しらかばこども園新大津分園 大津町4-8-6

604 長井婦人会こども園 長井2-2-3 ○

605 長岡こども園 長沢1-25-8

606 認定こども園追浜幼稚園 鷹取1-1-2 ○

607 認定こども園聖佳幼稚園 坂本町1-29

608 認定こども園聖心桜が丘幼稚園 桜が丘1-51-1

609 認定こども園善隣園 田浦町2-80-1 ○

幼保連携型認定こども園

16



土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

610 認定こども園善隣園分園こばと園 東逸見町1-1

611 三和こども園 田戸台26

612 三和こども園安浦分園 安浦町2-27

613 幼保連携型認定こども園うわまち幼稚園 上町2-10 ○

614 和順こども園 久里浜2-19-14 平

615 和順こども園分園 久里浜2-18-1 平

616 追浜保育室ニコニコ 追浜東町3-65

617 ぎんのすずおひさま園 追浜町2-70-2 ○

618 久里浜幼稚園小規模保育園つぼみ 久里浜2-9-16

619 おうち保育室ぽっぽ 久里浜6-9-1-102

620 かるがも保育室 太田和4-2568

621 くりはまほいく 久里浜5-3-4

622 くるみ保育室 久里浜6-10-3-102

623 さくら保育室 大津5-14-6

624 しらかば家庭的保育事業所 池田町1-22-20

625 なないろ保育室 公郷町5-103-15

626 陽だまり保育室
田浦町2-80-1 田浦ふれあい住
宅402

○

627 ひよこ保育室 浦上台1-25-3ｱﾈｯｸｽK101号室

628 ペンギン保育室 久里浜6-10-2-104

629 ほのぼの家庭的保育室 田浦町3-8

630 もりの保育室 森崎6-8-20 ○

631 若宮台だっこ保育室 若宮台34-19

632 市療育相談センター　ひまわり園 小川町16 ○

633 春光学園 小矢部2-14-1 ○

634 しらかば子どもの家 長瀬3-3-1 ○

635 市立市民病院 長坂1-3-2 竹

636 横須賀市立うわまち病院 上町2-36 ○

637 三浦しらとり園 長沢4-13-1

638 ライフゆう 湘南国際村1-4-6

639 しらかばベビーホーム 長瀬3-3-1 ○

640 CROPHOUSE 秋谷1-6-3

641 ファミリーホームともしび 秋谷1-6-3-3

642 ファミリーホームわれもこう 三春町3-8 ○

家庭的保育事業所

児童発達支援センター

児童養護施設

助産施設

障害児入所施設

乳児院

ファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）

小規模保育事業所
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

643 （※）非公表 (※)非公表

644 愛らんどウェルシティ 西逸見町1-38-11 ○

645 愛らんど追浜
追浜本町1-28-5 ｻﾝﾋﾞｰﾁ追浜
店4階

646 愛らんど久里浜
久里浜6-14-2 久里浜行政ｾﾝ
ﾀｰ2階

平

647 愛らんど田浦 船越町6-77 田浦行政ｾﾝﾀｰ2階

648 愛らんど西 長坂1-2-2 西行政ｾﾝﾀｰ1階 竹

649 愛らんどよこすか 小川町20番地 すくすくかん5階

650 北健康福祉センター 船越町6-77

651 中央健康福祉センター 西逸見町1-38-11 ○

652 西健康福祉センター 長坂1-2-2 竹

653 南健康福祉センター 久里浜6-14-2 平

654 病児・病後児保育センター 上町2-36 ○

655 sukasuka-nursery 久里浜4-7-2 平

656 一時保護所 (※)非公表 ○

657 総合福祉会館 本町2-1

658 私立横須賀学院小学校 稲岡町82 ○

659 横須賀市立明浜小学校 久里浜6-7-1 平

660 横須賀市立粟田小学校 ﾊｲﾗﾝﾄﾞ2-41-1 ○

661 横須賀市立池上小学校 池上3-5-1 ○

662 横須賀市立岩戸小学校 岩戸5-20-1 ○

663 横須賀市立浦賀小学校 浦賀3-8-1 ○

664 横須賀市立浦郷小学校 追浜東町2-14 ○

665 横須賀市立大楠小学校 芦名1-29-18 ○

666 横須賀市立大塚台小学校 池田町3-1-1 ○

667 横須賀市立大津小学校 大津町3-24-1 ○

668 横須賀市立大矢部小学校 大矢部3-26-1 ○

669 横須賀市立荻野小学校 荻野8番1号

670 横須賀市立追浜小学校 鷹取2-16-1 ○

671 横須賀市立小原台小学校 小原台3-1 ○

672 横須賀市立鴨居小学校 鴨居3-1-6 ○

673 横須賀市立北下浦小学校 長沢1-29-1

674 横須賀市立衣笠小学校 小矢部2-16-1 ○

一時保護所

総合福祉会館

小学校

一時預かり事業所

自立援助ホーム（児童自立生活援助事業）

子育て支援センター

健康福祉センター

病児・病後児保育センター
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

675 横須賀市立公郷小学校 公郷町4-5 ○ 平

676 横須賀市立久里浜小学校 久里浜6-6-1 平

677 横須賀市立高坂小学校 西浦賀3-1-1 ○

678 横須賀市立桜小学校 坂本町1-19

679 横須賀市立沢山小学校 東逸見町3-35 ○

680 横須賀市立汐入小学校 汐入町2-53 ○

681 横須賀市立城北小学校 平作1-6-1

682 横須賀市立神明小学校 神明町407

683 横須賀市立諏訪小学校 小川町18

684 横須賀市立田浦小学校 田浦町3-55 ○

685 横須賀市立鷹取小学校 湘南鷹取4-7-1 ○

686 横須賀市立武山小学校 太田和3-1-1

687 横須賀市立田戸小学校 米が浜通2-12 ○

688 横須賀市立津久井小学校 津久井5-2-1 ○

689 横須賀市立鶴久保小学校 不入斗町1-1

690 横須賀市立豊島小学校 上町3-21 ○

691 横須賀市立長井小学校 長井5-9-1 ○

692 横須賀市立長浦小学校 安針台3-1 ○

693 横須賀市立夏島小学校 浦郷町4-35 ○

694 横須賀市立根岸小学校 大津町5-5-1 ○

695 横須賀市立野比小学校 野比1-25-1

696 横須賀市立野比東小学校 野比4-6-1 ○

697 横須賀市立走水小学校 走水2-2-2 ○ ○

698 横須賀市立富士見小学校 武3-19-1 ○

699 横須賀市立船越小学校 船越町5-34 ○

700 横須賀市立逸見小学校 西逸見町1-14 ○

701 横須賀市立望洋小学校 桜が丘1-50-1 ○

702 横須賀市立馬堀小学校 馬堀町4-10-1 ○

703 横須賀市立森崎小学校 森崎3-13-1 ○

704 横須賀市立山崎小学校 三春町6-4 ○

705 私立緑ヶ丘女子中学校 緑が丘39 ○

706 私立横須賀学院中学校 稲岡町82 ○

707 横須賀市立池上中学校 池上3-5-1

708 横須賀市立不入斗中学校 坂本町1-19 ○

709 横須賀市立岩戸中学校 岩戸5-6-3 ○

710 横須賀市立浦賀中学校 浦賀3-26-1 ○

711 横須賀市立大楠中学校 芦名1-2-1 ○

712 横須賀市立大津中学校 大津町5-2-1 ○

713 横須賀市立大矢部中学校 森崎5-14-2 ○

714 横須賀市立追浜中学校 夏島町12 ○

715 横須賀市立鴨居中学校 鴨居3-2-2 ○

中学校
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地

対象災害

716 横須賀市立北下浦中学校 長沢1-30-17 ○

717 横須賀市立衣笠中学校 平作2-31-1 ○

718 横須賀市立公郷中学校 公郷町5-81 ○

719 横須賀市立久里浜中学校 久里浜2-11-1 平

720 横須賀市立坂本中学校 坂本町1-19 ○

721 横須賀市立神明中学校 神明町903 ○

722 横須賀市立田浦中学校 船越町7-66 ○

723 横須賀市立鷹取中学校 湘南鷹取2-30-1 ○

724 横須賀市立武山中学校 武3-31-1 ○

725 横須賀市立常葉中学校 小川町18

726 横須賀市立長井中学校 長井5-12-1 ○

727 横須賀市立長沢中学校 長沢5-1-1 ○

728 横須賀市立野比中学校 野比4-4-1 ○

729 横須賀市立馬堀中学校 馬堀町4-10-2 ○

730 神奈川県立追浜高等学校 夏島町13 ○

731 神奈川県立海洋科学高等学校 長坂1-2-1 ○ 竹

732 神奈川県立津久井浜高等学校 津久井4-4-1 ○

733 神奈川県立横須賀大津高等学校 大津町4-17-1

734 神奈川県立横須賀工業高等学校 公郷町4-10 ○ 平

735 神奈川県立横須賀高等学校 公郷町3-109 ○

736 神奈川県立横須賀南高等学校 佐原4-20-1 ○

737 私立湘南学院高等学校 佐原2-2-20

738 私立三浦学苑高等学校 衣笠栄町3-80 ○ 平

739 私立緑ヶ丘女子高等学校 緑が丘39 ○

740 私立横須賀学院高等学校 稲岡町82 ○

741 神奈川県立岩戸養護学校 岩戸5-6-5 ○

742 神奈川県立武山養護学校 武3-35-1 ○

743 筑波大学付属久里浜特別支援学校 野比5-1-2 ○

744 横須賀市立養護学校 岩戸5-6-4 ○

745 横須賀市立ろう学校 森崎5-13-1 ○

746 青い鳥幼稚園 三春町2-6 ○

747 ぎんなん幼稚園 大津町4-22-5 ○

748 久里浜幼稚園 久里浜2-9-1

749 ケンコウ幼稚園 小原台31-1

750 湘南長沢幼稚園 ｸﾞﾘｰﾝﾊｲﾂ13-2 ○

751 城北幼稚園 平作6-3-10 ○

752 白鳩幼稚園 追浜本町2-1-2 ○

753 深愛幼稚園 衣笠栄町3-79

754 信証幼稚園 久里浜7-23-16

幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む）

高等学校

特別支援学校
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土砂 洪水 高潮
NO. 施設名称 所在地
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755 田浦幼稚園 田浦町5-51 ○

756 たかとり幼稚園 湘南鷹取5-30-1

757 武山幼稚園 太田和1-12-1 ○

758 武山幼稚園本住寺 太田和1-12-1 ○

759 津久井幼稚園 津久井1-12-28

760 認定こども園あさひ幼稚園 公郷町2-18-3 平

761 認定こども園岩波幼稚園 鴨居2-56-12 ○

762 認定こども園大津幼稚園 大津町3-29-26 ○

763 認定こども園かもいようちえん 鴨居3-9-1

764 認定こども園湘南栄光幼稚園 浦上台3-29-3

765 認定こども園聖心第一幼稚園 上町2-15

766 認定こども園聖心第三幼稚園 汐見台2-16-15

767 認定こども園聖心第二幼稚園 富士見町3-8 ○

768 認定こども園相武幼稚園 太田和5-2665 ○

769 認定こども園南横須賀幼稚園 池田町2-9-17 ○

770 野比幼稚園 野比1-4-1

771 まぼり幼稚園 馬堀海岸3-11-1 ○

772 三笠幼稚園 稲岡町82-9

773 三春幼稚園 三春町1-34

774 横須賀上町教会附属 めぐみ幼稚園 上町2-43

775 横須賀市立大楠幼稚園 芦名1-29-1

776 横須賀幼稚園 本町3-9 ○

777 横須賀若草幼稚園 森崎2-13-3 ○

778 横須賀若葉幼稚園 金谷1-5-8

779 医療法人社団聖ルカ会パシフィックホスピタル 野比5-7-2 ○ ○

780
医療法人横浜未来ヘルスケアシステムよこすか
浦賀病院

西浦賀1-11-1 ○

781 神奈川歯科大学附属病院 小川町1-23

782 国家公務員共済組合連合会横須賀共済病院 米が浜通1-16 ○

783 自衛隊横須賀病院 田浦港町1766-1 ○ ○

784 社会福祉法人湘南福祉協会総合病院湘南病院 鷹取1-1-1 ○

785
社会福祉法人日本医療伝道会総合病院衣笠病
院

小矢部2-23-1

786 聖ヨゼフ病院 緑が丘28 ○

787 独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター 野比5-3-1 ○

788 横須賀市立うわまち病院 上町2-36 ○

789 横須賀市立市民病院 長坂1-3-2 竹

790 ライフゆう 湘南国際村1-4-6

791 オハナハウス 坂本町5-22 ○

792 かもめ助産院ハイランド ﾊｲﾗﾝﾄﾞ1-38-3

病院

助産所
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793 内出医院 馬堀海岸2-26-5 ○

794 海上自衛隊 横須賀衛生隊第1医務室 長浦町1-43 ○

795 海上自衛隊 横須賀衛生隊第2医務室 御幸浜4-1 竹 ○

796 海上自衛隊 横須賀衛生隊第3医務室 船越町7-73 ○ ○

797 後藤産婦人科医院 上町3-12

798 社会福祉法人阿部睦会共楽荘　診療所 衣笠栄町4-14 ○

799 社会福祉法人恩賜財団同胞援護会衣笠診療所 平作8-14-1 ○

800 富永整形外科 公郷町1-55-1 平

801 パクスレディースクリニック 佐原1-11-12

802 防衛大学校医務室 走水1-10-20 ○

803 ゆき呼吸器内科クリニック 大滝町2-15 横須賀東相ﾋﾞﾙ3F

804 横須賀マタニティクリニック 衣笠町3-1 ○

805 横須賀老人ホーム付属診療所 野比5-5-6 ○

806 陸上自衛隊 久里浜駐屯地医務室 久比里2-1-1 ○ 平 ○

807 陸上自衛隊 武山駐屯地医務室 御幸浜1-1 竹 ○

診療所（有床に限る）
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